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【平成２８年度～平成３２年度】

埼玉県新座市



本市では、平成２３年度から平成３２年度までを計画期間とする第４次新座市

基本構想総合振興計画（以下「基本構想」という。）に基づき、市政を運営して

おります。

本計画は、将来都市像の実現に向けて基本構想で示した施策の方向性や平成

２３年度から５か年の前期基本計画における事業の進捗状況等を踏まえ、平成

２８年度からの５か年で実施する事業を具体的に位置付けた計画であります。

本市では、これらの計画に基づき、基本構想で掲げた「連帯と協働によるまち

づくり」、「観光都市にいざづくり」、「新たな視点による都市づくり」の三つ

の重点戦略と、「安全・安心のまちづくり」、「健康長寿のまちにいざづくり」、

「子育て応援都市にいざづくり」を具体的に展開する事業を中心に、様々な事業

を推進してまいりました。

しかしながら、本計画策定以降の社会経済情勢の変化等に伴い、新たな課題や

懸案が生じていることから、これらに対応する事業を新たに位置付けるため、見

直しを行いました。

また、今後の市民需要の変化に責任ある対応を行うためにも、現下の厳しい財

政状況を打開するため、新座市財政健全化方針を策定し、財政の立て直しに向け

た取組を進めていくことといたしました。これを受け、既に本計画に位置付けて

いる事業についても、休止や先送り等の見直しを行いました。

今後は、本計画に基づき、新座のブランド力や行政サービスの更なる向上を図

りながら、あらゆる世代の皆様にとって“みらい”に希望が持てるよう市政を推

進してまいりますので、一層の御理解と御協力を心からお願い申し上げます。

平成３１年３月

新座市長 並 木 傑

は じ め に
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１ 計画のあらまし

⑴ 計画策定・見直しの趣旨

本市では、平成 22 年 12 月に平成 23 年度から平成 32 年度までを計画期間とする第 4

次新座市基本構想総合振興計画（以下「第 4 次基本構想」という。）を策定しました。

これは、市の将来を展望し、総合的かつ計画的に行政を推進するために定めるもので、

市政運営の根幹となるものです。

この第 4 次基本構想では、誰もが住みやすいと感じ、愛着を持って住み続けたいと願

う“理想のまち”を、「田舎」（自然環境に恵まれた人情味あふれる“まち”）の心地よ

さと「都会」（都市機能が充実した活気のある“まち”）の便利さを兼ね備えたまちであ

ると定義しました。さらに、この“理想のまち”を目指し、「連帯と協働で築く 雑木

林とせせらぎのある 快適創造都市にいざ」を将来都市像として掲げるとともに、この

将来都市像の実現に向け、市民協働、市民生活、福祉・健康、教育・生涯学習・文化・

スポーツ、都市整備、観光の各分野における施策の方向を位置付けています。

第 4 次基本構想では、この各分野における施策の方向を踏まえ、具体的な事業として

位置付けるため、第 4 次基本構想の計画期間を前期と後期に分けて基本計画を策定する

こととしています。そのため、平成 23 年度から平成 27 年度までの 5 年間を計画期間と

する第 4 次新座市基本構想総合振興計画前期基本計画（以下「前期基本計画」という。）

を策定し、様々な事業に取り組む中で第 4 次基本構想の推進を図ってきました。

また、第 4 次新座市基本構想総合振興計画後期基本計画（以下「後期基本計画」とい

う。）は、前期基本計画に位置付けた各事業の進捗状況等を踏まえ、景気の動向や国の

制度改正等を見据えた今後の財政見通しを検証し、平成 28 年度から平成 32 年度までの

第 4 次基本構想の後半 5 年間の各分野における事業を位置付けるために、平成 28 年 3

月に策定したものです。

しかしながら、後期基本計画策定以降の社会経済情勢の変化等に伴い、市民ニーズの

変化や新たな課題、懸案が生じていることから、これらに対応するため、必要な事業に

ついて見直しを行う必要があります。

さらに、近年の人口動向の変化の影響等により、ますます厳しい財政運営となること

が見込まれる中で、今後の財政見通しを見据えながら、改めて事業の選択を行うととも

に、既に後期基本計画に位置付けている事業についても、休止や先送りなどを視野に入

れた検討を再度行う必要があります。

こうした状況を受け、平成 31 年度及び平成 32 年度の後期基本計画の後半の 2 年間に

ついて、財政見通しを改めて検証しながら、現在の事業の進捗状況等を踏まえ、見直し

を図るものです。
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■第 4 次基本構想の構成

⑵ 計画の期間

後期基本計画は、第 4 次基本構想の推進期間である平成 23 年度から平成 32 年度まで

の 10 年間のうち、後半 5 か年に当たる平成 28 年度から平成 32 年度までを計画期間と

しています。

この計画期間内に位置付ける事業については、「Ⅱ 基本計画」の中で明らかにして

いますが、計画期間内に特筆すべき実施内容があるものについては、個別にその内容を

示した 5 年間の事業計画表を記載しています。

この事業計画表は、後期基本計画策定時には直近の課題等への具体的な対応を示すた

め、平成 28 年度から平成 30 年度までの 3 年間については各年度の事業計画を明らかに

し、平成 31 年度及び平成 32 年度の 2 年間については実施年度の明示をせずに記載して

いました。この度の見直しにおいて、平成 28 年度から平成 30 年度までの 3 か年につい

ては各年度の事業実績を記載するとともに、平成 31 年度及び平成 32 年度については各

年度ごとに事業計画を記載しています。

なお、後期基本計画は、毎年度の予算編成の基礎となるものですが、国における地方

財政制度の見直しが行われた場合や、新たな課題などの発生により緊急に事業を実施し

なければならない事態が生じた場合など、現状において想定が困難な状況が発生した場

合においては、柔軟な対応を図っていくこととします。

⑶ 他の計画との関係

本市における全ての事業は、市の最上位計画である第 4 次基本構想に位置付けた基

本方針及び施策の方向に基づき実施します。

後期基本計画は、⑴で述べたとおり、この施策の方向を踏まえ、各分野における具

基本構想・総論／各論

連帯と協働で築く 雑木林とせせらぎのある 快適創造都市にいざ

将来都市像

まちづくりの重点戦略

連帯と協働に

よるまちづくり

新たな視点に

よる都市づくり

観光都市

にいざづくり

《分野》 １市民協働 ２市民生活 ３福祉･健康

４教育･生涯学習･文化･スポーツ ５都市整備 ６観光

《方針》 基本構想の推進のために
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体的な事業を位置付けるため策定するものです。

さらに、福祉、都市計画、教育などの特定の行政課題については、後期基本計画に

基づき、より具体的な事業を位置付けるため、必要に応じて各種行政計画を策定しま

す。

このように、本市の市政運営については、体系的に計画を定めることにより、第 4

次基本構想に掲げた将来都市像の実現を目指して進めることになります。

また、一方で、こうした各種行政計画に位置付けた事業を効率的・効果的に実現す

るためには、行財政システムを見直し、より質の高いサービスをより低いコストで提

供することを目的とした行財政改革に取り組む必要があります。

そこで、第 4 次基本構想で位置付けている「基本構想の推進のために 行財政運営」

の項目の推進については、別に定める第 6 次新座市行財政改革大綱（見直し）におい

て、その基本的な方針を明らかにするとともに、同大綱実施計画（見直し）により、

具体的な推進事項を位置付けることとします。

さらに、後期基本計画に位置付けている事業のうち、土地区画整理事業や観光都市

にいざづくり、安全・安心のまちづくり、健康増進、子育て支援などといった、人口

減少や少子高齢化の問題解決に向けた取組については、地方創生の観点から施策を整

理し、発展させ、新座市地方創生総合戦略（詳細は 11 ページ参照）に位置付けている

ことから、同戦略との連携も図ることとします。

■第 4 次基本構想と各種行政計画との関係図

地方創生
総合戦略z

第 4 次基本構想
（平成 23 年度～平成 32 年度）

基本計画

前期（平成23年度～平成27年度）

後期（平成28年度～平成32年度）

行財政

改革

各種行政計画

福祉 都市計画 教育 観光など
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２ 計画見直しの背景

⑴ 後期基本計画の推進状況

後期基本計画の推進状況については、当初位置付けた 817 件の事業のうち、大半の事

業を計画どおり実施しており、事業の拡大や縮小など内容を変更して実施している事業

も含めると、既に 9 割を超える事業に着手しています。

平成 30 年度までに実施した主な事業としては、安全・安心のまちづくりを目指した

取組として、23 か所の防災行政無線受信所や 17 か所の戸別受信機の新設・デジタル化

を行うとともに、8 棟の防災備蓄倉庫を新設するなど、市の防災力の向上、災害対策の

強化を図りました。

健康長寿のまちにいざを推進するため、市が積極的に展開している「にいざ元気アッ

プ広場」について、実施会場を大幅に拡大するとともに、当該事業の担い手の育成にも

力を入れて取り組みました。

地域コミュニティの拠点となる集会所の整備については、老朽化が顕著な新堀集会所

を移転し、新たに新堀一丁目集会所を建設しました。

スポーツ施設の充実として、総合運動公園の陸上競技場が日本陸上競技連盟第 3 種公

認の公認期限を迎えたことから、平成 28 年度に当該公認を更新するための改修工事を

行いました。

現在、本市で特に課題となっている保育所の待機児童の解消を図るため、保育施設の

事業者に支援を行い、平成 29 年度及び平成 30 年度に認可保育園 4 か所と小規模保育施

設 4 か所を設置しました。

大規模化・狭あい化が課題となっている放課後児童保育室については、平成 28 年度

に学校に隣接する土地に新たに新堀放課後児童保育室を設置するとともに、平成 29 年

度及び平成 30 年度には学校の教室を改修し、放課後児童保育室 3 か所を拡充しました。

子どもの放課後居場所づくり事業（ココフレンド）については、平成 30 年度までに

新たに 4 小学校で開設するとともに、長期休業日の午後における実施校も拡大するな

ど、着実な環境整備を行いました。

教育環境の整備について、学校の大規模改修工事については、児童数の増加による教

室不足等に対応するため、大和田小学校の校舎の増築工事を実施するほか、石神小学

校については老朽化の進行状況等を勘案し、後期基本計画上の実施年度を前倒して平

成 29 年度に大規模改修工事を実施しました。また、学校給食施設の改修についても、

後期基本計画の後半に位置付けていた池田小学校給食室改修工事を前倒して実施しま

した。

基本構想に位置付けた三つの重点戦略のうちの一つである「新たな視点による都市づ

くり」を実現し、市の将来の税収を伸ばすための重要施策として推進している土地区

画整理事業については、特に大和田二・三丁目地区において、平成 28 年 9 月に事業計

画が決定し、平成 32 年度の事業完了に向けて、平成 29 年度から、調整池の整備や道

路築造工事などを順次進めているところです。

また、志木駅南口周辺整備については、本市の北の玄関口として、新座のブランドイ
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メージの向上につながる事業と位置付け、平成 31 年度の事業完了を目指し、平成 29 年

度から駅前広場地下自転車駐車場の整備工事を進めております。

平成 30 年度に実施を予定していた児童センターの設備改修工事については、施設設

備の状況を踏まえ、実施を前倒して平成 29 年度に工事を行いました。

また、厳しい財政状況の中で、日々複雑化する市民ニーズに対応するとともに、市政

を担う職員のワークライフバランスを実現するため、平成 29 年度から「仕事の見直し

プロジェクト」をスタートさせ、職員の生産性向上につながる取組を積極的に実施して

います。例えば、課長級以上の職員が「イクボス宣言」を行い、組織全体で超過勤務の

削減や職員の積極的な休暇取得の推進などに取り組むことを始め、業務のＩＣＴ化やア

ウトソーシングの導入等を通じて、業務効率の向上や業務量、文書量の削減などを進め

ています。

こうした事務事業の見直しや仕事の見直しについては、今後更に行財政運営が厳しさ

を増すことが予測される中で必要不可欠な取組であり、真に必要な市民サービスを持続

的に提供できるよう、引き続き着実に進めてまいります。

⑵ 財政状況及び財政見通し

ア 財政分析の背景

平成 24 年 12 月の政権交代後に発足した安倍政権による経済政策（いわゆる「ア

ベノミクス」）の効果等により、景気は緩やかな回復傾向にあるものといえますが、

今後、少子高齢化が進行し、国の財政とその大宗を占める社会保障制度が現状のま

までは立ち行かなくなることが見込まれるため、国は、財政の健全化に向け「経済・

財政一体改革」に取り組んでいる状況です。また、高度経済成長期以降に集中的に

整備された公共施設の老朽化が顕著になってきており、今後、耐用年数を経過した

施設への対応が一斉に求められることが見込まれています。

こうした社会状況を背景に、全国の地方公共団体も極めて厳しい財政運営を強い

られており、今後もその傾向は強まるものと想定されることから、喫緊の課題とし

て、財政の健全化や、そのための事業の見直しの必要に迫られている状況です。

このような中、本市の財政状況については、財政構造の弾力性を測る指標である

経常収支比率＊1について、平成 26 年度から平成 28 年度までの 3 年連続で 95.0％を

超えている状態であり、県内自治体の中でも財政構造が極めて硬直化した状況と

なっています。この状況は、増加し続ける社会保障関係経費等を賄うだけの市税等

の収入が十分に得られていないことの表れであり、市政運営上の危機的な状況とし

て捉える必要があります。

本市は、市制施行以来、都心から近く利便性の高い立地から飛躍的に人口を伸ば

してきましたが、今後は、平成 37 年度（2025 年度）をピークに人口が減少していく

見込みとなっており、財政運営の根幹を成す市税収入の大幅な増加も見込めない状

況です。そこで、この度、市の将来を見据え、改めてこれまでの市の財政状況につ

いて分析を行い、将来にわたって市民サービスを安定して提供できるよう、財政運
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営の在り方について検討することとしました。

イ 財政状況

これまでの本市の財政状況について、平成 20 年度から平成 29 年度までの 10 年間

を見ると、まず歳出（表１）については、一番歳出額の多い扶助費＊２が、約 81 億円

から約 162 億円と、約 81 億円の増となっています。そのほかの増加した費目として

は、物件費が約 47 億円から約 62 億円と、約 15 億円の増となっています。

一方、減額となっている費目としては、人件費が約 73 億円から約 67 億円と約 6

億円の減、維持補修費についても約 4 億円から約 3 億円と約 1 億円の減となってい

る状況です。

これに対して、歳入（表２）については、歳入の根幹である市税が、10 年間で約

7 億円の微増という状況であり、歳出の増加に追い付いていない中、財政調整基金を

主とした繰入金や、市有地の売払いなどの財産収入といった臨時的な財源で補填し

てきたという状況です。

こうした歳入歳出の経過を踏まえた本市の財政運営の傾向としては、まず歳出面

では、市民サービスを行うための扶助費や補助費等を確保するために、主に人件費

を抑えながら工夫を凝らして職務を執行してきた状況であるということができます。

表１　歳出の決算額の推移 （単位：百万円）

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

7,392 7,271 7,282 7,243 7,068 6,747 6,971 7,060 6,825 6,766

8,104 8,802 11,570 12,760 13,018 13,352 14,499 15,050 15,819 16,215

4,050 3,904 4,001 4,052 4,028 4,281 4,496 4,331 4,401 4,473

4,708 5,011 4,807 4,985 5,004 5,333 5,452 5,444 5,360 6,225

440 511 589 559 616 404 461 305 295 319

4,235 6,802 4,393 4,486 4,504 4,834 5,246 5,786 5,139 5,215

繰出金 5,201 5,290 4,755 5,484 5,249 5,036 5,607 5,459 5,700 5,811

3,675 4,923 4,190 5,098 5,050 7,699 6,525 3,292 5,161 8,487

1,235 944 3,019 2,512 2,455 4,327 3,268 1,656 2,060 2,634

39,040 43,458 44,606 47,179 46,992 52,013 52,525 48,383 50,760 56,145

表２　歳入の決算額の推移 （単位：百万円）

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

23,106 22,865 22,407 22,560 22,773 23,120 23,495 23,148 23,437 23,844

2,407 2,300 2,229 2,175 2,098 2,228 2,450 3,481 3,107 3,443

828 1,132 2,610 2,919 2,939 2,539 2,294 2,198 2,217 2,205

6,943 5,199 7,073 7,457 7,387 8,965 8,788 8,608 9,480 10,070

県支出金 1,913 2,036 2,570 2,675 2,671 2,751 3,123 2,926 2,945 3,230

158 120 205 57 81 978 1,140 548 290 1,182

1,245 1,204 1,200 2,126 2,165 3,796 3,318 1,902 2,489 4,199

市債 3,058 4,672 4,650 5,499 5,244 5,888 5,186 3,504 4,857 7,217

2,937 5,379 3,081 3,358 3,508 4,054 4,243 3,371 4,087 4,149

42,595 44,907 46,025 48,826 48,866 54,319 54,037 49,686 52,909 59,539

人件費

扶助費

公債費

物件費

維持補修費

補助費等

普通建設事業費

その他

合　計

市税

地方譲与税等

地方交付税

国庫支出金

財産収入

繰入金

その他

合　計
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さらに、近年では、多くの公共施設の老朽化が進行する中、市民サービスの低下

を招かないためにも、本来であれば維持補修等の経費も十分に確保すべきところを

必要最小限に抑えざるを得ない状況となっています。

また、歳入面では、市税全体では平成 29 年度からの都市計画税の引上げ等により

微増となっていますが、本市が実施する各種事業を維持していくために十分な収入

を確保できないため、財政調整基金からの繰入れや土地の売払いで補填してきまし

た。その結果、財政調整基金の残高は他市と比べても非常に少ない状況であり、土

地の売払いについても今後は期待できない状況です。

本来であれば、財政調整基金や土地の売払収入といった臨時的な歳入で歳出の不

足分を補うという形ではなく、経常的な歳入に見合った歳出で財政運営を行ってい

くべきですが、本市の経常収支比率は、平成 26 年度から 3 か年連続で 95％以上と非

常に高い状況となっており、平成 29 年度の経常収支比率は 94.7％と若干の改善が見

られたものの、県内市町村の中でも財政の硬直化が特に進んでいる状況であること

に変わりはありません。

また、臨時財政対策債＊３を除いた経常収支比率は、平成 26 年度から 4 年連続で

100％を超えていることから、仮に国の臨時財政対策債や地方交付税＊４等に係る政策

が変更された場合には、単年度に経常的に行う事業費を単年度の経常的収入で賄い

きれなくなる危険性をはらんだ状態ということができます。

ウ 財政見通し

こうした本市の財政状況を踏まえ、今後の市民需要の変化に責任ある対応を行っ

ていくことを目的として、平成 30 年 9 月に「新座市財政健全化方針」を策定し、財

政健全化に向けた取組を進めることとしました。

本市が実施する事業の中には、社会情勢の変化等により本来の目的を達したもの

と考えられる事業や、市民ニーズが低下しているものと捉えられる事業等が引き続

き実施されていることも考えられ、限られた財源の中で最大限の市民サービスを

行っていくためには、真に必要な事業であるかを検証するなど、事業の見直しを図

ることが必要です。

そこで、今後、「新座市財政健全化方針」に基づき、本市が行う各種事業について、

「市民需要」及び「応能負担・応益負担」の観点から検証を行い、一部事業の廃止・

縮小を伴う事務事業の見直しを行うこととしました。

さらに、後期基本計画の計画期間に実施することを予定していた事業についても、

一部先送りすることとしました。

このように、今後の事務事業の見直しを見込んだ上、事業の先送りを検討した結

果、後期基本計画の計画期間における財政見通しについては、次のとおりとなりま

した（表３）。



10

＊1 経常収支比率

人件費、扶助費、公債費などの経常的な支出に充てられた一般財源の額が、市税、普通交付

税を中心とする経常的な一般財源の総額に占める割合をいう。この数値が低いほど、弾力性の

ある財政運営がなされているといえる。

＊2 扶助費

生活保護法、児童福祉法などの各種法令に基づいた生活保護費や児童手当などの支給や市が

単独で行う各種扶助のための経費をいう。

＊3 臨時財政対策債

赤字地方債とも呼ばれ、国から配分される地方交付税の不足額を補うため、自治体が発行す

る特例的な地方債をいう。使途は自由であり、その返済額に対しては、翌年度以降国が交付税

で手当てすることとなっている。

＊4 地方交付税

団体間の財源の不均衡を調整し、全ての地方公共団体が一定の財政水準を維持できるよう財

源を保障する見地から、国が国税として徴収する所得税、法人税、酒税、消費税の一定割合と

地方法人税の全額を地方公共団体に配分するものである。

地方交付税の使途は、税収と同様、それぞれの地方公共団体が自由に決定することができる。

表３　後期基本計画の財政見通し（一般会計）

【歳入】

金額 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率

23,437 23,844 1.7 23,930 0.4 24,513 2.4 24,967 1.9

2,217 2,205 △ 0.5 2,017 △ 8.5 1,500 △ 25.6 1,900 26.7

12,119 12,892 6.4 12,291 △ 4.7 12,385 0.8 12,278 △ 0.9

9,154 10,763 17.6 9,956 △ 7.5 8,434 △ 15.3 8,071 △ 4.3

4,337 5,997 38.3 4,267 △ 28.8 2,954 △ 30.8 2,363 △ 20.0

51,264 55,701 8.7 52,461 △ 5.8 49,786 △ 5.1 49,579 △ 0.4

【歳出】

金額 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率 金額 伸率

26,654 27,321 2.5 27,443 0.4 27,247 △ 0.7 29,080 6.7

6,703 6,642 △ 0.9 7,375 11.0 7,413 0.5 7,599 2.5

15,818 16,214 2.5 15,541 △ 4.2 15,318 △ 1.4 17,097 11.6

4,133 4,465 8.0 4,527 1.4 4,516 △ 0.2 4,384 △ 2.9

19,155 20,079 4.8 21,244 5.8 20,222 △ 4.8 18,215 △ 9.9

4,001 6,244 56.1 3,774 △ 39.6 2,317 △ 38.6 2,284 △ 1.4

49,810 53,644 7.7 52,461 △ 2.2 49,786 △ 5.1 49,579 △ 0.4

（単位：百万円、％）

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度

市税

地方交付税等

国県支出金

その他収入

市債

合　計

（単位：百万円、％）

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度

義務的経費

人件費

扶助費

公債費

その他

投資的経費

合　計

※　平成28年度及び平成29年度は決算額、平成30年度は予算額（補正予算第6号時点のもの）、平成31年度は
　当初予算額であり、平成32年度は新座市財政健全化方針で示した財政見通しをベースに、同方針で定めた
　目標を加味して算出しています。
※　今後の経済情勢の変動や国の制度改正等により、大幅な変更が生じることが考えられます。
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⑶ 地方創生総合戦略について

国では、人口減少及び少子高齢化を克服し、将来にわたって活力ある社会の維持に向

けた地方創生の取組を進めるため、我が国の人口の現状と平成 72（2060）年までの将

来展望を示すとともに、今後目指すべき将来の方向を提示する「まち・ひと・しごと創

生長期ビジョン」と、これに基づき平成 27 年度から平成 31 年度までの 5 年間の目標や

施策の基本的な方向を提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を作成しました。

また、都道府県及び市町村においても、各地域の実情に応じた地方創生の施策を定める

基本的な計画を策定するよう努めることとされたのを受け、本市では平成 28 年 3 月に

新座市人口ビジョン（平成 72（2060）年までの人口の将来展望）及びこれを踏まえた

新座市地方創生総合戦略を策定しました。

この地方創生総合戦略は、将来見込まれる人口減少の回避と少子高齢化の抑制を図り、

平成 72（2060）年に総人口約 18 万 4,000 人を達成するため、本市が都市間競争の中で

これまで以上に多くの人に選ばれる市となり、転入者数及び定住人口の増加を促進する

ことを目的に、平成 27 年度から平成 31 年度までの 5 か年で実施する地方創生の取組を

位置付けているものです（地方創生の基本方針及び総人口の将来推計の考え方について

は次頁以降を参照）。

本市では、これまでも住みよいまちづくりや地域の発展につながる取組として、土地

区画整理事業や都市高速鉄道 12 号線の延伸促進活動、観光都市にいざづくり、安全・

安心のまちづくり、健康増進、子育て支援などを積極的に進めてきたところですが、こ

れらは、正に人口減少や少子高齢化の問題解決に向けた取組そのものであり、国や他の

自治体に先駆けて推進してきたものといえます。本市の地方創生総合戦略では、これら

を地方創生に向けた取組として改めて位置付けるとともに、従来の取組の範囲にとどま

ることなく、より広い視野や新たな切り口を持って内容の拡充を図ることで、本市の強

みや特性を最大限にいかした地方創生を推進していくための計画として策定していま

す。そのため、平成 28 年度からの 5 年間を計画期間とする後期基本計画においても、

地方創生総合戦略に位置付けた市の将来に向けた方針等を踏まえ、地方創生の推進とい

う観点から事業の選択を行い、推進していくことが必要です。
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本市では、平成 72（2060）年に総人口約 18 万 4,000 人の達成を目指し、特に転入者

数及び定住人口の増加による人口増加に主眼を置いて、地方創生を推進します。

本市は、市域の約 42％を占める市街化調整区域を有しており、今後のまちづくり次第

でこれからも飛躍的な成長が期待できる可能性を秘めています。また、野火止用水、平

林寺等の歴史的文化資産に恵まれているとともに、雑木林や農地も多く残された緑豊か

なまちでもあります。

そこで、本市の地方創生では、このような本市の強みや特性を最大限にいかしたまち

づくりを進めることとし、スローガンを「にぎわいと活力のある緑豊かなふるさと新座

～新座らしい魅力が光る、選ばれるまちを創生します～」と掲げました。都市機能の充

実や地域活性化を図ることにより、にぎわいと活力を創出するとともに、ふるさとの風

情を感じさせる雑木林等の緑地の保全に積極的に取り組むことで、新座らしい魅力が光

るまちづくりを進め、都市間競争の中で多くの人に選ばれるまちを目指していきます。

具体的には、都市高速鉄道 12 号線の延伸を何としてでも実現し、まずは馬場地区を

始めとした市中央部の約 370ha の広大な市街化調整区域において、（仮称）新座中央駅

周辺の土地区画整理事業を行い、住宅や商業施設のほか、緑豊かで防災機能を備えた公

園や、道の駅等の観光施設、医療施設、大学等、様々な都市機能を集約した新たな拠点

の整備を進めていきます。また、新座駅周辺の菅沢・あたご地区から野火止三・四丁目

地区にかけての約 163ha、大和田四丁目地区の約 23ha についても市街化区域へ編入し、

土地区画整理事業を実施することにより、土地の更なる有効活用を図ります。

そして、これらの土地区画整理事業の実施に当たっては、都市機能の充実を図る一方

で、地権者の協力を頂きながら、雑木林等の保全を目的とした特別減歩を行うなど、新

たな発想で積極的に緑地保全にも取り組み、新座らしい良好な市街地を形成します。

加えて、近隣に比べて高い町内会加入率にも裏打ちされる地域コミュニティの結束の

強さや、市民の地域活動への参加意欲の高さも、地方創生を力強く推し進める大きな強

みであることから、市民、市議会及び市の連帯と協働をより深化させていくとともに、

市内の３大学を始めとする関係団体、各関係機関とも広く連携し、市の総力を結集した

オール新座体制で地方創生を進めていきます。これにより、更なる定住人口及び交流人

口の増加や地域経済の活性化を図り、成長を続ける新座市らしいまちづくりの実現を目

指します。

にぎわいと活力のある緑豊かなふるさと新座
～新座らしい魅力が光る、選ばれるまちを創生します～

地方創生の基本方針について
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人口ビジョンにおける目標人口の考え方（人口ビジョン抜粋）

少子高齢化や将来的に見込まれる人口減少に打ち勝ち、まちの活力の維持・向上を図る

ため、合計特殊出生率の向上（図 2）及び土地区画整理事業の実施の２点により人口増加

を目指します。この２点による人口増加が達成された場合の本市の総人口は平成 72（2060）

年で約 18 万 4,000 人となる見込みであり（図 1）、これを目標人口とします。

（注） 平成 46（2034）年～平成 69（2057）年は省略

1.12 
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【図 2】 本市の合計特殊出生率の推移及び目標値

【図１】 総人口の将来推計

※1 図中の基本推計は、土地区画整理事業の実施及び合計特殊出生率の向上による人口

増加などの地方創生の取組を行わなかった場合

※2 図中の目標人口は、将来目指すべき総人口の推計で、土地区画整理事業の実施及び

合計特殊出生率の向上による人口増加を想定した場合

平成 16（2004）年から
平成 26（2014）年までに 0.17 上昇
（１年当たり 0.017 上昇）

平成 27（2015）年以降は 0.017 ずつ上昇し、
平成 45（2033）年に 1.60 に達すると仮定

実績値 仮定値

総合戦略の目標年次である
平成 31（2019）年には 1.38 を達成

目標値
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３ 計画見直しの考え方

第 4 次基本構想では、誰もが愛着を持って、住んでみたい、ずっと住み続けたいと感じ

る“理想のまち”づくりを進めるため、「連帯と協働によるまちづくり」、「観光都市にい

ざづくり」、「新たな視点による都市づくり」の三つを重点戦略として掲げています。後期

基本計画では、これに加え「安全・安心のまちづくり」、「健康長寿のまちにいざづくり」、

「子育て応援都市にいざづくり」を特に力を入れて取り組む施策としています。これまで、

前述のとおり様々な成果を上げてきましたが、後期基本計画後半の 2 か年においても、引

き続きこうした事業を着実に推進していく必要があります。

また、本市の将来を見据える中で、最も大きな課題である人口減少や少子高齢化につい

ては、市税の減収等による市の財政状況の悪化のみならず地域社会そのものの衰退を引き

起こすおそれがあることから、それに向けた対応が求められています。そのため、本市で

は、これまでに三つの重点戦略を具体化する事業を始め、安全・安心なまちづくりや健康

増進、子育て支援など、正に地方創生に向けた取組を積極的に推進してきたところですが、

今後は、こうした地方創生の取組の更なる推進を図っていくことが非常に重要です。

その一方で、本市の財政は引き続き厳しい状況が続くと予想されることから、既存事業

においては改めて精査を行うとともに、新たな事業や後期基本計画に位置付けたものの、

財政事情により実施を先送りしている事業についても財源や計画期間におけるバランス

を考慮して事業規模の縮小や一部を先送りするなど、後期基本計画後半の 2 か年に位置付

ける事業については、引き続き厳しい選択を行っていく必要があります。

そこで、後期基本計画の見直しに当たっては、平成 27 年度の後期基本計画策定後に発

生した新たな課題や将来を見据えて着実に推進すべき事項、今後の財政見通し等を踏まえ、

以下のとおり「三つの重点戦略の展開」と「将来を見据えて特に力を入れて取り組む施策

の展開」の二つを基本方針とし、優先的に事業を位置付けることで、来訪者、定住者の増

加や地域経済の活性化を図り、税収の伸びるまちづくりの実現を目指します。

⑴ 三つの重点戦略の展開

ア 連帯と協働によるまちづくり

厳しい財政状況や地方分権の進展、市民ニーズの複雑・多様化などにより、様々

な行政サービスが求められる中、行政だけでは必ずしもそれらに効果的な対応がで

きない状況も生じていることから、市民と市がそれぞれの役割と責任を自覚し、互

いに補い合い、協力し合いながらまちづくりを進めていくことがより一層求められ

ています。本市では、市民との連帯と協働によるまちづくりを市政運営の柱の一つ

として掲げ、これまで市民と共にまちづくりを進めてきました。町内会の加入率は

近隣の自治体に比べても高く、活発な地域活動が行われており、また、大変多くの

ボランティア団体に福祉、防犯、環境、観光都市づくりなど様々な分野で市政の一

翼を担っていただいています。

今後もこうした地域活動の更なる充実のため、その拠点となる集会所などの施設

整備を図るとともに、地域デビューセミナーの開催など、誰もが気軽にボランティ
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アや市民活動へ参加できるような仕組みづくりを進めます。

また、広報にいざの全戸配布や市ホームページの充実などの取組を通じて、市政

に関する情報の積極的な提供を行い、市民参画の促進に努めます。

イ 観光都市にいざづくり

本市では、平成 18 年度を観光都市づくり元年とし、市民と共に「雑木林とせせら

ぎのあるまち新座」の実現に向け、市内全域を「屋根のない博物館」とするフィー

ルドミュージアムの視点で様々な取組を進めてきました。こうした観光都市づくり

は、来訪者の増加による地域活性化のみならず、本市を訪れた方に住んでみたいと

思っていただき、また、市民も自ら暮らすまちの魅力を再発見し、ずっと住み続け

たいと思っていただくことで、定住者の増加にもつながることから、本市ならでは

の地方創生の取組ともいえるものです。

昨今、国の観光立国の取組によって訪日外国人観光客が年々増加しており、来訪

者の獲得につながる魅力的なツール、環境づくりが求められていること、また、2020

年に開催される東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「東京 2020

大会」という。）に向けた受入体制の整備が進むことで、こうした流れは更に加速す

ると予想されることから、新たな来訪者を本市に呼び込み、観光都市づくりを進展

させる上で、正に絶好機を迎えています。

この好機において、本市は、外国人観光客をターゲットに本市の歴史や文化に関

する理解を深めることができる坐禅や茶道、うどん打ち等の体験型観光事業の構築

や、歴史や文化でつながりのある近隣自治体と連携した新たな観光メニューの創出

を図ります。また、市内 3 大学の学生に協力いただくなど新たな観光ボランティア

ガイドの育成や観光マップ・ガイドブックの配布等を通じた観光案内の充実、公共無

線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備など、外国人観光客を含めた全ての来訪者が情

報面においても快適に観光を楽しめる体制・環境づくりを推進します。

さらに、今後は、観光都市づくりを障がい者や高齢者の活躍の場という福祉の側

面からも捉えて推進していきます。具体的には、障がい者や高齢者への就労支援や

社会参加、生きがいづくりの場として、シイタケの里等を活用したユニバーサル農

業の推進体制の構築を進めます。

このように、観光都市にいざづくりについては、これまでの 10 年間の成果と課題

を踏まえながら、更なる魅力の創出、受入体制の強化等を進めるなど、新たな発想

に立って、更に力を入れて展開します。

今後は、観光都市づくりを進める一方で、市の魅力づくりや定住の促進に向けた

取組を更に加速させ、持続的な市の発展につなげていく必要があります。

そこで、市の魅力を発掘し、効果的に発信することを通じて、本市の「ブランド

イメージの向上」を図るため、平成 30 年 1 月からの市役所新庁舎の開庁に合わせ、

総合政策部内にシティプロモーション課を新たに設置し、市のブランディング・シ

ティプロモーションに戦略的に取り組んでいく体制を構築しました。
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また、こうした取組を効果的に推進するための指針と施策の方向性をまとめた「新

座市シティプロモーション方針」を策定し、市が一丸となって市のブランドイメー

ジの向上を進めます。

ウ 新たな視点による都市づくり

第 4 次基本構想で位置付けている、「田舎」の心地よさと「都会」の便利さを兼ね

備えた“理想のまち”を実現するためには、市域全体において、自然環境の保全と都

市機能の充実をバランスよく計画的に進め、良好なまちなみを形成していくことが必

要です。特に、市域の約 42％を占める市街化調整区域の有効活用は、良好なまちな

みを形成するとともに、将来にわたって税収の伸びるまちづくりの実現につながる重

要な取組です。

そのため、まずは、国道 254 号沿道の大和田二・三丁目地区について、産業系企業

の集積地としての土地利用や周辺環境と調和したまちなみの形成に向けて、土地区画

整理事業を着実に推進します。大和田二・三丁目地区土地区画整理事業については、

平成 28 年 9 月に事業計画が決定し、現在、調整池の整備や道路築造工事などの工事

に着手し、後期基本計画の計画期間中の平成 32 年度の事業完了を予定しています。

また、本市の市街地形成は、これまで鉄道駅を中心に市域を南北に２分する形で

進められてきましたが、都市高速鉄道 12 号線の市内への延伸によって、市中央部の

広大なエリアにおいて新たなまちづくりが可能となり、分断されている既存市街地

と市中央部をつなげることで、市域全体が一つの大きなまちとして一体的に発展す

る、理想的なまちづくりを実現させることができます。

都市高速鉄道 12 号線については、平成 28 年 4 月に国の交通政策審議会から今後

の鉄道整備の在り方について答申が示され、事業性の確保などの課題はあるものの、

光が丘駅から東所沢駅までの区間の一体整備することについて意義のあるプロジェ

クトとして位置付けられたところです。

そのため、今後は、鉄道の早期の着工・開業を目指し、事業化に向けた課題解決

の取組として、国、東京都、埼玉県等の関係機関との調整・協議を推進するととも

に、市中央部における土地利用に向けた検討を進めます。

このほか、新座駅周辺の市街化区域に隣接する菅沢・あたご、野火止三・四丁目地

区及び大和田四丁目地区の市街化調整区域についても、地区ごとの特性を踏まえなが

ら、新たな発想、新たな視点による積極的な土地の有効活用に向けた検討を行います。

また、新座駅周辺の市街化区域も含め、土地区画整理事業を行う際には都市機能の

充実を図る一方、開発と緑地の保全等をバランスよく行うことで、水と緑の潤いのあ

る良好なまちなみの形成を推進します。

⑵ 将来を見据えて特に力を入れて取り組む施策の展開

ア 安全・安心のまちづくり

東日本大震災以後頻発する地震や火山噴火のほか、台風や集中豪雨、竜巻など、
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様々な自然災害の発生が懸念される中、こうした災害等が発生した際に被害を最小

限にとどめ、市民生活を維持していくため、迅速かつ適切な対応が図られる体制の

整備が求められています。

そのため、災害時情報システム（防災無線等）や防災備蓄資機材倉庫、防災備蓄

品の整備・充実のほか、支援が必要な市民の個別避難支援プランの作成や防災訓練

の実施などの地域における防災力の強化、更には住宅の耐震診断・耐震改修の助成

等を通じて防災性の高い住環境の形成を推進します。あわせて、平成 28 年度からの

30 年間にわたる公共施設等の管理に関する基本的な方針を定めた公共施設等総合管

理計画に基づき、市庁舎等の公共建築物や橋 梁等のインフラ資産といった公共施設
きょうりょう

等の耐震化を含めた老朽化対策も計画的に進めます。

なお、平成 30 年 1 月から供用を開始した市役所新庁舎については、免震構造を採

用し、大地震の直後においても業務の継続性を確保するなど、市民の安全・安心を

守るための中枢拠点としての諸機能の充実を図りました（市役所新庁舎の建設につ

いての具体的な取組は、別に策定する第 6 次新座市行財政改革大綱（見直し）及び

同大綱実施計画（見直し）に位置付けています。）。

また、本市では、「まちづくりは道路から」を基本に、道路拡幅や歩道設置、交差

点の隅切りなどの整備を行い、安全で快適な市道の整備を図ってきました。安全・

安心なまちづくりを進めるためには、計画的な道路網の整備が欠かせないことから、

今後も、財政の推移等に配慮しつつ、都市計画道路などの幹線道路や生活道路の整

備を計画的に進めます。

さらに、駅周辺の放置自転車については、自転車駐車場の整備や放置自転車等禁

止区域の指定などの対策により減少していますが、なお解消には至っていないこと

から、志木駅南口周辺整備に併せて駅前ロータリーに地下自転車駐車場を整備する

など、引き続き放置自転車対策を進めます。

イ 健康長寿のまちにいざづくり

本市では、全国的な傾向と同様に高齢化が進んでおり、特に団塊の世代が後期高

齢者となる 75 歳を迎え、税収が減少し、医療・介護等の社会保障経費が増大する 2025

年問題への対応は、大きな課題となっています。その一方で、本市では、定年退職

等により地域に戻ってきた団塊の世代の多くの方々に観光都市づくりの推進や防犯

パトロール、緑地の保全などのボランティア活動を通じて、貴重な地域活動の担い

手として活躍していただいています。

そこで、市民が健康を保持しながら年を重ねていけるように、平成 26 年度の開始

以後、活発に展開されている「にいざ元気アップ広場」の更なる拡充を図るなど、

予防医療、介護予防及び健康づくりの取組を推進します。また、高齢者の生きがい

づくりと共に、地域活動の担い手の育成や地域経済を支える労働力を確保するため、

高齢者の生涯学習や地域活動、就労の支援を進めます。
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ウ 子育て応援都市にいざづくり

本市では、新座市子ども・子育て支援事業計画において、「子どもが 親が 地域

が育つ 子育て応援都市にいざ」を掲げ、こども医療費の 18 歳までの無料化や保育

所整備等による保育所待機児童の解消に向けた取組を進めるなど、子育てを応援す

るまちづくりを進めてきました。さらに、市役所新庁舎の開庁に合わせて「こども

未来部」を新たに設置し、より機動力のある体制を構築したところです。今後も引

き続き、安心して子どもを産み育てやすい環境の整備を図るため、こども医療費の

助成や第 3 子以降の保育料の原則無料化等、子育て世帯への経済的な支援を進める

とともに、民間保育所の新設・建替えや小規模保育事業、幼稚園長時間預り保育事

業等への支援を通じて、待機児童の解消に取り組みます。

また、学校施設については、他市に先駆けて全小・中学校の校舎及び体育館の構

造体の耐震化を実現するとともに、順次改修等を行い、全ての小・中学校において

普通教室、特別教室等へのエアコンの設置やトイレ改修を行うなど、教育環境の向

上を図っています。今後も、校舎の大規模改修を中心に学校施設の整備を計画的に

進めます。加えて、子どもたちが放課後を安全に過ごすことのできる場の更なる充

実も求められていることから、放課後児童保育室の整備と併せて、平成 24 年度に開

始した「子どもの放課後居場所づくり事業（ココフレンド）」について拡充を進め、

後期基本計画の最終年度である平成 32 年度までに小学校全 17 校での事業実施を目

指します。
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４ 施策の体系

第１章 市民協働

第１節 市民参画 ～みんなでつくるまち～

１ 市民参画による市政の推進

第２節 ボランティア・市民活動 ～ともに元気な力を発揮して～

１ ボランティア・市民活動の推進

第３節 コミュニティ ～地域でつながる人と人～

１ コミュニティ活動の推進

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 市民参画制度の確

立

市民参画制度の充実
・政策形成過程における市民参画制度の充実【政策課】

・パブリック・コメント制度の推進【秘書広聴課】

意識啓発の実施 ・自治憲章条例の啓発【政策課】

⑵ 開かれた行政の推

進
行政情報の公開

・情報公開制度・個人情報保護制度の充実【総務課】

・市長の資産公開【総務課】

・会議公開制度の推進【総務課】

・行政手続に係る基準の公表【総務課】

⑶ 広聴・広報活動の充

実

市民意識の把握

・市長への手紙、ファックス、メール制度の充実【秘書広聴課】

・新座市長とタウンミーティングの充実【秘書広聴課】

・小・中学生議会、市内３大学学生と市長との懇談会の実施【秘書広聴課】

・市民意識調査の実施【秘書広聴課】

説明機会の創出 ・事業進捗状況の公表【政策課】

情報提供の充実

・広報紙の充実【シティプロモーション課】

・ホームページの充実【シティプロモーション課】

・市勢要覧の発行【シティプロモーション課】

・市民便利帳の発行【シティプロモーション課】

・市ＰＲビデオの作成【シティプロモーション課】

・広報紙の全戸配布【シティプロモーション課】

・報道機関への情報提供【シティプロモーション課】

・市政情報コーナーを活用した情報提供の充実【生涯学習センター】

・市政情報コーナーの充実【総務課】

相談体制の充実 ・市民相談の充実【人権推進課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ ボランティア・市民

活動の支援

人材の育成 ・各種講座・セミナーの実施【地域活動推進課】

情報提供の充実
・ボランティア・市民活動情報の収集・発信【地域活動推進課】

・「にいざの地域活動だより」の充実【地域活動推進課】

活動支援体制の確立 ・市民公益活動補償制度の運用【地域活動推進課】

⑵ ネットワーク化の

推進
交流の促進 ・団体交流事業の実施【地域活動推進課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 住民自治意識の高

揚

コミュニティ活動への支

援の充実

・地域コミュニティ活動団体への支援【地域活動推進課】

・ホタルの里づくりの推進【地域活動推進課】

コミュニティ形成への支

援
・新たなコミュニティの形成への支援【地域活動推進課】

都市間交流の促進 ・国内友好姉妹都市との交流【地域活動推進課】

⑵ コミュニティ活動

の促進
町内会活動の促進

・町内会による集会所管理の実施【地域活動推進課】

・町内会による公園管理の実施【みどりと公園課】

・町内会活動への支援【地域活動推進課】

・町内会への加入促進【地域活動推進課】

⑶ コミュニティ施設

の充実
活動拠点の整備

・集会所の建替え・改修【地域活動推進課】

・集会所の新設【地域活動推進課】

・地域会館等の整備への助成【地域活動推進課】



20

第４節 人権 ～差別のない明るいまちに～

１ 人権尊重社会の構築

第５節 男女共同参画 ～女性と男性のよりよいパートナーシップをめざして～

１ 男女共同参画社会の形成

第６節 国際化･平和 ～多文化のふれあうまち～

１ 国際化の推進

２ 平和意識の高揚

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 人権教育の推進 学習機会の提供

・市民・企業への人権問題研修の実施【人権推進課】

・職員への人権問題研修の実施【人権推進課】

・人権に関する講座・講演会の実施【生涯学習スポーツ課】

・学校教育における人権教育の実施【教育支援課】

⑵ 人権啓発・交流の推

進

意識啓発の実施
・人権問題に関する啓発【人権推進課】【生涯学習スポーツ課】

・人権標語・ポスター展の実施【生涯学習スポーツ課】

団体への支援の充実
・人権フェスティバルへの参加・協力【人権推進課】

・人権教育団体への支援【生涯学習スポーツ課】

⑶ 相談・支援体制の充

実
相談体制の充実 ・人権相談の実施【人権推進課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 男女共同参画意識

づくりの推進

意識啓発の実施

・男女共同参画意識の啓発【人権推進課】

・家庭における男女共同参画意識の啓発【人権推進課】

・男女共同参画のための生活環境づくりの推進【人権推進課】

学習機会の提供 ・男女平等教育・学習の推進【人権推進課】

相談体制の充実 ・男女共同参画に関する相談体制の充実【人権推進課】

⑵ 性の尊重と配偶者

等からの暴力の根絶

性を尊重する意識の高揚

・性と生殖に関する健康と権利についての意識啓発【人権推進課】

・性と生殖に関する健康と権利についての相談体制の充実【人権推進課】

・性的マイノリティについての理解の促進【人権推進課】

・性的マイノリティについての相談体制の充実【人権推進課】

配偶者等からの暴力の根

絶

・ＤＶ根絶のための意識啓発【人権推進課】

・ＤＶに関する相談体制の充実【人権推進課】

・ＤＶ被害者の救済体制の整備【人権推進課】

⑶ 男女共同参画のた

めの環境整備

就業における男女共同参

画の推進

・働きやすい職場づくりの推進【人権推進課】

・就業における男女共同参画の推進【人権推進課】

・職場における男女共同参画の推進【人事課】

⑷ まちづくりへの男

女共同参画

社会活動への女性の参画

促進

・政策・方針決定の場への参画促進【人権推進課】

・地域・社会活動への参画促進【人権推進課】

拠点施設の充実 ・男女共同参画推進プラザの充実【人権推進課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 国際交流の推進

学習機会の提供 ・国際理解及び外国語講座の実施【地域活動推進課】【中央公民館】

交流の促進

・国際交流団体への支援【地域活動推進課】

・国際交流デー開催への支援【地域活動推進課】

・青少年海外派遣の実施【地域活動推進課】

・友好（姉妹）都市及び他国の都市との交流の推進【地域活動推進課】

⑵ 多文化共生のまち

づくり

外国人市民への支援の充

実

・外国人市民のための生活ガイドブックの配布【地域活動推進課】

・外国人市民に対する相談体制の充実【地域活動推進課】

ネットワークの構築 ・国際化関係団体のネットワーク化の推進【地域活動推進課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 平和意識の高揚 学習機会の提供 ・平和展の実施【人権推進課】
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第２章 市民生活

第１節 防災・消防 ～災害に強いまちをめざして～

１ 地域総合防災力の充実

２ 危機管理体制の充実

第２節 交通安全 ～交通事故ゼロのまちをめざして～

１ 交通安全の確立

第３節 防犯 ～安全で安心して暮せるまち～

１ 防犯体制の充実

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 防災意識の高揚 市民の防災力の向上

・防災マップ等の配布【危機管理課】

・防災訓練の実施【危機管理課】

・自主防災会の充実【危機管理課】

⑵ 防災体制の整備

防災体制の整備

・防災拠点施設の整備【危機管理課】

・災害時情報システムの整備【危機管理課】

・災害時の給水体制の充実【危機管理課】【水道業務課】

協力体制の確立 ・災害時応援協定の整備【危機管理課】

防災性の高い住環境づく

り

・耐震診断、耐震改修への助成【建築開発課】

・ブロック塀等の撤去・築造への助成【建築開発課】

・家具転倒防止等対策の推進【危機管理課】

計画の策定

・地域防災計画の見直し【危機管理課】

・避難行動要支援者支援制度の充実【危機管理課】【障がい者福祉課】【長寿はつ

らつ課】【介護保険課】

・災害廃棄物処理計画の策定【リサイクル推進課】【危機管理課】

・空家等対策計画の策定【交通防犯課】

⑶ 消防体制の拡充

消防団の活動体制の充実

・消防団分団車庫の建替え【危機管理課】

・消防団の装備品の整備【危機管理課】

・消防団の無線機の整備【危機管理課】

・消防団活動の充実【危機管理課】

消防用設備の整備
・消防水利（消火栓、防火水槽）の充実【危機管理課】

・街角消火器の整備【危機管理課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 危機管理体制の充

実
危機管理体制の整備

・国民保護に関する新座市計画の見直し【危機管理課】

・地域防災計画の見直し（再掲）【危機管理課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 交通安全意識の高

揚
意識啓発の実施

・交通安全運動の実施【交通防犯課】

・交通安全教室の実施【交通防犯課】

⑵ 安全な交通環境の

整備

自転車利用環境の整備

・自転車駐車場の充実【交通防犯課】

・放置自転車撤去活動の推進【交通防犯課】

・自転車の利用に配慮した歩道の整備【道路課】

・自転車駐車場利用の促進【交通防犯課】

・自転車利用マナーの啓発【交通防犯課】

自動車違法駐車対策の推

進

・違法駐車等の防止【交通防犯課】

・自動車駐車場の管理【交通防犯課】

施設・人員の整備の充実

・交通安全施設（道路反射鏡、道路照明灯、啓発看板など）の整備【交通防犯課】

【道路課】

・交通指導員の配置【交通防犯課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 防犯意識の高揚 意識啓発の実施 ・防犯研修会の充実【交通防犯課】

⑵ 防犯体制の整備

関係機関との連携の推進

・防犯情報の提供【交通防犯課】

・犯罪情報提供体制の整備【交通防犯課】

・犯罪被害者への支援【交通防犯課】

・防犯関係団体の活動支援【交通防犯課】

・関係機関との連携による防犯体制の整備【交通防犯課】

防犯設備の整備
・防犯灯整備への助成【地域活動推進課】

・空家等の適切な管理【交通防犯課】



22

第４節 環境対策 ～やすらぎのある生活を守るために～

１ 環境への負荷の少ないまちづくりの推進

２ やすらぎのある生活環境の整備

計画の策定 ・空家等対策計画の策定（再掲）【交通防犯課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 環境の保全に関す

る仕組みの構築及び

推進

総合的な環境保全施策の

推進

・環境施策の進捗状況の公表【環境対策課】

・ＰＤＣＡサイクルの活用による総合的な環境保全施策の推進【環境対策課】

地球温暖化対策の推進

・公共交通機関や自転車の積極的な利用の推進【環境対策課】

・低公害車・低燃費車の利用の推進【環境対策課】

・「エコ・カジュアル」及び「ＷＡＲＭ ＢＩＺ （ウォームビズ）」の実施【環

境対策課】

・公共施設への太陽光発電システム、ＬＥＤ照明及び雨水貯留槽の設置の推進【環

境対策課】

・新たな再生可能エネルギー活用の推進【環境対策課】

・道路照明灯のＬＥＤ化の推進【道路課】

市民の環境配慮の取組へ

の支援
・雨水貯留槽設置への助成【環境対策課】

⑵ 環境負荷の低減の

意識の高揚

市民活動の推進
・もったいない運動の実施【環境対策課】

・環境保全協力員等による環境保全活動の推進【環境対策課】

学習機会の提供
・環境講座の実施【環境対策課】

・こどもエコクラブの支援【環境対策課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 公害対策の推進

大気汚染防止の推進
・二酸化窒素濃度の測定【環境対策課】

・不適切焼却防止パトロールの実施【環境対策課】

水質汚濁防止の推進 ・河川等の水質測定【環境対策課】

騒音・振動防止の推進
・ＪＲ武蔵野線の騒音・振動の測定【環境対策課】

・主要幹線道路の騒音測定【環境対策課】

相談体制の充実 ・公害に対する苦情・相談の対応【環境対策課】

⑵ 環境美化の推進

環境美化への取組の推進

・不法投棄防止パトロールの実施【環境対策課】

・駅前公衆トイレの管理【環境対策課】

・違反簡易広告物除却の推進【環境対策課】

・飼い犬のふん害等防止の啓発【環境対策課】

市民によるまち美化の推

進

・市民清掃の日の実施【環境対策課】

・ボランティア団体による清掃活動の実施【環境対策課】

⑶ 快適な生活環境の

実現

快適な生活環境の保持

・有害鳥獣捕獲の推進【環境対策課】

・スズメ蜂の駆除等の支援【環境対策課】

・生物多様性地域戦略の策定【環境対策課】

・無秩序な土砂等のたい積の防止【環境対策課】

・空き地の雑草等除去事業の実施【環境対策課】

・路上喫煙防止の推進【環境対策課】

・畜犬登録及び狂犬病予防の推進【環境対策課】

屋上・壁面緑化の推進 ・緑のカーテンの設置【環境対策課】

浄化槽の適正使用の推進 ・浄化槽の適正な維持管理の啓発【環境対策課】

放射線等対策の推進

・公共施設における空間放射線量測定【環境対策課】

・放射線測定機器の貸出し【環境対策課】

・給食食材等の放射性物質測定【保育課】【学務課】

・水道水の放射性物質測定【水道施設課】

⑷ 墓園・斎場等の整備
市営墓園の充実 ・市営墓園の充実【環境対策課】

民間墓地の適正な整備 ・墓地等の経営許可に関する指導【環境対策課】

⑸ 防衛施設・基地周辺

環境整備の推進
環境整備の推進

・関係機関への要望【政策課】

・防衛施設・基地周辺住民活動への支援【政策課】
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第５節 ごみ対策 ～ごみの減量と再資源化に向けて～

１ ごみ対策の推進

第６節 地域経済活動 ～活力ある暮らしを支えるために～

１ 地域産業の振興

２ 農業基盤の充実

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ ごみ減量化対策の

充実

ごみ減量化の推進

・ごみ減量活動の啓発【リサイクル推進課】

・生ごみ処理容器購入への助成【リサイクル推進課】

・生ごみ堆肥化施設の整備【リサイクル推進課】

・事業系ごみの適正処理及び減量化・再資源化の推進【リサイクル推進課】

・新たなごみ減量化対策【リサイクル推進課】

団体への支援の充実
・“見直そう・ごみ半減”推進新座市民会議への活動支援【リサイクル推進課】

・廃食用油再生せっけん製造への支援【リサイクル推進課】

再利用、再資源化の推進
・リサイクル資源分別収集の推進【リサイクル推進課】

・集団資源回収の推進【リサイクル推進課】

⑵ ごみ処理体制の整

備

計画の策定
・次期一般廃棄物処理基本計画の策定に向けた研究・検討【リサイクル推進課】

・災害廃棄物処理計画の策定（再掲）【リサイクル推進課】【危機管理課】

効率的なごみ収集の推進 ・志木地区衛生組合との連携による効率的なごみ収集の推進【リサイクル推進課】

⑶ し尿処理対策 適正なし尿処理の推進 ・朝霞地区一部事務組合との連携による適正なし尿処理の推進【リサイクル推進課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 地域産業の育成・支

援体制の充実

中小企業への支援の充実

・融資制度の充実【経済振興課】

・中小企業融資利子補給制度の充実【経済振興課】

・商工会に対する支援【経済振興課】

・中小企業生涯学習事業への助成【経済振興課】

・景気状況等調査事業への助成【経済振興課】

地域経済の振興 ・地域通貨（アトム通貨）事業への助成【経済振興課】

起業者への支援の充実
・起業家等育成支援セミナーの実施【経済振興課】

・起業者等への開業資金調達の支援【経済振興課】

企業誘致の推進 ・企業誘致の推進【経済振興課】

⑵ 農商工の連携 関係機関との連携の推進

・産業観光協会との連携の強化【シティプロモーション課】

・新座ブランド認定事業の推進【シティプロモーション課】

・農商工の協力体制の構築【経済振興課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 農地の保全 農地の保全の推進

・生産緑地指定の推進【みどりと公園課】

・体験型農園等の推進【経済振興課】

・観光農業の推進【経済振興課】

⑵ 都市近郊型農業の

振興

農業経営基盤の強化

・都市農業推進対策事業への助成【経済振興課】

・減農薬・減化学肥料栽培に係る認証制度の啓発【経済振興課】

・先端技術を活用した生産システムの導入の推進【経済振興課】

・農業近代化資金等利子補給金制度の充実【経済振興課】

都市近郊型農業の支援

・付加価値の高い農産物の生産への支援【経済振興課】

・多品種少量生産への支援【経済振興課】

・新座市産農産物の販路拡大に向けた支援【経済振興課】

・新座市産農産物のブランド化【経済振興課】【シティプロモーション課】

・関係機関との連携による営農支援【経済振興課】

周辺地域との調和を目指

した農業の推進

・畜産環境整備に対する助成【経済振興課】

・土埃防止対策の推進【経済振興課】

・農業用廃棄物の収集処理の推進【経済振興課】

新たな就農者への支援 ・新規就農者及び後継者組織の育成【経済振興課】

団体への支援の充実 ・農業団体への支援【経済振興課】

⑶ 身近な農業の推進

直売施設の充実 ・農産物直売施設の充実【経済振興課】

農地の有効活用

・レジャー農園の充実【経済振興課】

・体験型農園等の推進（再掲）【経済振興課】

・休耕地の新たな有効活用【経済振興課】

観光農業の推進 ・観光農業の推進（再掲）【経済振興課】
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３ 商業基盤の充実

４ 工業基盤の充実

５ 勤労者福祉の向上

第７節 消費生活 ～消費者が安心できるまち～

１ 安全で豊かな消費生活

第３章 福祉・健康

第１節 地域福祉 ～共に支え合う地域社会をめざして～

１ 地域福祉の充実

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ にぎわいのある駅

周辺の商業地域づく

り

駅周辺の商店への支援 ・駅前商店街への支援【経済振興課】

⑵ にぎわいのある商

店街づくり

商店街の活性化

・商店街共同施設（街路灯、案内看板等）への助成【経済振興課】

・商店街活性化推進事業への助成【経済振興課】

・商店街歳末一斉セールへの助成【経済振興課】

空き店舗対策の推進
・すこやか広場の充実【経済振興課】

・空き店舗の新たな有効活用【経済振興課】

関係機関との連携の推進
・大型店との連携による地域活性化の推進【経済振興課】

・産学官の連携の推進【経済振興課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 工業振興対策の充

実
経営への支援の充実

・経営講習への支援【経済振興課】

・経営相談への支援【経済振興課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 雇用の安定
就労希望者への支援の充

実

・ふるさとハローワークの設置【経済振興課】

・内職相談、在宅ワーク支援の実施【経済振興課】

・就労支援セミナー等の実施【経済振興課】

⑵ 勤労者福祉の推進 勤労者福祉の推進
・勤労者向けの相談業務の実施【経済振興課】

・勤労者福祉事業への助成【経済振興課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 消費生活の向上

相談体制の充実 ・消費生活相談の充実【経済振興課】

意識啓発の実施

・啓発用リーフレットの配布【経済振興課】

・消費者展の実施【経済振興課】

・消費者教育の推進【経済振興課】

団体への支援の充実 ・消費者団体ネットワークの構築【経済振興課】

立入検査等の実施

・消費生活用製品安全法に基づく立入検査等の実施【経済振興課】

・家庭用品品質表示法に基づく立入検査等の実施【経済振興課】

・電気用品安全法に基づく立入検査等の実施【経済振興課】

⑵ 消費者への支援

学習機会の提供
・消費生活講座の実施【経済振興課】

・消費生活通信講座の実施【経済振興課】

消費生活への支援の充実
・再利用あっせん事業の実施【経済振興課】

・朝市の奨励【経済振興課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 情報提供機能・相談

体制の充実

計画の策定 ・地域福祉計画の策定【福祉政策課】

情報提供機能・相談体制の

整備

・総合的な情報提供・相談体制の整備・充実【福祉政策課】

・地域における情報提供・相談体制の整備・充実【福祉政策課】

拠点施設の整備 ・（仮称）総合福祉センターの建設に向けた検討【福祉政策課】

⑵ 地域福祉活動への

支援

民生・児童委員活動への支

援
・民生・児童委員活動への支援【福祉政策課】

ネットワークの構築

・福祉フェスティバルの実施【福祉政策課】

・地域における支え合いの仕組みづくり【福祉政策課】

・地域福祉ネットワークの構築【福祉政策課】

⑶ 地域における担い

手の育成と支援
団体等への支援の充実

・社会福祉協議会への助成【福祉政策課】

・地域福祉ボランティア及びＮＰＯの育成支援【福祉政策課】
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第２節 高齢者福祉 ～安心を支えるまち～

１ 高齢者福祉の充実

第３節 児童福祉 ～健やかに子どもが育つまちづくり～

１ 子どもと子育て家庭の福祉の充実

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 暮らしやすい地域

づくりと高齢者の権

利擁護の推進

地域ケア体制の充実

・高齢者相談センターの充実【介護保険課】

・地域ケア会議の実施【介護保険課】

・認知症施策の推進【介護保険課】

・在宅医療・介護連携の推進【介護保険課】

・生活支援サービス体制の整備【介護保険課】【福祉政策課】

権利擁護の推進
・成年後見制度審判申立費用の助成【長寿はつらつ課】

・権利擁護事業の実施【長寿はつらつ課】

介護者に対する支援の充

実
・家族介護者に対する支援【介護保険課】

⑵ 介護予防システム

の充実
介護予防システムの充実

・介護予防普及啓発事業（介護一次予防事業）【介護保険課】

・介護予防普及啓発事業（一般介護予防事業）【介護保険課】

・地域介護予防活動支援の充実【介護保険課】

・介護予防・生活支援サービス事業【介護保険課】

・健康手帳の普及・活用機会の拡大【保健センター】

・健康相談の充実【保健センター】

・健康管理に関する講演会の実施【保健センター】

・健康教室の実施【保健センター】【介護保険課】

⑶ サービス基盤の整

備

計画の策定 ・高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定【介護保険課】

情報提供・相談体制の充実 ・介護保険に関する市民への情報提供【介護保険課】

介護サービスへの支援の

充実

・介護給付費の給付【介護保険課】

・介護サービス利用料への助成【長寿はつらつ課】

・在宅福祉サービスの充実【長寿はつらつ課】

施設サービスの充実
・地域密着型サービス基盤整備への支援【介護保険課】

・養護老人ホーム入所への支援【長寿はつらつ課】

住宅への支援の充実

・住宅改修申請理由書作成手数料の助成【介護保険課】

・高齢者住宅管理【長寿はつらつ課】

・住宅整備支援【長寿はつらつ課】

研修機会の充実 ・ケアマネジャー等研修会の実施【介護保険課】

⑷ 社会参加と健康づ

くりの推進

交流の促進と生きがい対

策

・高齢者いきいき広場の充実【長寿はつらつ課】

・老人クラブ活動への支援【長寿はつらつ課】

・シルバー人材センターへの支援【長寿はつらつ課】

・老人福祉センターの充実【長寿はつらつ課】

・敬老祝金の支給【長寿はつらつ課】

後期高齢者医療制度の運

営

・後期高齢者医療制度の運営【長寿はつらつ課】

・後期高齢者医療制度加入者への助成【長寿はつらつ課】

高齢者福祉施設の整備 ・老人福祉センターの移転・建替え【長寿はつらつ課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 子育て支援の推進

計画の策定 ・次期子ども・子育て支援事業計画の策定【こども支援課】

学習機会の提供

・子育てに関する講座の実施【こども支援課】【保健センター】【中央公民館】

・子育て理解講座の実施【こども支援課】【中央公民館】

・子育てに関する情報の提供【こども支援課】

相談体制の充実

・児童福祉相談の充実【こども支援課】

・家庭児童相談室の充実【こども支援課】

・利用者支援事業（特定型）の実施【保育課】

・利用者支援事業（基本型）の実施【こども支援課】

・利用者支援事業（母子保健型）の実施【保健センター】

子育て支援サービスの充

実

・助産施設入所委託の実施【こども支援課】

・子育て支援ホームヘルパー派遣の実施【こども支援課】

・養育支援訪問事業の実施【こども支援課】
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第４節 障がい者福祉 ～ノーマライゼーションのまちづくり～

１ 障がい者福祉の充実

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

地域における子育て支援

体制の充実

・ファミリー・サポート・センターの充実【こども支援課】

・地域子育て支援拠点事業の実施【こども支援課】

・赤ちゃんの駅の充実【こども支援課】

・男性の育児参加の啓発【こども支援課】

・子育てサロンの実施【こども支援課】

・なかまほいく事業の実施【こども支援課】

・子育てネットワークフェスティバルの実施【こども支援課】

・児童センター業務の充実【こども支援課】

・児童センター施設の充実【こども支援課】

関係機関との連携の推進
・関係機関との連携【こども支援課】

・事業者への啓発の実施【経済振興課】

⑵ 保育サービスの充

実

児童福祉施設の整備

・民間保育所の新設・増築への支援【保育課】
・認定こども園への移行支援【保育課】
・放課後児童保育室の整備【保育課】

家庭保育室への支援
・家庭保育室への助成【保育課】
・家庭保育室の小規模保育事業への移行推進【保育課】

保育・放課後児童保育サー

ビスの充実

・病後児保育の充実【保育課】
・産休明け保育の充実【保育課】
・一時預かり事業（一時保育・休日保育）の充実【保育課】
・延長保育の充実【保育課】
・障がい児保育の充実【保育課】
・保育所送迎サービスの実施【保育課】
・就学前教育の統一カリキュラムの作成・実施【保育課】【教育支援課】
・英会話講師（ＥＥＴ）・英語指導助手（ＡＥＴ）と保育園児の交流【保育課】【教
育支援課】
・幼稚園長時間預り保育への助成【保育課】
・放課後児童保育室の運営【保育課】
・保育士・指導員への研修【保育課】

放射性物質測定の実施 ・給食食材等の放射性物質測定（再掲）【保育課】

⑶ 子どもの権利擁護

の推進

児童虐待の防止 ・関係機関との連携による児童虐待防止体制の充実【こども支援課】

里親制度の普及啓発 ・里親制度の普及啓発【こども支援課】

⑷ ひとり親家庭福祉

の充実

ひとり親家庭への支援の

充実

・ひとり親家庭等支援の実施【こども支援課】

・ひとり親家庭就業支援の実施【こども支援課】

・母子生活支援施設入所委託の実施【こども支援課】

⑸ 経済的支援の充実

医療費助成の充実

・こども医療費の助成【こども給付課】

・ひとり親家庭等医療費の助成【こども給付課】

・乳幼児医療費支給に対する国・県への要望【こども給付課】

手当支給の充実
・児童手当の支給【こども給付課】

・児童扶養手当の支給【こども給付課】

多子世帯への支援の充実
・第3子以降の保育料の原則無料化の実施【保育課】

・第3子以降の小・中学校給食費の原則無料化の検討【学務課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ こころのバリアフ

リー化の推進

意識啓発の実施
・ノーマライゼーションの啓発【障がい者福祉課】

・保育士及び教職員に対する啓発【障がい者福祉課】

学校におけるこころのバ

リアフリー化の推進

・小・中学校における福祉教育の推進【教育相談センター】

・交流及び共同学習の充実【教育相談センター】

学習機会の提供
・障がい者福祉センター事業の充実【福祉の里】

・ボランティアの育成【障がい者福祉課】

⑵ 生活環境のバリア

フリー化の推進
バリアフリー化の推進 ・住宅のバリアフリー化への支援【障がい者福祉課】

⑶ 保健とリハビリ

テーションの充実

早期発見と療育の充実
・乳幼児健康診査の充実【保健センター】

・難聴児の補聴器購入への助成【障がい者福祉課】

リハビリテーションの充

実

・保健・医療・福祉のネットワークの構築【障がい者福祉課】

・高次脳機能障がい者への支援【障がい者福祉課】

⑷ 福祉サービスのた

めの環境整備

計画の策定 ・障がい者基本計画・障がい福祉計画・障がい児福祉計画の策定【障がい者福祉課】

相談体制の充実 ・情報提供・相談体制の整備・充実【障がい者福祉課】
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第５節 低所得者福祉 ～生活の安定と自立を支える～

１ 低所得者福祉の充実

第６節 健康づくり・保健衛生 ～市民が元気なまちづくり～

１ 健康づくりの推進

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

介護給付等によるサービ

スの充実

・障がい児通所支援の充実【障がい者福祉課】

・介護給付費の給付【障がい者福祉課】

・訓練等給付費の給付【障がい者福祉課】

生活への支援の充実

・手話通訳者・要約筆記者派遣の実施【障がい者福祉課】

・移動支援事業の実施【障がい者福祉課】

・日常生活用具の給付【障がい者福祉課】

・補装具の給付【障がい者福祉課】

・社会参加促進事業の推進【障がい者福祉課】

・訪問入浴サービスの充実【障がい者福祉課】

・生活サポート事業登録団体の支援【障がい者福祉課】

拠点施設の充実

・障がい福祉サービス事業所の充実【障がい者福祉課】

・地域活動支援センター事業の充実【障がい者福祉課】

・福祉型児童発達支援センターの整備【障がい者福祉課】

・グループホームの整備【障がい者福祉課】

・「くるみの木」の移転・整備【障がい者福祉課】

・「ふらっと」の移転・整備【障がい者福祉課】

・基幹相談支援センターの設置【障がい者福祉課】

⑸ 自立と社会参加の

支援

就労支援の充実
・障がい者就労支援センターの充実【障がい者福祉課】

・障がい者就労施設等からの物品等の優先調達の推進【障がい者福祉課】

周知の促進

・成年後見制度の周知【障がい者福祉課】

・福祉サービス利用援助事業の周知【障がい者福祉課】

・障がい者差別解消体制の構築【障がい者福祉課】

・障がい者虐待防止体制の構築【障がい者福祉課】

⑹ 生活向上のための

経済的支援

手当等支給の充実

・特別障がい者手当・障がい児福祉手当の支給【障がい者福祉課】

・重度心身障がい者福祉手当の支給【障がい者福祉課】

・難病患者見舞金の支給【障がい者福祉課】

医療費助成の充実

・重度心身障がい者医療費の支給【障がい者福祉課】

・精神障がい者通院医療費の支給【障がい者福祉課】

・自立支援医療費（更生医療費）の支給【障がい者福祉課】

・自立支援医療費（育成医療費）の支給【障がい者福祉課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 相談体制の充実 相談体制の充実
・関係機関との連携体制の充実【生活支援課】

・相談体制の充実【生活支援課】

⑵ 自立と生活の支援

生活保護者等への支援の

充実

・生活保護費等の支給【生活支援課】

・生活保護の被保護者の就労支援【生活支援課】

・子ども育成支援相談員の配置【生活支援課】

・生活困窮者の自立支援【生活支援課】

・住居確保給付金の支給【生活支援課】

団体への支援の充実 ・更生保護活動団体への支援【福祉政策課】

中国残留邦人等への支援

の充実
・中国残留邦人等への支援【生活支援課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 健康づくり運動の

推進

学習機会の提供

・市民健康体操の普及【保健センター】

・健康教室の実施（再掲）【保健センター】【介護保険課】

・食育の推進【保健センター】

・健康手帳の普及・活用機会の拡大（再掲）【保健センター】

・健康管理に関する講演会の実施（再掲）【保健センター】

・健康に関する情報提供機会の充実【保健センター】

団体への支援の充実 ・健康づくり活動団体への支援【保健センター】
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２ 保健衛生の向上

第７節 国民健康保険・国民年金 ～安心した生活のために～

１ 国民健康保険の充実

２ 国民年金制度の推進

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 保健予防の推進

検診・健康診査の実施

・30代のからだチェックの実施【保健センター】

・肝炎ウイルス検診の実施【保健センター】

・骨粗しょう症節目検診の実施【保健センター】

・成人歯科検診・成人歯科節目検診の実施【保健センター】

・がん検診の実施【保健センター】

・保険未加入者に対する健康診査の実施【保健センター】

予防事業の実施
・予防接種の実施【保健センター】

・結核予防事業の充実【保健センター】

相談体制の充実
・成人健康相談の実施【保健センター】

・訪問指導の充実【保健センター】

妊産婦及び乳幼児とその

家族への支援の充実

・母子健康手帳の交付【保健センター】

・妊産婦健康診査の充実【保健センター】

・乳幼児健康診査の充実（再掲）【保健センター】

・乳幼児歯科健康診査の充実（2歳児歯科・親子歯科健康診査）【保健センター】

・乳幼児相談の実施【保健センター】

・ころころクラブ（1歳6か月児健康診査事後グループ）の推進【保健センター】

・乳幼児発達相談の充実【保健センター】

・乳幼児・妊産婦訪問指導の実施【保健センター】

・未熟児養育医療費の給付【保健センター】

・アレルギー性疾患の知識の普及【保健センター】

保健センターの充実
・保健センターの整備【保健センター】

・保健センターの移転・建替えに向けた検討【政策課】【保健センター】

精神保健の充実

・精神保健相談の実施【保健センター】

・精神保健講座の実施【保健センター】

・ソーシャルクラブの実施【保健センター】

・自殺対策計画の策定【保健センター】

新たな感染症への対応 ・新たな感染症に関する啓発【保健センター】

⑵ 保健・医療の連携強

化

休日、夜間の診療への対応

の充実

・在宅当番医制の実施【保健センター】

・朝霞地区小児救急医療・周産期医療・救命救急医療寄附講座への支援【保健セン

ター】

・病院群輪番制の実施【保健センター】

・小児救急医療支援事業の実施【保健センター】

・休日歯科応急診療所の実施【保健センター】

広域連携による人材の育

成
・朝霞地区看護専門学校への助成【保健センター】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 保険制度の健全な

運営

運営の健全化の推進

・医療費通知の実施【国保年金課】

・第三者求償事務の実施【国保年金課】

・レセプト点検の強化【国保年金課】

・無資格受診者レセプト返戻の強化【国保年金課】

・ジェネリック医薬品の普及啓発【国保年金課】

国民健康保険制度の運営
・国民健康保険制度の運営【国保年金課】

・国民健康保険制度に係る国・県への要望【国保年金課】

⑵ 健康増進活動の推

進

特定健康診査等の実施
・人間ドック検診費用への助成【国保年金課】

・特定健康診査及び特定保健指導の実施【国保年金課】

保養施設の利用促進
・保養施設（健康入浴施設）利用への助成【国保年金課】

・保養施設（宿泊施設）利用への助成【国保年金課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 制度の周知 理解の促進 ・国民年金制度の周知【国保年金課】

⑵相談業務の充実 相談体制の充実 ・国民年金相談の実施【国保年金課】
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第４章 教育・生涯学習・文化・スポーツ

第１節 就学前教育 ～幼児の健やかな成長のために～

１ 就学前教育の充実

第２節 学校教育 ～「生きる力」をはぐくむ～

１ 教育内容の充実

２ 教職員の資質の向上

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 家庭教育のための

学習機会の充実
学習機会の提供

・子育てに関する講座の実施（再掲）【こども支援課】【保健センター】【中央公

民館】

・子育て理解講座の実施（再掲）【こども支援課】【中央公民館】

・ブックスタート事業「はじめてブック」及び「あかちゃんタイム」の実施【中央

図書館】

⑵ 幼稚園・保育園・小

学校の連携の充実

交流の促進

・幼児・児童交流会の実施【教育支援課】

・全体研修会の実施【教育支援課】

・5歳児保護者向けリーフレットの作成・配布【教育支援課】

学習機会の提供

・就学前教育の統一カリキュラムの作成・実施（再掲）【保育課】【教育支援課】

・英会話講師（ＥＥＴ）・英語指導助手（ＡＥＴ）と保育園児の交流（再掲）【保

育課】【教育支援課】

⑶ 幼稚園就園の支援 助成制度の充実
・幼稚園就園費等の助成【保育課】

・幼稚園就園奨励費の助成【保育課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 児童生徒の学力向

上

指導体制の充実

・小学校第1学年への副担任の配置【学務課】

・小学校高学年教科担任制教員の配置【教育支援課】

・中学校教科加配教員の配置【教育支援課】

・授業時数の確保【教育支援課】

・教育副読本の配布【教育支援課】

国際理解教育・情報教育の

推進

・英会話の時間の実施【教育支援課】

・英会話講師（ＥＥＴ）・英語指導助手（ＡＥＴ）の配置【教育支援課】

・情報教育の推進【教育支援課】

⑵ 心の教育の充実

社会性の育成
・キャリア教育（職場体験学習）の実施【教育支援課】

・主権者教育の実施【教育支援課】

豊かな心の育成
・小・中学校音楽会の実施【教育支援課】

・教育シンポジウムの実施【教育相談センター】

相談体制の充実

・教育相談の実施【教育相談センター】

・不登校対策の充実【教育相談センター】

・ピアサポーターの派遣【教育相談センター】

いじめ問題対策

・いじめ防止基本方針の推進【教育相談センター】

・関係機関との連携によるいじめ問題対策の実施【人権推進課】【教育相談セン

ター】

⑶ 児童生徒の健康増

進・体力向上

体力向上の推進
・児童生徒の体力向上の推進【教育支援課】

・健康教育の推進【教育支援課】

学校給食の充実

・学校における食育の推進【教育支援課】

・学校給食における地場産野菜の活用【学務課】

・学校給食の運営【学務課】

・第3子以降の小・中学校給食費の原則無料化の検討（再掲）【学務課】

放射性物質測定の実施 ・給食食材等の放射性物質測定（再掲）【学務課】

⑷ 特別支援教育の充

実
特別支援教育の充実

・介助員、特別支援教育支援員の配置【教育相談センター】

・交流及び共同学習の充実（再掲）【教育相談センター】

・日本語学習支援の充実【教育相談センター】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 指導力の向上 研修等の充実
・教職員研修の実施【教育支援課】

・教育研究事業の実施【教育支援課】

⑵ 学校・地域・関係機

関との連携による資

質の向上

関係機関との連携の推進

・幼保小連携推進事業の推進【教育支援課】

・小中連携推進事業の推進【教育相談センター】

・大学との連携による年次研修等の実施【教育支援課】
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３ 教育環境の整備・充実

第３節 青少年健全育成 ～豊かな人間性をはぐくむ～

１ 青少年の健全育成の推進

第４節 生涯学習 ～学びあい、いつでも、どこでも、だれとでも～

１ 生涯学習の推進

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 教育施設・制度の充

実

学校施設の整備

・小・中学校校舎の改修【教育総務課】

・小・中学校体育館の改修【教育総務課】

・小・中学校プール施設の改修・改築【教育総務課】

・小・中学校屋外運動場の改修【教育総務課】

・小・中学校屋外トイレの改修【教育総務課】

・小・中学校給食棟の改修【教育総務課】

情報環境の整備

・教育インターネットの整備【教育総務課】

・コンピュータ教育環境の整備【教育総務課】

・学校図書館の充実【教育総務課】

各種制度の充実
・学校ふるさと構想の推進【教育支援課】

・学校獣医師制度の充実【教育支援課】

⑵ 地域に開かれた学

校の整備・充実

地域との連携の推進

・学校施設の開放【教育総務課】

・ボランティア指導員の拡充【教育支援課】

・学校応援団の実施【教育支援課】

・コミュニティ・スクールの指定【学務課】

・にいざの輝く学校プランの実施【教育支援課】

評価の充実
・学校評価の充実【教育支援課】

・学校評議員の設置【教育支援課】

⑶ 学区域の弾力的運

用と学校の適正配置
適正な配置の実施

・通学区域の見直し【学務課】

・学校の適正配置【学務課】

・小・中学校校舎の改修（再掲）【教育総務課】

⑷ 就学・進学援助の充

実
支援制度の充実

・入学準備金・奨学金の貸付け【学務課】

・就学費の助成【学務課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 青少年活動の充実

青少年への支援の充実

・青少年教育振興事業実施団体等への助成【生涯学習スポーツ課】

・新座っ子ぱわーあっぷくらぶの実施【生涯学習スポーツ課】

・子どもの放課後居場所づくり事業の実施【生涯学習スポーツ課】

公共施設の整備
・ティーンズコーナー図書の充実【中央図書館】

・公民館・コミュニティセンターの改修【中央公民館】

⑵ 青少年健全育成活

動の支援
団体への支援の充実

・青少年健全育成事業への支援【生涯学習スポーツ課】

・青少年健全育成団体への助成【生涯学習スポーツ課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 生涯学習機会の充

実
学習機会の提供

・生涯学習講座の充実【生涯学習スポーツ課】

・図書館講座の充実【中央図書館】

・公民館・コミュニティセンター講座の充実【中央公民館】

・能力開発に関する講座の実施【中央公民館】

・芸術展の実施【生涯学習センター】

・生涯学習センター講座の充実【生涯学習センター】

・快適みらい都市づくり出前講座の実施【生涯学習スポーツ課】

⑵ 生涯学習施設の整

備・充実
生涯学習施設の整備・充実

・ひばりヶ丘駅周辺における図書館サービスの実施【中央図書館】

・新座駅周辺における図書館サービスの実施【中央図書館】

・公民館・コミュニティセンターの改修（再掲）【中央公民館】

・生涯学習施設の充実【生涯学習スポーツ課】【生涯学習センター】【中央公民館】

【中央図書館】

・公共施設予約システムの充実【情報システム課】【みどりと公園課】【生涯学習

スポーツ課】【生涯学習センター】【中央公民館】

・にいざほっとぷらざの今後の在り方の検討【政策課】【生涯学習スポーツ課】【生

涯学習センター】【人権推進課】【市民課】【中央図書館】
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第５節 文化芸術 ～豊かな地域文化をはぐくむ～

１ 文化芸術活動の振興

２ 文化財の保護・活用

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑶ 情報提供のシステ

ム化と学習相談体制

の充実

情報提供の充実

・「にいざの生涯学習」の充実【生涯学習スポーツ課】

・インターネット情報端末の設置【生涯学習センター】

・ホームページの充実【教育総務課】【中央公民館】【中央図書館】

相談体制の充実 ・社会教育団体への相談体制の充実【中央公民館】

図書館機能の充実
・図書館資料の充実【中央図書館】

・レファレンス機能の充実【中央図書館】

⑷ 学習の成果をいか

す仕組みづくり

ボランティア活動への支

援の充実

・ボランティアの育成と活動の場の提供【中央公民館】【中央図書館】

・生涯学習ボランティアバンクの充実【生涯学習スポーツ課】

・生涯学習ボランティア情報の提供【生涯学習スポーツ課】

⑸ 関係機関との連

携・協力

関係機関との連携の推進

・学校施設の開放（再掲）【教育総務課】

・市内大学公開講座等の実施【生涯学習スポーツ課】

・市民総合大学の実施【生涯学習スポーツ課】

・子ども大学にいざの実施【生涯学習スポーツ課】

・成人式の実施【生涯学習スポーツ課】

・子ども読書活動の推進【中央図書館】

団体への支援の充実 ・社会教育関係団体への支援【生涯学習スポーツ課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 市民主体の文化芸

術活動の振興

団体への支援の充実 ・文化芸術団体等への支援【生涯学習スポーツ課】

文化芸術に触れる機会の

提供

・新座快適みらい都市市民まつり文化祭への支援【生涯学習スポーツ課】

・睡足軒の森文化事業の実施【生涯学習スポーツ課】

・子どもの文化芸術環境の充実【生涯学習スポーツ課】

・文化芸術分野の人材の登用【生涯学習スポーツ課】

⑵ 文化芸術活動の施

設の充実

文化芸術活動施設の整

備・充実

・展示スペースの整備【中央公民館】

・生涯学習施設の充実（再掲）【生涯学習スポーツ課】【生涯学習センター】【中

央公民館】【中央図書館】

・公共施設予約システムの充実（再掲）【情報システム課】【みどりと公園課】【生

涯学習スポーツ課】【生涯学習センター】【中央公民館】

⑶ 文化芸術活動振興

のためのネットワー

クづくり

ネットワークの構築

・文化交流事業への支援【生涯学習スポーツ課】

・文化芸術情報の提供【生涯学習スポーツ課】

・文化芸術活動に関するネットワークの構築【生涯学習スポーツ課】

・文化芸術推進体制の整備【生涯学習スポーツ課】

・文化芸術振興に関する指定管理者との連携【生涯学習スポーツ課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 文化財保護体制の

充実

保存及び保護の充実

・平林寺境内林保存対策事業への支援【生涯学習スポーツ課】

・指定文化財保存事業の実施【生涯学習スポーツ課】

・文化財映像記録保存事業の実施【生涯学習スポーツ課】

・地域伝承記録集の作成【生涯学習スポーツ課】

・市史編さん事業の実施【生涯学習スポーツ課】

・野火止用水文化的景観の保護【生涯学習スポーツ課】

調査の実施

・遺跡発掘調査の実施【生涯学習スポーツ課】

・遺跡地図・遺跡台帳の整備【生涯学習スポーツ課】

・文化財指定化調査の実施【生涯学習スポーツ課】

⑵ 文化財の活用と施

設の整備

文化財活用の推進

・文化財刊行物の配布【生涯学習スポーツ課】

・文化財資料のデータベース化【生涯学習スポーツ課】

・野火止用水クリーンキャンペーンの実施【生涯学習スポーツ課】

・野火止用水の復元事業の実施【道路課】

・野火止用水沿い及び平林寺周辺の遊歩道・散策道の整備【道路課】

・睡足軒の森の活用【生涯学習スポーツ課】

・歴史民俗資料館の充実【生涯学習スポーツ課（歴史民俗資料館）】

公共施設の整備
・睡足軒の森の整備【生涯学習スポーツ課】

・（仮称）ふるさと歴史館の整備に向けた検討【生涯学習スポーツ課】
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第６節 スポーツ・レクリエーション ～スポーツでいきいき～

１ スポーツ・レクリエーションの振興

第５章 都市整備

第１節 都市計画 ～計画的なまちづくり～

１ 計画的なまちづくりの推進

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ スポーツ・レクリ

エーション施設の整

備

施設の整備・充実

・スポーツ施設の設置に向けた検討【生涯学習スポーツ課】

・公園への健康器具の設置【みどりと公園課】

・野火止用水の復元事業の実施（再掲）【道路課】

・野火止用水沿い及び平林寺周辺の遊歩道・散策道の整備（再掲）【道路課】

・河川・用水沿い遊歩道の維持管理【道路課】

・遊歩道・親水空間の整備に関する県への要望【道路課】

・スポーツ施設の整備・改修【みどりと公園課】【生涯学習スポーツ課】

・公共施設予約システムの充実（再掲）【情報システム課】【みどりと公園課】【生

涯学習スポーツ課】【生涯学習センター】【中央公民館】

・大学施設の市民開放【生涯学習スポーツ課】

⑵ スポーツ・レクリ

エーション活動の推

進

スポーツ・レクリエーショ

ン事業の実施

・軽スポーツ・レクリエーション教室の実施【生涯学習スポーツ課】

・市民総合体育大会の実施【生涯学習スポーツ課】

・体育協会への支援【生涯学習スポーツ課】

・総合型地域スポーツクラブの推進【生涯学習スポーツ課】

⑶ スポーツ振興のた

めの人材育成・活用
指導者の養成と活用

・指導者養成講座の充実【生涯学習スポーツ課】

・ボランティア指導者の活用【生涯学習スポーツ課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 有効な土地利用の

推進

市街化調整区域の有効活

用

・大和田二・三丁目地区土地区画整理事業の推進【大和田二・三丁目地区土地区画

整理事務所】

・大和田二・三丁目地区における橋梁の整備【（仮称）大和田・坂之下橋整備事業

推進室】

・市中央部における土地利用に向けた検討【地下鉄12号線延伸促進室】【まちづく

り計画課】

・菅沢・あたご、野火止三・四丁目地区における土地利用に向けた検討【まちづく

り計画課】

・市街化調整区域の有効活用【まちづくり計画課】

・市街化調整区域の適切な土地利用の誘導【建築開発課】

計画的な市街地の形成

・都市計画基礎調査等の実施【まちづくり計画課】

・地域地区の決定・変更【まちづくり計画課】

・地区計画の変更【まちづくり計画課】

・区域区分の変更【まちづくり計画課】

・地籍調査の実施【まちづくり計画課】【道路課】

土地区画整理事業への支

援

・組合等土地区画整理事業への支援【まちづくり計画課】

・東北土地区画整理事業の推進【まちづくり計画課】

⑵ 都市拠点の整備

市中央部における新たな

都市拠点の整備

・市中央部における土地利用に向けた検討（再掲）【地下鉄12号線延伸促進室】【ま

ちづくり計画課】

新座駅周辺の都市拠点の

整備
・新座駅北口土地区画整理事業の実施【新座駅北口土地区画整理事務所】

⑶ 住民参画によるま

ちづくりの推進
住民参画制度の確立 ・地区まちづくり推進条例の運用【まちづくり計画課】

⑷ ユニバーサルデザ

インによるまちづく

りの推進

ユニバーサルデザインに

よる施設整備
・ユニバーサルデザインのまちづくりに係る基本方針の策定【まちづくり計画課】
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第２節 景観 ～魅力的な景観づくり～

１ 景観に配慮したまちづくり

第３節 道路 ～安全で快適な道づくり～

１ 道路交通網の整備

２ 道路管理の充実

第４節 公共交通網 ～便利で快適な公共交通網～

１ 公共交通網の充実

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 景観形成の推進 良好な景観の形成

・地域の景観づくり活動の推進・支援【まちづくり計画課】

・景観づくりに関する情報提供の充実【まちづくり計画課】

・協働による景観づくり体制の確立【まちづくり計画課】

・新座市景観条例等に基づく規制の実施【まちづくり計画課】

⑵ 屋外広告物の適正

化
屋外広告物への規制 ・屋外広告物の規制の実施【建築開発課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 生活道路の整備 道路の拡幅と歩道の整備 ・道路の拡幅と歩道の整備【道路課】

⑵ 幹線道路の整備

広域幹線道路整備に向け

た関係機関との連携

・都市計画道路保谷・朝霞線の整備【まちづくり計画課】

・都市計画道路放射7号線の整備【道路課】

・都市計画道路東村山・足立線の早期整備の要望【道路課】

幹線道路の整備

・都市計画道路東久留米・志木線の整備【道路課】

・都市計画道路ひばりが丘駅北口線の整備【道路課】

・都市計画道路保谷秋津線の整備【道路課】

スマートインターチェン

ジの設置
・関越自動車道へのスマートインターチェンジの設置【まちづくり計画課】

快適な道路環境の整備

・歩道整備の実施（幹線道路）【道路課】

・道路の緑化の実施【道路課】

・電線地中化の実施（志木駅南口駅前広場整備）【道路課】

⑶ ユニバーサルデザ

インによる道路整備
バリアフリー化の推進 ・道路のバリアフリー化の実施【道路課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 道路の維持・補修 道路の維持・補修

・道路パトロールの実施【道路課】

・市道の維持・補修工事の実施【道路課】

・道路の草刈り、側溝等の清掃【道路課】

・地域住民による道路維持管理体制の構築【道路課】

・私道の管理に関する新たな制度の構築【道路課】

⑵ 橋梁の維持・補修 橋梁の適正な維持管理

・橋梁の点検調査の実施【道路課】

・橋梁の修繕【道路課】

・橋梁の耐震補強【道路課】

⑶ 私道整備への支援 整備への支援の充実 ・私道舗装整備への助成【道路課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 都市高速鉄道12号

線の延伸
延伸活動の推進

・都市高速鉄道12号線延伸の啓発【地下鉄12号線延伸促進室】

・関係機関への要望活動の実施【地下鉄12号線延伸促進室】

・延伸に向けた調査研究の実施【地下鉄12号線延伸促進室】

・都市高速鉄道12号線建設促進基金の積増し【地下鉄12号線延伸促進室】

・関係機関との調整・協議【地下鉄12号線延伸促進室】

⑵ 鉄道利用環境の整

備

鉄道会社への要望の実施 ・鉄道利用環境整備に関する要望【政策課】

自転車駐車場の整備 ・自転車駐車場の充実（再掲）【交通防犯課】

⑶ バス輸送サービス

の充実

バス輸送力の充実・強化

・市内循環バス（にいバス）の充実【交通防犯課】

・新たな公共交通手段の導入【交通防犯課】

・バス輸送力強化に関する要望【交通防犯課】

利用環境の整備
・自転車置場の充実【交通防犯課】

・バス運行施設の整備に関する要望【交通防犯課】

⑷ バリアフリー化の

推進

駅周辺のバリアフリー化

の推進
・駅周辺施設のバリアフリー化の推進【道路課】【新座駅北口土地区画整理事務所】

公共交通機関のバリアフ ・鉄道施設のバリアフリー化の推進【政策課】
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第５節 公園・緑地 ～緑豊かなまちづくり～

１ 良好な自然環境の保全、活用、創出

２ 憩いの場となる公園の充実

第６節 河川・水路 ～水と親しむまちづくり～

１ 河川・水路環境の整備

２ 治水対策の推進

第７節 上水道・下水道 ～安全・安心な上水道・下水道づくり～

１ 上水道の安定供給

リー化の推進 ・ノンステップバス導入の促進【交通防犯課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 緑地の保全・活用の

推進

保全・活用の推進

・平林寺近郊緑地特別保全地区の保全・整備【みどりと公園課】

・妙音沢特別緑地保全地区の保全・整備【みどりと公園課】

・憩いの森の保全・整備【みどりと公園課】

・新座グリーンスマイル基金の充実【みどりと公園課】

・緑地協定制度の充実【みどりと公園課】

意識啓発の実施 ・緑に関する啓発活動の推進【みどりと公園課】

ボランティア活動への支

援の充実

・ボランティア団体による緑地保全活動の実施【みどりと公園課】

・新たなボランティア制度の確立【みどりと公園課】

国・県への要望 ・緑地保全に関する国・県への要望【みどりと公園課】

⑵ 緑地空間の創出 緑化の推進

・開発事業者への緑化指導【みどりと公園課】

・公共施設整備時の緑化の実施【みどりと公園課】

・フラワーリメイク事業の実施【みどりと公園課】

・生け垣設置費への助成【みどりと公園課】

・緑化地域制度の導入【みどりと公園課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 拠点となる公園の

整備
都市公園の整備

・総合運動公園の整備【みどりと公園課】

・新座セントラルキッズパークの整備【みどりと公園課】

・（仮称）道場公園の整備に向けた検討【みどりと公園課】

⑵ 安全で安心して利

用できる身近な公

園・緑地の充実

公園の適正配置

・身近な公園・児童遊園の整備【みどりと公園課】

・街区公園の整備【みどりと公園課】

・公園への健康器具の設置（再掲）【みどりと公園課】

公園施設の維持管理
・遊具安全点検の実施【みどりと公園課】

・ボランティア等による公園の管理【みどりと公園課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 流域環境の整備

野火止用水親水空間の整

備

・野火止用水の復元事業の実施（再掲）【道路課】

・野火止用水沿い及び平林寺周辺の遊歩道・散策道の整備（再掲）【道路課】

河川・用水沿い遊歩道の維

持管理

・河川・用水沿い遊歩道の維持管理（再掲）【道路課】

・遊歩道・親水空間の整備に関する県への要望（再掲）【道路課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 治水安全対策の促

進
県への要望 ・河川の改修に関する県への要望【道路課】

⑵ 雨水流出抑制の推

進
雨水流出抑制への対応

・雨水浸透施設の整備【道路課】

・開発事業者への雨水流出抑制の指導【道路課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 供給体制の充実

公共施設の整備

・耐震管への更新【水道施設課】

・浄水場施設の耐震化の実施【水道施設課】

・浄水場施設設備の更新【水道施設課】

・揚水ポンプの更新【水道施設課】

・取水ポンプの更新【水道施設課】

・ろ過施設等の整備【水道施設課】

・浄水場施設の安全対策の実施【水道施設課】

水質検査の実施 ・水質検査の実施【水道施設課】

放射性物質測定の実施 ・水道水の放射性物質測定（再掲）【水道施設課】
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２ 下水道の整備促進

第６章 観光

第１節 観光都市にいざづくり ～雑木林とせせらぎのあるまちづくり～

１ 誇りを持っていきいきと暮せるまちづくり

２ フィールドミュージアムの形成

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑵ 経営基盤の強化
水道事業の効率化

・水道事業の中長期的な事業計画の策定【水道業務課】

・漏水調査の実施【水道施設課】

・漏水箇所の修繕工事の実施【水道施設課】

・包括業務委託の導入【水道業務課】

・料金の適正化【水道業務課】

意識啓発の実施 ・節水意識の啓発【水道業務課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 汚水排水対策の推

進

汚水排水施設の整備

・市街化区域汚水未整備区域の汚水整備事業【下水道課】

・新たに拡大した認可区域の汚水整備事業【下水道課】

・新座駅北口土地区画整理事業地内の汚水整備【下水道課】

・大和田二・三丁目地区土地区画整理事業地内の汚水整備【下水道課】

・下水道施設（汚水）の維持管理【下水道課】

・新座市管路ストックマネジメント計画の策定【下水道課】

下水道事業の健全な運営

・水洗化率の向上【下水道課】

・下水道使用料の適正化【下水道課】

・公営企業会計への移行【下水道課】

関係機関との連携の推進 ・近隣自治体との連携による下水処理の実施【下水道課】

⑵ 雨水排水対策の推

進
雨水排水施設の整備

・市街地雨水管網の整備【下水道課】

・新座駅北口土地区画整理事業地内の雨水整備【下水道課】

・大和田二・三丁目地区土地区画整理事業地内の雨水整備【下水道課】

・雨水幹線整備事業【下水道課】

・溢水地域の改善【下水道課】
いっすい

・下水道施設（雨水）の維持管理【下水道課】

・都市下水路施設の維持管理【下水道課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 市民参加・交流シス

テムの構築

ボランティア等が活躍で

きる場の提供

・観光ボランティアガイドの充実【シティプロモーション課】

・外国語ボランティアガイドの充実【シティプロモーション課】【教育支援課】

・ボランティア団体の交流機会の充実【シティプロモーション課】

・大学との連携事業の拡充【政策課】【シティプロモーション課】

・観光都市づくりサポーター制度の推進【シティプロモーション課】

・観光都市づくり推進市民会議の推進【シティプロモーション課】

子どもたちに伝える郷土

愛
・学校給食における地場産野菜の活用（再掲）【学務課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ ネットワークを支

える「発見の径」づ
こみち

くり

「発見の径」づくり

・野火止用水の復元事業の実施（再掲）【道路課】

・野火止用水沿い及び平林寺周辺の遊歩道・散策道の整備（再掲）【道路課】

・妙音沢特別緑地保全地区の保全・整備（再掲）【みどりと公園課】

・案内看板等の充実【シティプロモーション課】

⑵ フ ィ ー ル ド

ミュージアム

の見どころづく

り

体験型観光の推進 ・体験型事業の構築【シティプロモーション課】

広域連携の推進

・野火止用水サミット関連事業の推進【シティプロモーション課】

・川越市及び三芳町と連携した広域観光事業の推進【シティプロモーション課】【生

涯学習スポーツ課】

・他自治体や民間事業者等と連携した観光事業の推進【シティプロモーション課】

花のあるまちづくり

・雑木林とせせらぎの散策ルートの設定【シティプロモーション課】

・地域別フラワーロードの整備【シティプロモーション課】

・桜と菜の花の里づくりの推進【シティプロモーション課】
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３ 地域イメージの浸透と新座ブランドの開発・育成

４ 「ふるさと新座」イメージを支える交流拠点の整備

基本構想の推進のために

行財政運営

※別に定める第6次新座市行財政改革大綱実施計画（見直し）に記載

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑶ 「新座版グリーン

ツーリズム」のシス

テムづくり

推進体制の確立

・シイタケの里づくりの推進【経済振興課】【みどりと公園課】

・わさび園の整備に向けた検討【みどりと公園課】

・カブトムシの里づくりの推進【シティプロモーション課】【みどりと公園課】

・ホタルの里づくりの推進（再掲）【地域活動推進課】

・新座みかん園の運営【シティプロモーション課】

・ユニバーサル農業の推進体制の構築【経済振興課】【シティプロモーション課】

【みどりと公園課】【障がい者福祉課】【長寿はつらつ課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 情報発信機能の強

化

キャラクターの活用
・鉄腕アトムキャラクターの活用【シティプロモーション課】

・イメージキャラクター「ゾウキリン」の活用【シティプロモーション課】

情報提供の充実

・インターネット及びメディアの有効活用【シティプロモーション課】

・観光親善大使によるＰＲ活動の推進【シティプロモーション課】

・外国語併記の観光マップ・ガイドブックの作成、配布【シティプロモーション課】

・外国人向け観光情報誌の作成、配布【シティプロモーション課】

・外国人市民のための生活ガイドブックへの観光情報の掲載【地域活動推進課】

・公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備【情報システム課】【各施設所管課】

・観光インフォメーションコーナーの充実【シティプロモーション課】

⑵ イベント・祭りなど

の振興
イベント・祭り等の充実

・新座快適みらい都市市民まつりへの支援【経済振興課】【交通防犯課】【保健セ

ンター】【生涯学習スポーツ課】

・柳瀬川ふれあい祭り、大江戸新座祭り等の支援【シティプロモーション課】

⑶ プロモーション戦

略の推進
計画の策定

・年間プロモーション計画の策定【シティプロモーション課】

・シティプロモーション方針の推進【シティプロモーション課】

・他自治体や民間事業者等と連携した観光事業の推進（再掲）【シティプロモー

ション課】

⑷ 新座ブランドの開

発・育成

新座の特産品づくり

・新座ブランド認定事業の推進（再掲）【シティプロモーション課】

・農商工の協力体制の構築（再掲）【経済振興課】

・手打ちうどん名人認定事業の推進【シティプロモーション課】

・新座みかん園の運営（再掲）【シティプロモーション課】

・シイタケの里づくりの推進（再掲）【経済振興課】【みどりと公園課】

・わさび園の整備に向けた検討（再掲）【みどりと公園課】

・ワイナリーの整備に向けた検討【シティプロモーション課】

・ユニバーサル農業の推進体制の構築（再掲）【経済振興課】【シティプロモー

ション課】【みどりと公園課】【障がい者福祉課】【長寿はつらつ課】

特色ある商店づくり ・名店づくりへの支援【シティプロモーション課】

項 目 施 策 事 業 名【担当課】

⑴ 中核施設の整備検

討
中核施設の整備 ・（仮称）ふるさと歴史館の整備に向けた検討（再掲）【生涯学習スポーツ課】

⑵ スローライフを実

現する公園等の整備
施設等の整備の推進

・（仮称）道場公園の整備に向けた検討（再掲）【みどりと公園課】

・オープンカフェの実施【シティプロモーション課】

・ワイナリーの整備に向けた検討（再掲）【シティプロモーション課】

⑶ 魅力ある都市空間

の実現

新座駅周辺の都市拠点の

整備

・新座駅北口土地区画整理事業の実施（再掲）【新座駅北口土地区画整理事務所】

・大和田二・三丁目地区土地区画整理事業の推進（再掲）【大和田二・三丁目地区

土地区画整理事務所】

志木駅南口周辺の整備 ・志木駅南口周辺の整備【交通防犯課】【まちづくり計画課】【道路課】

魅力ある都市空間の整備
・市中央部における土地利用に向けた検討（再掲）【地下鉄12号線延伸促進室】【ま

ちづくり計画課】
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第１章 市民協働

第２章 市民生活

第３章 福祉・健康

第４章 教育・生涯学習・文化・スポーツ

第５章 都市整備

第６章 観光

Ⅱ 基本計画
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本編の見方

「Ⅱ 基本計画」については、下記のように記載しています。

基本方針

１ 国際化の推進

⑴ 国際交流の推進

❍ 市民自らが国際社会に生きる自覚と責任を持ち、国際的視野を身に付けるとともに、世界の人

たちとの相互理解を深めるため、国際交流機会の拡充を図ります。

❍ 異なる文化を持つ者同士が、それぞれの文化にふれあう場や、日本の伝統文化を外国人市民に

紹介する機会を設けます。

❍ 3か国の友好（姉妹）都市との間において、青少年の交流を始めとした市民レベルの相互交流

の拡充を図ります。

１ 市民の国際感覚・国際認識・国際理解を深め、一人ひとりが国際化を推進する主体
であるとの認識の下に、国籍を問わず、だれもが協働して地域づくりに取り組む多文
化共生のまちづくりを進めます。

２ 「新座市健康平和都市宣言」の趣旨にのっとり、平和で明るい社会を築くため、市
民の平和意識の高揚に努めます。

学習機会の提供

市民の国際意識や外国語に対する学習意欲の高揚を図るため、公民館等で講座を開

催するなど、異文化理解のための学習機会の拡充に努めます。

・国際理解及び外国語講座の実施【地域活動推進課】

交流の促進

国際交流協会が主催する外国人市民との異文化交流の場である国際交流デーなど

の支援を行います。

また、青少年の国際感覚及び国際認識を高めるため、中学生の海外派遣を実施しま

す。

さらに、友好（姉妹）都市を提携している都市との交流が市民レベルで深まるよう、

交流分野の拡大を図るとともに、英語圏の都市との新たな連携について検討します。

・国際交流団体への支援【地域活動推進課】

・国際交流デー開催への支援【地域活動推進課】

・青少年海外派遣の実施【地域活動推進課】

・友好（姉妹）都市及び他国の都市との交流の推進【地域活動推進課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成 30 年度実績 平成31年度 平成32年度

・実施

第１章 市民協働

第６節 国際化・平和 ～多文化のふれあうまち～

第4次基本構想

の基本方針

第4次基本構想の章と節名

第4次基本構想

の施策の方向

施策名
施策の内容

事業名
担当課 後期基本計

画の内容

事業計画表

※特筆すべき内容がある事業のみ記載

年度ごとの実施内容
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第１章 市民協働

第１節 市民参画 ～みんなでつくるまち～

第２節 ボランティア・市民活動 ～ともに元気な力を発揮して～

第３節 コミュニティ ～地域でつながる人と人～

第４節 人権 ～差別のない明るいまちに～

第５節 男女共同参画 ～女性と男性のよりよいパートナーシップをめざして～

第６節 国際化・平和 ～多文化のふれあうまち～
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基本方針

１ 市民参画による市政の推進

⑴ 市民参画制度の確立

❍ 条例制定や各種計画策定時など、政策形成過程における市政参画に関する各種制度の充実を図

るとともに、市民が主体的に参画できる手法を確立します。

❍ 各種施策や事業の実施・評価段階における市民参画の制度を確立します。

⑵ 開かれた行政の推進

❍ 個人情報の保護に配慮し、情報公開制度の適切な運用に努めます。

❍ 市の行政運営における公正性の確保と透明性の向上を図るため、市が実施する会議を原則とし

て公開するとともに、行政手続に関して共通する事項を定め、公表します。

１ 広報活動の充実により市民との情報共有を進めるとともに、市民の主体的な市政へ

の参画を可能とする仕組みを整備し、市民との協働によるまちづくりに取り組みま

す。

市民参画制度の充

実

政策に市民ニーズを反映させるため、条例の制定や各種計画の策定時などには、審

議会における市民委員の選任やパブリック・コメントの募集等を行い、市民が市政に

参画する機会や制度の充実を図ります。

・政策形成過程における市民参画制度の充実【政策課】

・パブリック・コメント制度の推進【秘書広聴課】

意識啓発の実施

市民の権利・責務や市民の市政参画の保障などを定めた自治憲章条例について、広

く周知を図るため、啓発を行います。

・自治憲章条例の啓発【政策課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・条例施行10周

年に伴う啓発

活動

・条例施行後の

評価の実施

・啓発活動 ・啓発活動 ・啓発活動 ・啓発活動

第１章 市民協働

第１節 市民参画 ～みんなでつくるまち～
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⑶ 広聴・広報活動の充実

❍ 市政に対する要望や意見を気軽に市に寄せることができるよう、市長への手紙・ファックス・

メールなどによる広聴制度の充実を図ります。

❍ 幅広い年代・階層における市政に関する意見・提言を把握するため、懇談会など直接市民と対

話できる機会の充実を図ります。

❍ 各種施策や事業の進捗状況、結果などについて、年次報告書などにより市民に対する説明の機

会の創出に努めます。

❍ 多数の市民の意向を把握するため、市民意識調査を定期的に実施します。

❍ 広報紙、ホームページについて、様々な世代にとって読みやすく分かりやすいものとなるよう

に配慮しながら、内容の充実に努めます。

❍ インターネットの活用や報道機関への情報提供など、様々な方法での市政情報の提供に努めま

す。

❍ 市民が日常の暮らしの中で身近に抱えている心配ごとや悩みごと等について安心して相談がで

きるよう、専門の相談員による各種相談窓口の充実に努めます。

行政情報の公開

公文書の開示請求権を市民に保障するとともに、個人情報の適正な管理を行うこと

で、開かれた市政の一層の推進と個人の権利利益の保護を図ります。

また、附属機関等の会議を原則として公開するとともに、許認可等の申請に対する

処分の審査基準及び標準的な処理期間を設定し、公表します。

・情報公開制度・個人情報保護制度の充実【総務課】

・市長の資産公開【総務課】

・会議公開制度の推進【総務課】

・行政手続に係る基準の公表【総務課】

市民意識の把握

市長への手紙・ファックス・メール、新座市長とタウンミーティング、小・中学生

議会や市内３大学学生と市長との懇談会の開催等により、幅広い年代・階層の市民か

ら意見・提言を伺う機会や制度の充実を図ります。

また、市民意識調査を実施し、市民意識の把握及び調査結果の市政への反映に努め

ます。

・市長への手紙、ファックス、メール制度の充実【秘書広聴課】

・新座市長とタウンミーティングの充実【秘書広聴課】

・小・中学生議会、市内３大学学生と市長との懇談会の実施【秘書広聴課】

・市民意識調査の実施【秘書広聴課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・実施

説明機会の創出

市の主要事業の内容及び推進状況について、広報紙、ホームページ、年次報告書な

どにより公表し、市民に対する説明の機会の創出に努めます。

・事業進捗状況の公表【政策課】
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情報提供の充実

読みやすく親しみやすい広報紙や利用しやすいホームページとなるよう努めると

ともに、掲載情報の充実及び情報更新の迅速化を図ります。

また、市勢要覧、市内地図や市役所業務を掲載した市民便利帳、市ＰＲビデオの作

成、広報紙の全戸配布、マスコミ各社に対する情報提供等様々な方法により、市政に

関する情報の積極的な提供と充実を図ります。

・広報紙の充実【シティプロモーション課】

・ホームページの充実【シティプロモーション課】

・市勢要覧の発行【シティプロモーション課】

・市民便利帳の発行【シティプロモーション課】

・市ＰＲビデオの作成【シティプロモーション課】

・広報紙の全戸配布【シティプロモーション課】

・報道機関への情報提供【シティプロモーション課】

・市政情報コーナーを活用した情報提供の充実【生涯学習センター】

・市政情報コーナーの充実【総務課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・発行

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・発行 ・発行 ・発行

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・映像資料の収

集・撮影

・映像資料の収

集・撮影

・映像資料の収

集・撮影

・映像資料の収

集・撮影及び

作成・公開

・映像資料の収

集・撮影及び

作成・公開

相談体制の充実

日常の暮らしの中で抱えている心配ごとや悩みごと等を安心して相談できるよう、

弁護士や税理士等の専門の相談員による無料相談を定期的に行います。

・市民相談の充実【人権推進課】
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基本方針

１ ボランティア・市民活動の推進

⑴ ボランティア・市民活動の支援

❍ 講座やセミナーの開催により、新たなボランティアなどの発掘・育成に努めます。

❍ ボランティア・市民活動に関する情報の効果的な収集と発信の仕組みづくりを進めます。

❍ 活動中の事故を救済し、安心して活動に参加できるように、公益的な活動を行う市民団体を対

象とする補償制度の運用を進めます。

❍ 市民の参加意欲を促進するため、ボランティア・市民活動に対する新たな人的・物的・経済的

な支援制度について検討します。

１ ボランティアやＮＰＯなどによる市民の自主的な活動が活発に展開されるよう支

援を進めます。

人材の育成

市民がボランティア・市民活動に自主的に参加できるよう、活動のきっかけとなる

場を創出し、新たな人材の発掘・育成を図ります。

・各種講座・セミナーの実施【地域活動推進課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・地域活動コー

ディネーター

養成講座

・地域デビュー

セミナー

・地域デビュー

セミナー

・地域デビュー

セミナー

・地域デビュー

セミナー

・地域デビュー

セミナー

情報提供の充実

ボランティア・市民活動に関する情報を効果的に収集するとともに、機関紙「にい

ざの地域活動だより」の発行やホームページへの掲載など、収集した情報の発信に努

めます。

・ボランティア・市民活動情報の収集・発信【地域活動推進課】

・「にいざの地域活動だより」の充実【地域活動推進課】

活動支援体制の確

立

公益的な市民活動を行う団体が、活動中に事故が発生した場合に負担が掛からない

よう、安心して活動に参加できる環境づくりを推進します。

・市民公益活動補償制度の運用【地域活動推進課】

第１章 市民協働

第２節 ボランティア・市民活動 ～ともに元気な力を発揮して～



46

⑵ ネットワーク化の推進

❍ 活動のネットワークづくりや活性化のため、ボランティア・市民活動団体の相互交流の機会の

拡充に努めます。

❍ 様々な分野で活動するボランティアやＮＰＯなどと市が連携して、地域の課題解決や公的サー

ビスの提供に取り組めるよう、仕組みづくりを進めます。

交流の促進

様々な分野で活動するボランティアやＮＰＯ等の地域活動団体同士の相互交流が

図れるよう、新たな公共の担い手となる人材や団体、地域資源などを効果的につなぐ

役割を担う地域活動コーディネーターと連携し、団体交流事業を実施します。

・団体交流事業の実施【地域活動推進課】
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基本方針

１ コミュニティ活動の推進

⑴ 住民自治意識の高揚

❍ 町内会などの地域コミュニティ活動の支援を通じて、地域で子どもや高齢者を見守るといった

住民の自治意識や地域における連帯意識の高揚を図ります。

❍ 大規模な集合住宅等が新たに建設された場合には、コミュニティの形成について支援を行いま

す。

１ 「自らが住む地域は、自らが参加し、相互の立場を尊重しながら協力してつくって

いく」という気運の醸成を図るため、町内会・自治会などを中心とした地域住民によ

るコミュニティづくりの支援に努めます。

コミュニティ活動

への支援の充実

自治と連帯の意識高揚を目指し、町内会及びコミュニティ関係団体への助成を行う

とともに、町内会が実施するホタル飼育事業への支援を行います。

・地域コミュニティ活動団体への支援【地域活動推進課】

・ホタルの里づくりの推進【地域活動推進課】

コミュニティ形成

への支援

大規模な集合住宅等が新たに建設された場合など、市民が新たなコミュニティの形

成を目指す際には、関連情報の提供等の支援を行います。

・新たなコミュニティの形成への支援【地域活動推進課】

都市間交流の促進

コミュニティ活動の一環として、友好姉妹都市である栃木県那須塩原市及び新潟県

十日町市との都市間交流を行います。

・国内友好姉妹都市との交流【地域活動推進課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・｢ちびっこふ

るさと探検

隊」事業の実

施（訪問）

・｢ちびっこふ

るさと探検

隊」事業の実

施（受入）

・｢ちびっこふ

るさと探検

隊」事業の実

施（訪問）

・｢ちびっこふ

るさと探検

隊」事業の実

施（受入）

第１章 市民協働

第３節 コミュニティ ～地域でつながる人と人～
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⑵ コミュニティ活動の促進

❍ 転入者への案内や町内会における活動などを通じ、地域コミュニティの核である町内会への加

入を促進します。

❍ 市立集会所の管理、公園の清掃など、自らが使用する地域における施設の管理等を通じて自治

意識の高揚を図るとともに、自主的な活動の活性化に努めます。

⑶ コミュニティ施設の充実

❍ 市立集会所の補修・改修を行うとともに、建築経過年数などを踏まえ、新設・建替えに取り組

むほか、地域会館の整備を支援します。

町内会活動の促進

住民の自治意識の高揚を図るため、集会所や公園等の管理について、地元の町内会

への委託を進めるとともに、町内会が主催する地域活動に対する支援に努めます。

また、町内会への加入を促進するため、転入者や未加入者等に対して町内会への加

入案内を行うとともに、ホームページ等で町内会の活動状況について周知します。

・町内会による集会所管理の実施【地域活動推進課】

・町内会による公園管理の実施【みどりと公園課】

・町内会活動への支援【地域活動推進課】

・町内会への加入促進【地域活動推進課】

活動拠点の整備

既存施設の老朽化への対応とともに、集会所の新設・建替えを計画的に行います。

また、地域コミュニティ活動を促進するため、町内会等が実施する地域会館・小公

園等の整備に対し助成を行います。

・集会所の建替え・改修【地域活動推進課】

・集会所の新設【地域活動推進課】

・地域会館等の整備への助成【地域活動推進課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・新座集会所解

体

・新堀一丁目集

会所建設

・新堀集会所解

体

・集会所建設（1

棟）
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基本方針

１ 人権尊重社会の構築

⑴ 人権教育の推進

❍ 学校教育や社会教育において、人権尊重の意識を高めるための学習機会を拡充し、市民一人ひ

とりの人権意識の高揚が図られるよう、人権教育を推進します。

⑵ 人権啓発・交流の推進

❍ 同和問題を始めとした様々な人権問題について、正しい理解と認識を深めるため、より効果的

な人権啓発活動を推進するとともに、市民と人権関係団体との交流を深める機会を設けます。

１ だれもが住みよいまちづくりを目指し、人権意識の高揚を図るとともに、相談・支

援体制の充実に努め、差別のない明るい地域社会を築きます。

学習機会の提供

同和問題を始めとする様々な人権問題について正しい理解と認識を深めるため、情

報収集や調査・研究を行うとともに、関係機関と連携し、市民、事業者、市職員等を

対象とした研修会や講座、講演会等を実施します。

また、学校における児童生徒への人権教育や教職員に対する研修会、研究会を実施

します。

・市民・企業への人権問題研修の実施【人権推進課】

・職員への人権問題研修の実施【人権推進課】

・人権に関する講座・講演会の実施【生涯学習スポーツ課】

・学校教育における人権教育の実施【教育支援課】

意識啓発の実施

「人権尊重社会をめざす県民運動強調月間（8月）」や「人権週間（12月）」に合わ

せた広報による周知や啓発物品の配布、小・中学生からの人権標語・ポスターの募集

等を通じて人権意識の高揚を図ります。

・人権問題に関する啓発【人権推進課】【生涯学習スポーツ課】

・人権標語・ポスター展の実施【生涯学習スポーツ課】

団体への支援の充

実

北足立郡市町人権フェスティバルなどにより、同和問題を始めとする様々な人権問

題の当事者との交流を深める機会を設けます。

また、人権教育団体との連携を図るとともに、団体への支援を行います。

・人権フェスティバルへの参加・協力【人権推進課】

・人権教育団体への支援【生涯学習スポーツ課】

第１章 市民協働

第４節 人権 ～差別のない明るいまちに～
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⑶ 相談・支援体制の充実

❍ 社会生活や家庭生活における様々な人権問題の解決を図るため、庁内関係部署や関係機関との

連携により市民が相談しやすい体制を構築するとともに、各種情報の提供や人権被害者に対する

支援体制の充実を図ります。

相談体制の充実

人権問題に関する市民からの相談に対し、市及び関係機関が設置する各種相談窓口

等と連携し、人権侵害被害者の救済や支援に努めます。

・人権相談の実施【人権推進課】
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基本方針

１ 男女共同参画社会の形成

⑴ 男女共同参画意識づくりの推進

❍ 男女平等意識の向上を促すとともに、ＤＶなどの人権侵害をなくすため、幼児教育や学校教

育、生涯学習など、あらゆる機会を通じて意識啓発に努めます。

❍ 女性困りごと相談などの相談・支援体制の充実に努めます。

⑵ 性の尊重と配偶者等からの暴力の根絶

❍ 男女がそれぞれ持つ身体的な特性を理解し、尊重し合うことができるよう、啓発活動や相談体

制の充実に努めます。

❍ 重大な人権侵害である配偶者等からの暴力の根絶を目指し、広く市民に対して、意識の啓発や

関連法規の理解の促進を図るとともに、被害者の救済体制の整備に努めます。

１ 男女の性別にとらわれることなく、一人ひとりの個性と能力を発揮できる男女共同

参画社会の実現に向けて、意識啓発と環境整備に努めます。

２ 女性の政策・方針決定過程への参画を進めます。

意識啓発の実施

男女共同参画情報紙の発行や、講演会・講座の開催など、関係機関との連携により、

固定的な性別役割分担意識などの解消を目指した意識啓発を図ります。

・男女共同参画意識の啓発【人権推進課】

・家庭における男女共同参画意識の啓発【人権推進課】

・男女共同参画のための生活環境づくりの推進【人権推進課】

学習機会の提供

社会的・文化的に形成された性別（ジェンダー）や固定的な性別役割分担意識を解

消するため、幼児教育、学校教育、生涯学習において男女平等教育を推進します。

・男女平等教育・学習の推進【人権推進課】

相談体制の充実

男女共同参画社会の推進を阻害する要因である性別による差別的取扱いや配偶者

からの暴力等に対する相談体制の充実を図ります。

・男女共同参画に関する相談体制の充実【人権推進課】

第１章 市民協働

第５節 男女共同参画

～女性と男性のよりよいパートナーシップをめざして～
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⑶ 男女共同参画のための環境整備

❍ 男女が共に社会的な活動に参加できるよう、育児や介護などに対する支援の充実に努めるとと

もに、働きやすい職場づくりについて事業者に対する啓発を行います。

❍ 職場における男女共同参画を推進するため、女性の就業機会の拡大、均等待遇の整備などにつ

いての啓発活動を行います。

性を尊重する意識

の高揚

男女共同参画社会を実現するため、男女がそれぞれ持つ身体的な特性を理解し、尊

重することができるよう、啓発を行うとともに、女性困りごと相談員による相談体制

の充実を図ります。

また、性的マイノリティ（性同一性障がい等）の理解促進に努めるとともに、相談

体制の充実を図ります。

・性と生殖に関する健康と権利についての意識啓発【人権推進課】

・性と生殖に関する健康と権利についての相談体制の充実【人権推進課】

・性的マイノリティについての理解の促進【人権推進課】

・性的マイノリティについての相談体制の充実【人権推進課】

配偶者等からの暴

力の根絶

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）を根絶するため、広報等により、意識の啓

発や関連法規の理解の促進を図ります。

また、ＤＶ被害を早期に把握し関係機関との連携を図るため、女性困りごと相談員

による相談体制を充実させるとともに、配偶者暴力相談支援センターなど、ＤＶ被害

者の保護や支援を行うための救済体制を整備します。

・ＤＶ根絶のための意識啓発【人権推進課】

・ＤＶに関する相談体制の充実【人権推進課】

・ＤＶ被害者の救済体制の整備【人権推進課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・庁内ＤＶ対策連

携会議・ＤＶ対

策ネットワーク

会議の開催

・配偶者等からの

暴力及び被害者

支援基本計画の

策定

・庁内ＤＶ対策連

携会議・ＤＶ対

策ネットワーク

会議の開催

・庁内ＤＶ対策連

携会議・ＤＶ対

策ネットワーク

会議の開催

・庁内ＤＶ対策連

携会議・ＤＶ対

策ネットワーク

会議の開催

・庁内ＤＶ対策連

携会議・ＤＶ対

策ネットワーク

会議の開催

・次期配偶者等か

らの暴力及び被

害者支援基本計

画の策定
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⑷ まちづくりへの男女共同参画

❍ 審議会における女性の登用の促進など、女性の政策・方針決定過程への参画を促進します。

❍ 男女共同参画推進プラザを拠点として、女性の社会的な活動の更なる活性化を図ります。また、

男女共同参画推進プラザの利用者の拡大を図るため、機能の充実及び施設の周知に努めます。

就業における男女

共同参画の推進

男女が共に働きやすい職場環境の整備を促進するため、事業所に対する男女共同参

画に関するアンケートの実施や男女雇用機会均等法などの関係法規の周知等を行い

ます。

また、市においても職場研修を実施するとともに、市が「事業者」として職員の子

育てを職場全体として応援するために定めた特定事業主行動計画を推進します。

・働きやすい職場づくりの推進【人権推進課】

・就業における男女共同参画の推進【人権推進課】

・職場における男女共同参画の推進【人事課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・啓発活動

・事業所アン

ケートの実施

・啓発活動

・啓発活動

・事業所アン

ケートの実施

・啓発活動

・啓発活動

・事業所アン

ケートの実施

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・男女共同参画

研修の実施

・男女共同参画

研修の実施

・男女共同参画

研修

・女性職員座談

会

・男女共同参画

研修

・女性職員座談

会

・次期特定事業

主行動計画

の策定

・男女共同参画

研修

・女性職員座談

会

社会活動への女性

の参画促進

市の政策・方針決定過程における女性の参画を進めるため、審議会等における委員

の男女構成比率の目標を定め、積極的に女性の登用を進めます。

また、ボランティア・市民活動への女性参画を促進する仕組みを構築します。

・政策・方針決定の場への参画促進【人権推進課】

・地域・社会活動への参画促進【人権推進課】

拠点施設の充実

男女共同参画社会の拠点施設である男女共同参画推進プラザにおける講座・講演会

の充実などを図ります。

・男女共同参画推進プラザの充実【人権推進課】
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基本方針

１ 国際化の推進

⑴ 国際交流の推進

❍ 市民自らが国際社会に生きる自覚と責任を持ち、国際的視野を身に付けるとともに、世界の人

たちとの相互理解を深めるため、国際交流機会の拡充を図ります。

❍ 異なる文化を持つ者同士が、それぞれの文化にふれあう場や、日本の伝統文化を外国人市民に

紹介する機会を設けます。

❍ 3か国の友好（姉妹）都市との間において、青少年の交流を始めとした市民レベルの相互交流

の拡充を図ります。

１ 市民の国際感覚・国際認識・国際理解を深め、一人ひとりが国際化を推進する主体

であるとの認識の下に、国籍を問わず、だれもが協働して地域づくりに取り組む多文

化共生のまちづくりを進めます。

２ 「新座市健康平和都市宣言」の趣旨にのっとり、平和で明るい社会を築くため、市

民の平和意識の高揚に努めます。

学習機会の提供

市民の国際意識や外国語に対する学習意欲の高揚を図るため、公民館等で講座を開

催するなど、異文化理解のための学習機会の拡充に努めます。

・国際理解及び外国語講座の実施【地域活動推進課】【中央公民館】

交流の促進

国際交流協会が主催する外国人市民との異文化交流の場である国際交流デーなど

の支援を行います。

また、青少年の国際感覚及び国際認識を高めるため、中学生の海外派遣を実施しま

す。

さらに、友好（姉妹）都市を提携している都市との交流が市民レベルで深まるよう、

交流分野の拡大を図るとともに、英語圏の都市との新たな連携について検討します。

・国際交流団体への支援【地域活動推進課】

・国際交流デー開催への支援【地域活動推進課】

・青少年海外派遣の実施【地域活動推進課】

・友好（姉妹）都市及び他国の都市との交流の推進【地域活動推進課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・実施

第１章 市民協働

第６節 国際化・平和 ～多文化のふれあうまち～
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⑵ 多文化共生のまちづくり

❍ 外国人市民が日本人市民と同等の行政サービスが受けられるよう、市における体制づくりを推

進するとともに、外国人市民が必要な情報を入手できるよう努めます。また、関係機関と連携し、

外国人市民に対する相談体制の充実に努めます。

❍ 市長と外国人市民との懇談会などの機会をとらえて、日本で生活する上での問題点などの把握

に努めることにより、国籍を問わず、市民一人ひとりが安心して快適に生活できるよう、施設設

備の整備などとサービスの充実に向けた体制づくりなどの両面において外国文化を意識した基盤

整備を進めます。

❍ 市民レベルでの国際協力、国際貢献活動を実現していくため、関係機関・団体とのネットワー

ク化を図るとともに、その活動の支援に努めます。

２ 平和意識の高揚

⑴ 平和意識の高揚

❍ 「新座市健康平和都市宣言」の趣旨にのっとり、多くの方に平和の尊さや大切さを考える機会

を提供し、市民の平和意識の高揚に努めます。

外国人市民への支

援の充実

外国人市民に日常生活の必要な情報を提供するため、外国語を併記した生活ガイド

ブックの配布やホームページでの情報提供を行うとともに、外国人市民が日本人市民

と同等の行政サービスを受けられるようにするため、関係機関と連携し、外国人市民

の相談に対応できる体制を整えます。

・外国人市民のための生活ガイドブックの配布【地域活動推進課】

・外国人市民に対する相談体制の充実【地域活動推進課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・生活ガイド

ブックの配布

・ホームページ

情報の更新

ネットワークの構

築

外国人市民が抱える問題点等の把握と改善に努めるため、国、県及び国際交流団体

等の関連機関・団体とのネットワーク化を図ります。

・国際化関係団体のネットワーク化の推進【地域活動推進課】

学習機会の提供

市民の平和意識の高揚を図るため、パネル展や講演会等を開催するなど、平和の尊

さを考える機会の提供に努めます。

・平和展の実施【人権推進課】
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第２章 市民生活

第１節 防災・消防 ～災害に強いまちをめざして～

第２節 交通安全 ～交通事故ゼロのまちをめざして～

第３節 防犯 ～安全で安心して暮らせるまち～

第４節 環境対策 ～やすらぎのある生活を守るために～

第５節 ごみ対策 ～ごみの減量と再資源化に向けて～

第６節 地域経済活動 ～活力ある暮らしを支えるために～

第７節 消費生活 ～消費者が安心できるまち～
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基本方針

１ 地域総合防災力の充実

⑴ 防災意識の高揚

❍ 防災に関する情報提供に努め、啓発活動や防災訓練などを通じて市民一人ひとりの防災意識の

高揚を図りながら、自主防災組織の活動及び防災リーダーの育成を支援します。

⑵ 防災体制の整備

❍ 災害時の食料や資機材の計画的な備蓄を推進するとともに、避難場所の整備や防災設備の充実

を図ります。

❍ 災害時における応援体制の強化のため、自治体や事業者などと災害時応援協定の締結を推進

します。

❍ 建築物の耐震診断や耐震改修を促進し、防災性の高い住環境づくりに努めます。

❍ 災害時要援護者に対する避難支援プランの作成に向けて検討するとともに、市が所有する情報

等の共有化、自主防災会や消防団への情報提供などについて検討し、避難体制を整備します。

１ 「自分たちのまちは自分たちで守る」という市民の防災意識の高揚に努めるとと

もに、多様な災害に対応できる防災体制の整備・強化を進めます。

市民の防災力の向

上

市民に対し、地震ハザードマップ、洪水・土砂災害ハザードマップやパンフレッ

ト等を配布することにより、防災意識の啓発を図り、大規模災害時の対応に備えま

す。

また、防災体制の強化を図るため、各自主防災会と市職員の協力体制を構築する

防災訓練を実施します。

さらに、防災リーダーの育成を始めとした自主防災会への支援を推進します。

・防災マップ等の配布【危機管理課】

・防災訓練の実施【危機管理課】

・自主防災会の充実【危機管理課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・自主防災会

用防災倉庫

の整備（2

棟）

・自主防災会

用防災倉庫

の整備（1

棟）

第２章 市民生活

第１節 防災・消防 ～災害に強いまちをめざして～
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防災体制の整備

災害時に備え、一般の避難施設の整備に加えて、避難行動要支援者などへの対応

が可能な福祉避難所の指定を進めるとともに、防災倉庫や防災備蓄品、避難場所看

板の整備・充実を図ります。

また、災害時における情報発信等を円滑に行うため、防災行政無線の受信所・戸

別受信機の改修を行うなど、災害時情報システムの整備を進めます。

さらに、災害時の応急給水体制の充実を図るため、災害用指定井戸や応急給水資

機材の確保を進めます。

・防災拠点施設の整備【危機管理課】

・災害時情報システムの整備【危機管理課】

・災害時の給水体制の充実【危機管理課】【水道業務課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・市防災備蓄

倉庫の整備

（4棟）

・防災備蓄品

の充実

・市防災備蓄

倉庫の整備

（2棟）

・防災備蓄品

の充実

・市防災備蓄

倉庫の整備

（2棟）

・防災備蓄品

の充実

・市防災備蓄

倉庫の整備

（1棟）

・防災備蓄品

の充実

・市防災備蓄

倉庫の整備

（1棟）

・防災備蓄品

の充実

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・防災無線受

信所の改修

(10か所)

・戸別受信機

の改修(4 か

所)

・防災無線受

信所の改修

(7か所)

・戸別受信機

の設置・改

修(8か所)

・防災無線受

信所の改修

(6か所)

・戸別受信機

の設置・改

修(5か所)

・戸別受信機

の改修(4 か

所)

・戸別受信機

の設置・移

設(2か所)

・戸別受信機

の改修(4 か

所)

・戸別受信機

の設置(9 か

所)

協力体制の確立

災害時における応援協力体制を強化するため、既に締結した他自治体や事業者と

の災害時応援協定の見直しを行うとともに、新たな災害時応援協定の締結に努めま

す。

・災害時応援協定の整備【危機管理課】

防災性の高い住環

境づくり

民間の建築物における耐震診断、耐震改修及びブロック塀等における撤去・築造

工事に対して助成するとともに、家具転倒防止等対策を推進することにより、防災

性の高い住環境づくりをめます。

・耐震診断、耐震改修への助成【建築開発課】

・ブロック塀等の撤去・築造への助成【建築開発課】

・家具転倒防止等対策の推進【危機管理課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・助成 ・助成 ・助成
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⑶ 消防体制の拡充

❍ 埼玉県南西部消防本部と連携して、消防団の設備や装備品の整備、情報の伝達体制の確保に努

めます。

❍ 消防団員の確保及び資質の向上を図ります。

❍ 消防水利の充足を図るため、水利が不足している地域に消火栓の設置を推進するとともに、耐

震性防火水槽の設置を進めます。

計画の策定

災害に対処するための基本的かつ総合的な計画である地域防災計画について、地

域社会の情勢変化等に応じ、実情に沿った計画とするため、内容の見直しを行うと

ともに、災害発生直後の初動期における市職員の実践的な活動マニュアルを職員配

置等を考慮して随時見直します。

災害時に自力での避難が困難な避難行動要支援者の避難活動を支援するため、個

別避難支援プラン（個別計画）を作成し、避難行動要支援者名簿の更新を行いま

す。

災害時に発生する廃棄物の適切な処理に関する対策を講じるため、災害廃棄物処

理計画を策定します。

市民の安全・安心な生活環境を保全するため、空家等の適正管理の方法や状態が

良好な空家の活用方法等を定める空家等対策計画を策定します。

・地域防災計画の見直し【危機管理課】

・避難行動要支援者支援制度の充実【危機管理課】【障がい者福祉課】【長寿はつ

らつ課】【介護保険課】

・災害廃棄物処理計画の策定【リサイクル推進課】【危機管理課】

・空家等対策計画の策定【交通防犯課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・見直し

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・策定

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・策定
・次期計画の

策定

消防団の活動体制

の充実

地域における消防体制の強化を図るため、消防団の拠点施設である分団車庫を順

次建て替えるとともに、消防車両、装備品や無線機の点検・更新を行います。

また、消防団員の確保や資質の向上を図るため、消防団が行う消火活動や訓練等

を充実させるとともに、消防団車庫の維持管理などを行います。

さらに、消防体制を強化するため、消防団活動の充実を図ります。

・消防団分団車庫の建替え【危機管理課】

・消防団の装備品の整備【危機管理課】

・消防団の無線機の整備【危機管理課】

・消防団活動の充実【危機管理課】

消防用設備の整備

災害発生時における円滑な消防活動を推進するため、消火栓及び耐震性防火水槽

の整備を進めます。

また、火災時に備え、街角消火器の整備と管理を推進します。

・消防水利（消火栓、防火水槽）の充実【危機管理課】

・街角消火器の整備【危機管理課】
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２ 危機管理体制の充実

⑴ 危機管理体制の充実

❍ 市民の生命、身体、財産に被害・損失が生じるおそれのある様々な危機を可能な限り想定し、

それぞれに対応し得るシステムの構築を検討し、体制を整備します。

危機管理体制の整

備

武力攻撃事態等から市民の生命・財産等を保護するため、必要な事項を定めた国

民保護に関する新座市計画について、社会情勢の変化等に応じて内容の見直しを行

います。

また、地域社会の実情に沿った計画とするため、地域防災計画の見直しを行うと

ともに、様々な危機に対応し得る体制の整備に努めます。

・国民保護に関する新座市計画の見直し【危機管理課】

・地域防災計画の見直し（再掲）【危機管理課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・見直し

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・見直し
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基本方針

１ 交通安全の確立

⑴ 交通安全意識の高揚

❍ 関係機関との連携の下、交通安全運動及び小学生や高齢者を対象とした交通安全教室を実施し、

交通ルールの遵守、マナーの向上や交通安全意識の啓発を図ります。

⑵ 安全な交通環境の整備

❍ 放置自転車等のない安全な交通環境を確保するため、駅周辺の自転車駐車場の整備を進めると

ともに、地域との連携を図りながら、撤去活動や利用マナーの啓発活動などを行います。

❍ 関係機関との連携の下、違法駐車等の防止に向けての意識啓発などの活動を推進します。

❍ 道路環境の変化や交通量の増加に伴う交通危険箇所の解消に向け、道路反射鏡（カーブミ

ラー）、安全標識、街路灯などの交通安全施設の整備を進めます。

❍ 小学生の通学路で、危険と思われる交差点等に交通指導員を配置し、児童の登下校時等の安全

確保に努めます。

❍ 歩行者や自転車等が安全に通行できる歩道の整備に向けて、それぞれの通行空間を確保できる

よう検討するとともに、通行者の意識の啓発に努めます。

１ 市民一人ひとりの交通安全意識の向上を図るため、交通安全運動を通じた啓発活

動を推進します。

２ 関係機関と連携し、交通安全推進体制の充実に努めるとともに、交通危険箇所の

解消に向け、交通安全施設の整備に取り組みます。

意識啓発の実施

交通ルールの遵守や交通安全意識の啓発、自転車や歩行者の通行マナーの向上を

図るため、交通安全団体等と連携し、交通安全運動や交通事故防止運動を定期的に

実施するとともに、小学生や高齢者等を対象とした交通安全教室を随時開催しま

す。

・交通安全運動の実施【交通防犯課】

・交通安全教室の実施【交通防犯課】

第２章 市民生活

第２節 交通安全 ～交通事故ゼロのまちをめざして～
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自転車利用環境の

整備

安全な交通環境を確保するため、特に駅周辺における自転車駐車場の充実や放置

自転車の撤去を実施するとともに、自転車の通行に配慮した歩道整備を検討しま

す。

また、放置自転車を未然に防止するため、誘導業務の推進や周辺の商業施設等と

の連携により自転車駐車場の利用を促進します。

さらに、地域や交通安全団体等と連携し、自転車マナーの向上のため、交通安全

運動などによる啓発を行います。

・自転車駐車場の充実【交通防犯課】

・放置自転車撤去活動の推進【交通防犯課】

・自転車の利用に配慮した歩道の整備【道路課】

・自転車駐車場利用の促進【交通防犯課】

・自転車利用マナーの啓発【交通防犯課】

自動車違法駐車対

策の推進

関係機関との連携の下、違法駐車等の防止に向けた啓発を行うとともに、必要に

応じて廃物判定委員会を開催し、放置自動車の適切な処理を実施します。

・違法駐車等の防止【交通防犯課】

・自動車駐車場の管理【交通防犯課】

施設・人員の整備

の充実

交通危険箇所の解消に向け、道路反射鏡、道路照明灯、啓発看板等の交通安全施

設の適切な管理・整備を推進します。

また、児童・生徒の安全確保を目的として、通学路で危険と思われる交差点に交

通指導員を配置するとともに、研修の実施など、指導員の資質向上を図ります。

・交通安全施設（道路反射鏡、道路照明灯、啓発看板など）の整備【交通防犯課】

【道路課】

・交通指導員の配置【交通防犯課】
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基本方針

１ 防犯体制の充実

⑴ 防犯意識の高揚

❍ 各種研修会や市民大会の開催など、市民一人ひとりの防犯意識の高揚を図るための啓発活動を

実施します。

⑵ 防犯体制の整備

❍ 新座警察署と連携して犯罪情報を把握し、学校・防犯関係団体などへ速やかに情報提供できる

よう、体制を整備します。

❍ 防犯パトロールなど、市民及び事業者による自主的な防犯活動を促すため、防犯資機材の貸与

などを通じ、防犯関係団体の活動を支援します。

❍ 道路照明灯の設置など、防犯設備の整備を推進します。

１ 市民が安全で安心して暮らせる「住みよいふるさと新座づくり」の実現に向け、

市民の防犯意識の高揚に努めるとともに、防犯体制の整備を図ります。

意識啓発の実施

市民の防犯意識の高揚を図るため、新座警察署や新座市防犯協会などの防犯関係

団体と連携して研修会や市民大会などを開催するとともに、啓発物資の配布や街頭

キャンペーンなどによる防犯運動を実施します。

・防犯研修会の充実【交通防犯課】

関係機関との連携

の推進

新座警察署と連携して、速やかな犯罪発生情報等の収集及び市民への提供体制の

整備を検討します。

また、防犯パトロールを行っている市民団体等に対し、ベストや腕章といっ

た備品の貸与などの支援を行います。

さらに、防犯、暴力排除、犯罪被害者支援を推進している団体への助成を行いま

す。

・防犯情報の提供【交通防犯課】

・犯罪情報提供体制の整備【交通防犯課】

・犯罪被害者への支援【交通防犯課】

・防犯関係団体の活動支援【交通防犯課】

・関係機関との連携による防犯体制の整備【交通防犯課】

第２章 市民生活

第３節 防犯 ～安全で安心して暮らせるまち～
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防犯設備の整備

夜間における通行の安全を確保するため、私道に防犯灯を設置し、管理する町内

会等に対して、設置費及び管理費の助成を行います。

また、安全で安心なまちづくりを推進するため、市内に点在する空家等が適切に

管理されるよう、所有者等に対し、条例に基づき指導・助言等を行います。

・防犯灯整備への助成【地域活動推進課】

・空家等の適切な管理【交通防犯課】

計画の策定

市民の安全・安心な生活環境を保全するため、空家等の適正管理の方法や状態が

良好な空家の活用方法等を定める空家等対策計画を策定します。

・空家等対策計画の策定（再掲）【交通防犯課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・策定
・次期計画の

策定
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基本方針

１ 環境への負荷の少ないまちづくりの推進

⑴ 環境の保全に関する仕組みの構築及び推進

❍ 「新座市環境基本条例」に基づき、環境の保全などに関する施策を総合的に推進します。

❍ 国が新たに示した温室効果ガス排出量の削減目標を踏まえ、引き続き市域における温室効果ガ

ス排出量の削減を目指して、各種事業を推進します。

❍ 環境マネジメントシステムを運用し、市の事務事業の実施に伴う環境負荷の低減を図ります。

１ 環境への負荷の少ないまちづくりを目指して、新座市環境基本条例の理念に基づ

き、環境の保全、回復及び創出に向けた取組を推進します。

２ 豊かな水と緑を守り、やすらぎのある生活環境を保全するため、市民・事業者・

市が連携しながら、環境保全に向けた取組や環境美化運動などを推進します。

総合的な環境保全

施策の推進

環境基本計画に基づき、環境の保全等に関する施策を総合的かつ計画的に推進す

るとともに、その進捗状況を年次報告書により公表します。

また、ＰＤＣＡサイクルの活用により、市の事務事業の実施に伴う環境負荷の低

減を総合的かつ系統的に行います。

・環境施策の進捗状況の公表【環境対策課】

・ＰＤＣＡサイクルの活用による総合的な環境保全施策の推進【環境対策課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・第 3 次環境

基本計画の

策定

第２章 市民生活

第４節 環境対策 ～やすらぎのある生活を守るために～
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⑵ 環境負荷の低減の意識の高揚

❍ 市民の環境に関する意識の高揚を目的として、環境保全のための講座、イベントなどを開催し、

各種啓発活動を推進します。

❍ こどもエコクラブ事業や出前講座などを活用して、子ども向けの環境学習事業を推進します。

地球温暖化対策の

推進

地球温暖化対策を推進するため、公共交通機関や自転車の積極的な利用、電力消

費の多い夏季・冬季における「エコ・カジュアル」・「ＷＡＲＭ ＢＩＺ（ウォー

ムビズ）」の実施などにより、温室効果ガスの排出量の削減に努めます。

また、公共施設の新設・改修等の際には、太陽光発電システムやＬＥＤ照明、雨

水貯留層の設置を行うとともに、新たな再生可能エネルギー設備の導入を検討しま

す。

さらに、道路照明灯でＬＥＤ照明が未整備の箇所について設置を推進します。

・公共交通機関や自転車の積極的な利用の推進【環境対策課】

・低公害車・低燃費車の利用の推進【環境対策課】

・「エコ・カジュアル」及び「ＷＡＲＭ ＢＩＺ（ウォームビズ）」の実施【環境

対策課】

・公共施設への太陽光発電システム、ＬＥＤ照明及び雨水貯留槽の設置の推進【環

境対策課】

・新たな再生可能エネルギー活用の推進【環境対策課】

・道路照明灯のＬＥＤ化の推進【道路課】

市民の環境配慮の

取組への支援

雨水貯留槽の設置に対して助成することにより、市民が行う環境配慮の取組を促

進します。

・雨水貯留槽設置への助成【環境対策課】

市民活動の推進

環境に関する市民意識の高揚を図るため、「もったいない運動」を実施するとと

もに、環境保全協力員などのボランティアによるまち美化活動等の環境保全活動を

支援します。

・もったいない運動の実施【環境対策課】

・環境保全協力員等による環境保全活動の推進【環境対策課】

学習機会の提供

環境保全に係る市民意識の向上を図るため、環境講座を実施します。

また、こどもエコクラブなどの子どもたちが地域において主体的に行う環境学習

や実践活動を支援します。

・環境講座の実施【環境対策課】

・こどもエコクラブの支援【環境対策課】
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２ やすらぎのある生活環境の整備

⑴ 公害対策の推進

❍ 大気汚染、水質汚濁を防止するため、定期的な環境測定を実施するとともに、県と連携し、事

業者に対する規制・指導を実施します。

❍ 騒音、振動、悪臭を防止するため、事業者に対する規制・指導を実施します。

⑵ 環境美化の推進

❍ 市民の環境美化意識を高め、不法投棄、ごみのポイ捨て、犬のふん害などの防止や駅前環境の

美化を図ります。

大気汚染防止の推

進

大気汚染の防止を図るため、定期的に市内における二酸化窒素の濃度測定を行い

ます。

また、廃棄物の焼却に伴い発生するダイオキシン類の排出を抑制するため、定期

的にパトロールを実施するなど、不適切な焼却への指導を行います。

・二酸化窒素濃度の測定【環境対策課】

・不適切焼却防止パトロールの実施【環境対策課】

水質汚濁防止の推

進

水質汚濁の防止や環境行政の基礎資料とすることを目的として、柳瀬川及び野火

止用水において水質検査を行うとともに、市内にある代表的な湧水について水質検

査・流量測定を行います。

・河川等の水質測定【環境対策課】

騒音・振動防止の

推進

ＪＲ武蔵野線の運行に伴って発生する騒音・振動の状況を把握するため、必要に

応じて貨車・客車別に測定を実施し、東日本旅客鉄道（株）及び日本貨物鉄道

（株）へ要望を行います。

また、主要幹線道路における自動車等の通行に伴って発生する騒音の状況を把握

するため、関越自動車道、国道254号、県道さいたま東村山線及び県道保谷志木線

の沿道の騒音測定を実施します。

・ＪＲ武蔵野線の騒音・振動の測定【環境対策課】

・主要幹線道路の騒音測定【環境対策課】

相談体制の充実

市民の生活環境を保全するため、工場・事業所等から発生する騒音、振動、悪臭

等に係る市民からの苦情・相談に随時対応します。

・公害に対する苦情・相談の対応【環境対策課】
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⑶ 快適な生活環境の実現

❍ 有害鳥獣の捕獲及び特定外来生物等の駆除などを行い、生態系の保全を図ります。

❍ 無秩序な土砂等のたい積や路上喫煙の防止、空き地の適正な管理などを推進します。

❍ 畜犬登録・狂犬病予防注射の届出を促進し、狂犬病予防対策の充実を図ります。

❍ 建築物の温度上昇を抑制し、省エネルギーを推進するとともに、市街地における緑地空間の創

出を図るため、屋上緑化や壁面緑化などについての啓発及び支援に努めます。

❍ 生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、公共下水道認可区域外における合併処理浄化

槽の設置及び適正な維持管理の啓発・推進に努めます。

環境美化への取組

の推進

不法投棄物の回収や不法投棄防止のためのパトロールの実施、駅前公衆トイレの

清掃・管理等により、道路上や駅前を始めとした市内の環境美化に取り組みます。

また、市民ボランティアによる違反簡易広告物の除却や、ふん害防止の啓発を通

じ、環境美化を推進します。

・不法投棄防止パトロールの実施【環境対策課】

・駅前公衆トイレの管理【環境対策課】

・違反簡易広告物除却の推進【環境対策課】

・飼い犬のふん害等防止の啓発【環境対策課】

市民によるまち美

化の推進

市内の町内会を中心とした市民清掃の日を年2回実施するとともに、ボランティ

ア団体による道路等の定期的な清掃活動の支援を行います。

・市民清掃の日の実施【環境対策課】

・ボランティア団体による清掃活動の実施【環境対策課】

快適な生活環境の

保持

人への被害を防止するため、有害鳥獣（カラス等）や害虫（スズメ蜂等）の駆除

等の支援を行います。

地域の生物多様性の保全を図るため、生物多様性地域戦略の策定について検討し

ます。

生活環境の安全確保を図るため、無秩序な土砂等のたい積について、監視・指導

を実施するとともに、土地所有者からの申請に基づく空き地の雑草等の除去を行い

ます。

志木駅、新座駅及びひばり通り周辺の路上喫煙禁止地区について、広報等を通じ

て啓発に努めます。

狂犬病予防法に基づき、飼い犬の登録と狂犬病予防注射の接種を呼びかけ、狂犬

病予防対策を推進します。

・有害鳥獣捕獲の推進【環境対策課】

・スズメ蜂の駆除等の支援【環境対策課】

・生物多様性地域戦略の策定【環境対策課】

・無秩序な土砂等のたい積の防止【環境対策課】

・空き地の雑草等除去事業の実施【環境対策課】

・路上喫煙防止の推進【環境対策課】

・畜犬登録及び狂犬病予防の推進【環境対策課】

屋上・壁面緑化の

推進

地球温暖化対策とともに快適な生活環境の創出を図るため、公共施設における

「緑のカーテン」の設置及び屋上・壁面緑化の普及・促進に努めます。

・緑のカーテンの設置【環境対策課】
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⑷ 墓園・斎場等の整備

❍ 市営墓園については、市民のニーズにこたえられるよう、斎場の計画的な整備を進めるととも

に、新たな形式の墓地の設置に向けて検討します。

❍ 民間墓地については、周辺環境に配慮した整備を指導します。

⑸ 防衛施設・基地周辺環境整備の推進

❍ 周辺住民の不安の解消・軽減を図るため、航空機等の安全な運行や訓練等の事故防止の徹底な

どについて、関係機関に対し要望します。

❍ 周辺環境の保全などを目的とした住民組織の活動を支援します。

浄化槽の適正使用

の推進

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、浄化槽の適正な維持管理の啓

発・推進に努めます。

・浄化槽の適正な維持管理の啓発【環境対策課】

放射線等対策の推

進

東京電力（株）福島第一原子力発電所事故により飛散した放射性物質への対応と

して、公共施設における空間放射線量の測定を実施するとともに、市民及び市内在

勤者に対して放射線測定機器を貸し出します。

また、給食食材や水道水等の放射性物質の測定を実施します。

・公共施設における空間放射線量測定【環境対策課】

・放射線測定機器の貸出し【環境対策課】

・給食食材等の放射性物質測定【保育課】【学務課】

・水道水の放射性物質測定【水道施設課】

市営墓園の充実

利用者のニーズに対応するため、指定管理者による施設運営の中で、高齢者、障

がい者等が利用しやすい施設づくりを推進します。

また、新たな形式の墓地の設置について調査研究を行います。

・市営墓園の充実【環境対策課】

民間墓地の適正な

整備

墓地等の経営許可申請を行う事業者に対し、周辺環境に配慮した整備を行うよう

指導します。

・墓地等の経営許可に関する指導【環境対策課】

環境整備の推進

航空機等の安全な運行や訓練等における事故防止の徹底などについて、防衛省な

どの関係機関に対し、あらゆる機会を捉えて要望を実施します。

また、住民と基地との円滑な関係を構築するため、周辺環境の保全などを目的と

した住民組織による要望などの活動を支援します。

・関係機関への要望【政策課】

・防衛施設・基地周辺住民活動への支援【政策課】
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基本方針

１ ごみ対策の推進

⑴ ごみ減量化対策の充実

❍ ごみの減量化、再資源化を促進するため、ごみ分別の徹底やごみを出さない生活への転換など

について、啓発活動を行います。

❍ 市民や町内会などの市民団体によるごみの再資源化に向けた取組に対し支援します。

❍ 事業者に対し、廃棄物の適正処理を促すとともに、リサイクル資源の適正な排出や分別など、

資源化・減量化に向けた啓発活動を行います。

❍ 更なるごみの減量化を目指し、家庭ごみの有料化などについて検討します。

１ 市民・事業者に対しごみ減量意識の啓発を図るとともに、循環型社会の構築に向

けて、分別の徹底と集団資源回収事業を中心とした再資源化によるごみの減量を推

進し、全国一ごみの少ないまちを目指します。

ごみ減量化の推進

ごみ処理の現状や３Ｒ（発生抑制・再使用・再生利用）の実践について、分別収

集に関する備品の作成や、スマートフォンを活用した情報提供及び啓発を行い、外

国人市民の方も含めて周知を図ります。

家庭から排出される可燃ごみ（生ごみ）については、減量及び堆肥化を推進する

ため、生ごみ処理容器購入費への助成を行うとともに、堆肥化施設の整備について

検討します。

事業者に対しては、ごみ減量・再資源化協力店制度の実施や、広報等を通じたご

みの適正処理の啓発を行います。

家庭ごみの有料化などの新たな手法によるごみの減量化について検討を行いま

す。

・ごみ減量活動の啓発【リサイクル推進課】

・生ごみ処理容器購入への助成【リサイクル推進課】

・生ごみ堆肥化施設の整備【リサイクル推進課】

・事業系ごみの適正処理及び減量化・再資源化の推進【リサイクル推進課】

・新たなごみ減量化対策【リサイクル推進課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・ごみ分別ア

プリ配信開

始

第２章 市民生活

第５節 ごみ対策 ～ごみの減量と再資源化に向けて～
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⑵ ごみ処理体制の整備

❍ ごみの焼却に伴う環境への負荷の低減や最終処分場の延命化を図るため、志木地区衛生組合と

連携し、ごみの分別収集、再資源化、中間処理及び最終処分などについて、適正かつ効率的な収

集・運搬体制の整備を進めます。

⑶ し尿処理対策

❍ 老朽化したし尿処理施設の在り方などについて、朝霞地区一部事務組合の構成4市により検討

し、処理体制の見直しを図ります。

計画の策定

一般廃棄物処理の推進を図るために平成24年度を初年度として策定した一般廃棄

物処理基本計画の目標年度が平成33年度であることから、必要に応じて再検討・修

正と次期計画の策定に向けた調査・研究を行います。

また、災害時に発生する廃棄物の適切な処理に関する対策を講じるため、災害廃

棄物処理計画を策定します。

・次期一般廃棄物処理基本計画の策定に向けた研究・検討【リサイクル推進課】

・災害廃棄物処理計画の策定（再掲）【危機管理課】【リサイクル推進課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・策定

効率的なごみ収集

の推進

志木地区衛生組合と連携し、一般家庭から排出される可燃ごみ・不燃ごみ・粗大

ごみ等の確実な収集を実施するとともに、収集体制の効率化を図ります。

・志木地区衛生組合との連携による効率的なごみ収集の推進【リサイクル推進課】

適正なし尿処理の

推進

朝霞地区一部事務組合と連携し、適正なし尿処理を推進するとともに、その体制

の見直しについて検討します。

・朝霞地区一部事務組合との連携による適正なし尿処理の推進【リサイクル推進

課】

団体への支援の充

実

ごみの減量化及び再資源化の促進を図るため、市民への啓発活動やリサイクル

マーケット等を推進している市民会議に対して支援を行います。

また、廃食用油を利用した再生せっけんの製造販売を行う公益社団法人新座市シ

ルバー人材センターに対し、事業経費の助成を行うとともに、今後の廃油の活用に

ついて研究等を行います。

・“見直そう・ごみ半減”推進新座市民会議への活動支援【リサイクル推進課】

・廃食用油再生せっけん製造への支援【リサイクル推進課】

再利用、再資源化

の推進

ごみの減量・再資源化を図るため、ビン、カン、ペットボトル、資源プラスチッ

クなどの分別収集を行うとともに、登録団体による集団資源回収事業に対して支援

を行います。

・リサイクル資源分別収集の推進【リサイクル推進課】

・集団資源回収の推進【リサイクル推進課】



73

基本方針

１ 地域産業の振興

⑴ 地域産業の育成・支援体制の充実

❍ 融資制度、経営相談の充実などを商工会と連携して進めていくことにより、中小事業者の経営

の安定化と経営基盤の強化を図ります。

❍ 起業・創業を目指す人に対するセミナーの実施や開業資金の融資などの支援に努めます。

❍ 地域の活性化と雇用機会の拡大を目指した企業誘致を進めるため、その受け皿となる用地の確

保に努めます。

１ 自然環境に恵まれた首都近郊都市という立地条件をいかし、地域産業の育成と支

援に努めます。

２ 市民の働く場としての産業振興に努めるとともに、雇用の安定など、勤労者の福

祉向上に努めます。

中小企業への支援

の充実

市内の中小企業者の振興を図るため、金融機関と協議しながら、融資制度や中小

企業融資利子補給制度の充実に努めます。

また、中小企業診断士による商店の経営診断や起業家等に対する経営相談事業に

加え、事業者、市民の資格取得を目標として実施する中小企業生涯学習事業、景気

状況等調査事業を行う商工会に対する支援を行います。

・融資制度の充実【経済振興課】

・中小企業融資利子補給制度の充実【経済振興課】

・商工会に対する支援【経済振興課】

・中小企業生涯学習事業への助成【経済振興課】

・景気状況等調査事業への助成【経済振興課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・助成

地域経済の振興

商店街等による地域活性化を図るため、地域通貨（アトム通貨）事業を行う商工

会に対して助成を行います。

・地域通貨（アトム通貨）事業への助成【経済振興課】

第２章 市民生活

第６節 地域経済活動 ～活力ある暮らしを支えるために～
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⑵ 農商工の連携

❍ 農商工の連携による新商品の開発や販路の開拓に取り組むとともに、各種イベントや祭りなど

で商品のＰＲを進め、産業観光の振興に努めます。

２ 農業基盤の充実

⑴ 農地の保全

❍ 都市農業の基盤である農地を計画的に保全し、都市における緑地空間の確保に努めます。

❍ 農家の意向を踏まえ、生産緑地の指定解除を極力抑え農地として継続できるよう、体験型農業

などの新たな手法について、関係者と連携して検討し、導入に努めます。

起業者への支援の

充実

起業を目指す市民を支援するため、商工会等と連携した育成支援セミナーを実施

します。

また、（株）日本政策金融公庫から開業資金の融資を受けた起業者に対する利子

補給を行い、資金調達を支援します。

・起業家等育成支援セミナーの実施【経済振興課】

・起業者等への開業資金調達の支援【経済振興課】

企業誘致の推進
雇用機会拡大のため、地域特性をいかした企業誘致について検討します。

・企業誘致の推進【経済振興課】

関係機関との連携

の推進

本市の産業と観光の振興を図り、郷土の文化向上に寄与することを目的として、

新座市産業観光協会への支援と連携の強化を図ります。

また、新座ブランドの認定を進めるとともに、物産品の地産地消、スローフード

の理念をキーワードに、農・商・工が連携した地元消費型の商品開発及びＰＲ方法

等について調査研究を行います。

・産業観光協会との連携の強化【シティプロモーション課】

・新座ブランド認定事業の推進【シティプロモーション課】

・農商工の協力体制の構築【経済振興課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・認定品のＰＲ ・認定品のＰＲ ・認定品のＰＲ ・認定品のＰＲ
・認定品のＰＲ

・第2回認定

農地の保全の推進

農地を保全するため、都市計画との整合性を図りながら、生産緑地制度について

啓発します。

また、生産緑地等の農地の有効活用を図るため、体験型農園としての活用を推進

するとともに、農業の観光農園化について農業団体と連携しながら推進します。

・生産緑地指定の推進【みどりと公園課】

・体験型農園等の推進【経済振興課】

・観光農業の推進【経済振興課】
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⑵ 都市近郊型農業の振興

❍ 農業経営基盤の強化のための支援や、新たな農業技術、環境保全型農業の導入に対する支援の

充実を図ります。

❍ 農業生産者団体との連携を密にし、後継者を含む青年農業者の交流の場の設定や、担い手の育

成、団体組織としての資質の向上を図るとともに、自主的な団体活動を促進します。

農業経営基盤の強

化

新たな農業技術・環境保全型農業の導入に対する補助制度の充実を図るととも

に、減農薬、減化学肥料栽培に係る認証制度の啓発を行います。

また、先端技術による生産システム等について、新座市農業振興協議会と連携

し、調査研究を行います。さらに、農業近代化資金利子補給を実施します。

・都市農業推進対策事業への助成【経済振興課】

・減農薬、減化学肥料栽培に係る認証制度の啓発【経済振興課】

・先端技術を活用した生産システムの導入の推進【経済振興課】

・農業近代化資金等利子補給制度の充実【経済振興課】

都市近郊型農業の

支援

都市近郊型農業の経営改善及び生産力向上を支援するため、付加価値の高い農産

物の生産や多品種少量生産の実施、新座市産農産物の販路拡大等につながる取組へ

の支援の充実やブランド化に向けた検討を進めます。

また、埼玉県などの関係機関と連携し、農業者の営農に関する技術的支援の充実

を図ります。

・付加価値の高い農産物の生産への支援【経済振興課】

・多品種少量生産への支援【経済振興課】

・新座市産農産物の販路拡大に向けた支援【経済振興課】

・新座市産農産物のブランド化【経済振興課】【シティプロモーション課】

・関係機関との連携による営農支援【経済振興課】

周辺地域との調和

を目指した農業の

推進

周辺地域と調和した畜舎経営の確立のため、ふん尿処理施設等の環境整備に対し

て助成します。

また、土埃の防止や土壌改良を推奨するため、土埃防止ネット設置の助成、緑肥

作物種子の配布、新たな緑肥作物の導入について調査研究を行うとともに、不用と

なった農業用ビニール等の適正な収集処理を図ります。

・畜産環境整備に対する助成【経済振興課】

・土埃防止対策の推進【経済振興課】

・農業用廃棄物の収集処理の推進【経済振興課】

新たな就農者への

支援

新規就農者及び農業後継者を育成するため、市内農業後継者団体の自主的な活動

を支援するとともに、埼玉県との連携の下、新規就農に関する相談業務等を行いま

す。

・新規就農者及び後継者組織の育成【経済振興課】

団体への支援の充

実

農業団体の組織強化を図るため、総合的に市の農業を推進することを目的とした

新座市農業振興協議会に対し、補助を行います。

・農業団体への支援【経済振興課】
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⑶ 身近な農業の推進

❍ 市民に身近な農業と地産地消を推進していくため、農産物直売施設の充実を図るとともに、レ

ジャー農園、農業体験農園などについて支援します。

❍ 関係機関と連携し、農産物の加工・直売、レクリエーション施設を組み合わせた観光農業を支

援します。

３ 商業基盤の充実

⑴ にぎわいのある駅周辺の商業地域づくり

❍ 新座駅周辺の土地区画整理事業の進捗に合わせて、新たな商業集積地や商店街の形成に向けた

支援に努めます。

❍ 志木駅やひばりヶ丘駅周辺地区における商業地域の更なる活性化に努めます。

⑵ にぎわいのある商店街づくり

❍ 商店街の活性化を図るため、市内商店会との連携を図り、各商店会が行う共同施設事業（施設

設備の整備など）や活性化推進事業（商店街への集客に向けた催しの開催など）に対し支援しま

す。

❍ 地域の方々が気軽に立ち寄り、交流できる拠点施設整備など、空き店舗の有効活用の方策につ

いて検討し、実現に努めます。

❍ 大型店の出店に当たっては、地域と連携し、協働によるまちづくりに積極的に参加するよう促

します。

❍ 産学官の連携により、新たな視点からの商業活性化を推進します。

直売施設の充実

地場農産物を地域で消費する環境を提供するため、関係機関との連携により、農

産物直売施設の充実を図ります。

・農産物直売施設の充実【経済振興課】

農地の有効活用

農業に対する理解を深めるために新座市農業振興協議会が設置するレジャー農園

について、仮設トイレの適正な維持管理を行い、利用者の利便性向上を図ります。

また、レジャー農園や体験農業など、新たな利用による休耕地の有効活用につい

て検討します。

・レジャー農園の充実【経済振興課】

・体験型農園等の推進（再掲）【経済振興課】

・休耕地の新たな有効活用【経済振興課】

観光農業の推進

都市農業を推進するため、新座市農業振興協議会や関係団体と連携し、果樹・花

卉園芸・野菜等生産農家などの協力の下、農業の観光化を図ります。
き

・観光農業の推進（再掲）【経済振興課】

駅周辺の商店への

支援

新座駅や志木駅、ひばりヶ丘駅周辺地区において、更なる活性化を促すため、既

存の補助制度の活用を含め、駅周辺の商店街に対する支援を図ります。

・駅前商店街への支援【経済振興課】
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４ 工業基盤の充実

⑴ 工業振興対策の充実

❍ 工業経営の近代化のため、商工会への支援を通じて、各種研修・講習会や経営等に関する相談

などを実施します。

５ 勤労者福祉の向上

⑴ 雇用の安定

❍ 就業機会の拡充を図るため、ハローワーク朝霞などと連携し、効果的な求人情報の提供を行い

ます。また、在宅での就労希望者に対し、内職の相談やあっせんを行います。

❍ 関係機関と連携し、新卒者・中高年者の雇用促進に努めるとともに、就労希望者のためのセミ

ナーなどを開催します。

商店街の活性化

商店街の活性化を図るため、街路灯、買物案内看板などの共同施設の設置への補

助や、商店街の運営改善、コミュニティ活動等への助成や歳末の販売促進事業等へ

の支援を行うとともに、商店街連絡会議において、県や市が実施する商店街活性化

策などに関する情報提供等を行います。

・商店街共同施設（街路灯、案内看板等）への助成【経済振興課】

・商店街活性化推進事業への助成【経済振興課】

・商店街歳末一斉セールへの助成【経済振興課】

空き店舗対策の推

進

空き店舗対策として、商店街活性化や地域のふれあいの拠点施設であるすこやか

広場の活用を図るとともに、空き店舗を利用した事業に関する助成など、空き店舗

の新たな有効活用について検討します。

・すこやか広場の充実【経済振興課】

・空き店舗の新たな有効活用【経済振興課】

関係機関との連携

の推進

にぎわいのある地域づくりを推進するため、大型店の出店に当たっては、商店会

や商工会など地域と連携した協働によるまちづくりへの積極的な参加を促します。

また、産学官の連携の推進を図るため、商工会や市内3大学に対し、特産品等の

研究や地域振興事業等を始めとするイベントの開催に対する協力を呼びかけます。

・大型店との連携による地域活性化の推進【経済振興課】

・産学官の連携の推進【経済振興課】

経営への支援の充

実

工業経営の近代化と安定化を図るため、事業所に対する経営相談を行う商工会に

対し、支援を行います。

・経営講習への支援【経済振興課】

・経営相談への支援【経済振興課】
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⑵ 勤労者福祉の推進

❍ 若年者のための就業・悩みごと相談を実施するとともに、勤労者の余暇活動の増進のため、各

種講座などの充実を図ります。

❍ 市内中小企業の福利厚生事業の充実のため、商工会を通じた支援を行います。また、勤労者の

住宅取得を促進していくため、各種助成制度の充実を図ります。

就労希望者への支

援の充実

就業機会の拡充を図るため、ハローワーク朝霞等と連携し、ふるさとハ

ローワークを活用した効果的な求人情報の提供を行うとともに、家庭外で働くこと

が困難な方には、事業者との連携による内職情報の提供のほか、在宅ワークに関す

る情報提供等に努めます。

また、若年者、高年齢者等の就業機会の確保を図るため、埼玉県等と連携しなが

ら就労支援セミナー、相談事業等を開催します。

・ふるさとハローワークの設置【経済振興課】

・内職相談、在宅ワーク支援の実施【経済振興課】

・就労支援セミナー等の実施【経済振興課】

勤労者福祉の推進

就業又はスキルアップにつながる就職相談を実施し、未就職者等への支援を進め

ます。

また、商工会と連携し、勤労者福祉の向上を図るため、特定退職金共済加入促進

事業及び福利厚生対策総合支援システム事業への助成を行います。

・勤労者向け相談業務の実施【経済振興課】

・勤労者福祉事業への助成【経済振興課】
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基本方針

１ 安全で豊かな消費生活

⑴ 消費生活の向上

❍ 消費生活における被害の発生や拡大の防止を図るため、相談体制を充実します。

❍ 消費者団体などと連携を図り、学習活動や自主的活動を支援します。

❍ 特定製品の製造又は販売を行う事業者に対して立入検査などを実施します。

１ 消費者自らが判断し、主体的に行動できるよう支援し、安全で豊かな消費生活の

実現に向けた取組を推進します。

相談体制の充実

悪質商法や振り込め詐欺等の被害の防止及び消費者支援のため、消費生活に関す

る情報提供の充実を図るとともに、多重債務相談を実施し、相談体制の充実を図り

ます。

・消費生活相談の充実【経済振興課】

意識啓発の実施

悪質商法や振り込め詐欺等の被害の防止及び消費者支援のため、消費生活に関す

る情報収集・提供を進めるとともに、啓発品やリーフレットの配布、消費者展の開

催などにより、意識啓発を図ります。

また、「自立した消費者」の育成を目指し、消費者教育を推進します。

・啓発用リーフレットの配布【経済振興課】

・消費者展の実施【経済振興課】

・消費者教育の推進【経済振興課】

団体への支援の充

実

消費者団体間のネットワーク構築に向けた支援を行い、相互に協力し合う環境づ

くりに努めます。

・消費者団体ネットワークの構築【経済振興課】

立入検査等の実施

消費者の生命・身体に対する危害の発生を防止するため、事業者に対し、商品等

に法で定められた適正な表示がされているかなどについて立入検査等を実施しま

す。

・消費生活用製品安全法に基づく立入検査等の実施【経済振興課】

・家庭用品品質表示法に基づく立入検査等の実施【経済振興課】

・電気用品安全法に基づく立入検査等の実施【経済振興課】

第２章 市民生活

第７節 消費生活 ～消費者が安心できるまち～
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⑵ 消費者への支援

❍ 消費生活講座や消費生活通信講座を開催するとともに、消費生活情報の提供を行います。

学習機会の提供

消費生活に関する知識の普及により、豊かで安全な生活を送るため、消費生活講

座（対象：一般、高齢者）や消費生活通信講座を開催します。

・消費生活講座の実施【経済振興課】

・消費生活通信講座の実施【経済振興課】

消費生活への支援

の充実

各家庭で不用となったが使用可能な物品について、譲りたい市民と譲り受けたい

市民を相互に紹介し、資源の節約を図ります。

また、地域消費者への還元や地域経済の活性化のために、地元の小売業者や農家

が行う朝市への助成を行います。

・再利用あっせん事業の実施【経済振興課】

・朝市の奨励【経済振興課】
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第３章 福祉・健康

第１節 地域福祉 ～共に支え合う地域社会をめざして～

第２節 高齢者福祉 ～安心を支えるまち～

第３節 児童福祉 ～健やかに子どもが育つまちづくり～

第４節 障がい者福祉 ～ノーマライゼーションのまちづくり～

第５節 低所得者福祉 ～生活の安定と自立を支える～

第６節 健康づくり・保健衛生 ～市民が元気なまちづくり～

第７節 国民健康保険・国民年金 ～安心した生活のために～
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基本方針

１ 地域福祉の充実

⑴ 情報提供機能・相談体制の充実

❍ 複雑・多様な社会保障制度や福祉サービスを市民が適切に利用できるよう、福祉に関する総合

的な情報提供機能・相談体制の整備を図ります。

❍ 関係機関などと連携し、地域の中で気軽に利用できる情報提供機能・相談体制の確立を目指し

ます。

❍ 地域福祉を展開するための活動拠点として、整備が予定されている（仮称）総合福祉センター

については、その機能や在り方の検討を進めます。

１ 高齢者、子育て家庭、障がい者など、福祉を必要としているすべての人が、様々な

福祉サービスや社会保障制度の中から、自分に合ったサービスを適切に利用できるよ

う、関係機関と連携を図りながら、総合的な情報提供機能・相談体制の充実に努めま

す。

２ 市民が共に支え合い、孤立することのない地域社会の実現に向け、地域における福

祉の担い手の育成を進めるとともに、地域住民などによる自主的な福祉活動の活性

化、ネットワーク化を図ります。

計画の策定

個別の福祉計画を横断的に捉える総合的な計画である第3次地域福祉計画を策定

します。

・地域福祉計画の策定【福祉政策課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・第３次地域福

祉計画の策定

情報提供機能・相

談体制の整備

複雑・多様な福祉の制度やサービスに関する総合的な情報提供や相談を行う福祉総

合窓口及び地域の中で気軽に利用することができる窓口について、社会福祉法人新座

市社会福祉協議会とも連携しながら整備・充実を図ります。

・総合的な情報提供・相談体制の整備・充実【福祉政策課】

・地域における情報提供・相談体制の整備・充実【福祉政策課】

第３章 福祉・健康

第１節 地域福祉 ～共に支え合う地域社会をめざして～
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⑵ 地域福祉活動への支援

❍ 民生委員・児童委員の増員や研修の拡充など、民生委員・児童委員の活動の充実を図ります。

❍ 地域福祉団体、福祉施設や事業所などが交流を深め、連携して地域福祉活動に取り組めるよう、

地域福祉ネットワークづくりを進めます。

⑶ 地域における担い手の育成と支援

❍ 社会福祉協議会と連携して、町内会や地域福祉団体など、地域社会で活動する団体間の交流機

会を充実するとともに、幅広い年代に対する福祉意識の啓発に努めます。

❍ 社会福祉協議会などと連携して、地域福祉ボランティア、ＮＰＯの育成に努めるとともに、活

動を支援します。

拠点施設の整備

総合的な福祉施設として建設を予定している（仮称）総合福祉センターについて、

市民ニーズ等を勘案し、その機能や在り方、建設規模などについて検討を進めます。

・（仮称）総合福祉センターの建設に向けた検討【福祉政策課】

民生・児童委員活

動への支援

地域におけるよき相談者として国から委嘱された民生・児童委員について、委員改

選時（3年ごと）には、必要に応じて、国に対して増員要望を行うとともに、委員の

研修会等を実施します。

また、委員改選後には、氏名・活動区域・職務などを記載した「民生・児童委員だ

より」を配布し、地域住民に活動の周知を図ります。

・民生・児童委員活動への支援【福祉政策課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・研修会等の実

施

・委員の増員の

要望

・研修会等の実

施

・「民生・児童

委員だより」

の配布

・研修会等の実

施

・研修会等の実

施

・委員の増員の

要望

・研修会等の実

施

・「民生・児童

委員だより」

の配布

ネットワークの構

築

社会福祉法人新座市社会福祉協議会と連携し、福祉フェスティバルを実施します。

また、地域福祉団体や福祉施設等への情報提供、会議の開催などによる交流を支援

するとともに、特にひとり暮らしの高齢者のごみ出しや買い物、庭木の手入れといっ

た日常生活の困りごとを近隣の住民で支援する仕組みづくりを進め、地域福祉におけ

るネットワークづくりを進めます。

・福祉フェスティバルの実施【福祉政策課】

・地域における支え合いの仕組みづくり【福祉政策課】

・地域福祉ネットワークの構築【福祉政策課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・生活支援コー

ディネーター

の配置（6か

所）
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団体等への支援の

充実

市民との協働による地域福祉を推進するため、その中心的役割を担う社会福祉法人

新座市社会福祉協議会へ助成を行い、ボランティアの育成や地域福祉活動の取組を支

援します。

また、社会福祉協議会と連携して、地域福祉ボランティアやＮＰＯの育成の支援を

行います。

・社会福祉協議会への助成【福祉政策課】

・地域福祉ボランティア及びＮＰＯの育成支援【福祉政策課】
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基本方針

１ 高齢者福祉の充実

⑴ 暮らしやすい地域づくりと高齢者の権利擁護の推進

❍ 地域ケア会議の充実、地域住民などによる地域福祉活動との連携の強化、保健・医療・福祉の

連携強化など、地域包括支援センターを核として、地域ケア体制の充実に努めます。

❍ 判断力の低下した高齢者が安心して地域で暮らしていけるよう、社会福祉協議会が行っている

福祉サービスへの利用援助や成年後見制度の周知及び利用の促進に努めるとともに、権利擁護が

必要な高齢者に対する相談の充実を図ります。

❍ 高齢者虐待の防止や早期発見のため、地域における関係者のネットワークづくりを進めます。

❍ 家族介護者に対して、介護の知識や技術を提供する機会を設けるとともに、介護疲れの解消な

どの支援に努めます。

１ すべての高齢者が心身の健康を保ち、住み慣れた地域社会の一員として自立した生

活を送れるよう、介護予防に重点を置きながら、介護支援、在宅福祉などの高齢者福

祉サービスの充実を図ります。

２ 高齢者が生きがいを持って暮らしていけるよう、社会参加の機会の充実を図りま

す。

第３章 福祉・健康

第２節 高齢者福祉 ～安心を支えるまち～
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⑵ 介護予防システムの充実

❍ 健康手帳の普及・活用機会の拡大、健康教育の充実など、高齢者の健康管理の充実を図るとと

もに、介護予防の普及啓発に努めます。

❍ 要支援・要介護状態になる危険性の高い高齢者を適切に把握し、通所や訪問による介護予防の

重点的な取組を進めます。

地域ケア体制の充

実

日常生活圏域ごとに設置し、総合相談・支援、介護予防ケアマネジメントなどを行

う高齢者相談センターの体制を充実し、高齢者が住み慣れた地域でいつまでも生活を

継続できるよう支援の強化を図ります。

第6期新座市高齢者福祉計画・介護保険事業計画に基づき、日常生活圏域の見直し

に着手することとし、西部圏域への対応として新たな高齢者相談センターを設置しま

す。

地域ケア会議を通じて、高齢者の自立支援に資するケアマネジメントを検討すると

ともに、地域に共通する課題を明らかにし、政策形成につなげていきます。

在宅医療・介護連携のための体制の充実を図るとともに、生活支援サービスを担う

事業主体と連携しながら、多様な日常生活上の支援体制の充実を図ります。また、高

齢者の生活支援や介護予防サービスの体制整備を目的とした生活支援コーディネー

ター（地域支え合い推進員）を配置します。

・高齢者相談センターの充実【介護保険課】

・地域ケア会議の実施【介護保険課】

・認知症施策の推進【介護保険課】

・在宅医療・介護連携の推進【介護保険課】

・生活支援サービス体制の整備【介護保険課】【福祉政策課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・西部圏域への

新設

権利擁護の推進

配偶者や二親等内の親族がいない場合等における認知症高齢者等の保護を図るた

め、市長申立てによる成年後見等の審判申立てを行った場合に、その一連の費用等を

助成します。

また、高齢者の権利擁護に関する相談を充実し、認知症高齢者等の日常生活自立支

援事業利用料の助成や緊急ショートステイといった虐待等からの保護や関係機関等

とのネットワークの構築などにより、高齢者の尊厳や権利の保護を図ります。

・成年後見制度審判申立費用の助成【長寿はつらつ課】

・権利擁護事業の実施【長寿はつらつ課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・成年後見人に

関する助成

・成年後見人に

関する助成

・講演会の開催

・成年後見人に

関する助成

・成年後見人に

関する助成

・講演会の開催

・成年後見人に

関する助成

介護者に対する支

援の充実

認知症等により見守りの必要がある高齢者の家族に対する位置探索機の貸出しや

家族介護者教室、認知症サポーター養成講座の開催など、家族介護者に対する支援を

行います。

・家族介護者に対する支援【介護保険課】
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介護予防システム

の充実

高齢者の運動機能の向上及び閉じこもり・認知症発生を予防するため、介護予防講

演会や「にいざ元気アップ広場」等を開催し、介護予防の普及啓発を図ります。

地域介護予防活動支援の更なる充実を図るため、「にいざ元気推進員」のフォロー

アップ講座の実施や同講座へのリハビリテーション専門職の派遣を行うとともに、

ニーズの掘り起こしをするための介護予防アンケートを実施し、介護予防活動を促進

します。

多様なサービスの充実を図るため、従来の介護予防給付（訪問介護及び通所介護）

相当のサービスと新たに市独自の基準で提供するサービスで構成する総合事業を推

進するとともに、要支援者及び基本チェックリストにより該当になった者に対し、介

護予防・生活支援サービスを提供します。

40歳以上の市民を対象に、各種検診・健康診査や、医療機関の履歴等を記録する

ことができる健康手帳を交付するとともに、18歳以上の市民及びその家族には、保

健師、看護師、栄養士、助産師などによる健康に関する相談を実施します。

健康に関する正しい知識の普及を図るため、生活習慣の改善等を目的とした健康教

室を開催します。

・介護予防普及啓発事業（介護一次予防事業）【介護保険課】

・介護予防普及啓発事業（一般介護予防事業）【介護保険課】

・地域介護予防活動支援の充実【介護保険課】

・介護予防・生活支援サービス事業【介護保険課】

・健康手帳の普及・活用機会の拡大【保健センター】

・健康相談の充実【保健センター】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・介護予防講演

会、「にいざ元

気アップ広

場」、「ウォー

キング事業」、

「ほっと茶

や」、「健康マ

イレージ事

業」等の実施

・介護予防ガイ

ドブックの作

成

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・介護予防講演

会、「にいざ元

気アップ広

場」、「ウォー

キング事業」、

「ほっと茶

や」、「健康

マイレージ事

業」等の実施

・介護予防ガイ

ドブックの作

成

・介護予防講演

会、「にいざ元

気アップ広

場」、「ウォー

キング事業」、

「ほっと茶

や」、「健康

マイレージ事

業」等の実施

・介護予防ガイ

ドブックの作

成

・介護予防講演

会、「にいざ元

気アップ広

場」、「ウォー

キング事業」、

「ほっと茶

や」、「健康

マイレージ事

業」等の実施

・介護予防ガイ

ドブックの作

成

・介護予防講演

会、「にいざ元

気アップ広

場」、「ウォー

キング事業」、

「ほっと茶

や」、「健康

マイレージ事

業」等の実施

・介護予防ガイ

ドブックの作

成

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・訪問型サービ

ス、通所型

サービス等の

実施

・ケアマネジメ

ントの実施

・訪問型サービ

ス、通所型

サービス等の

実施

・ケアマネジメ

ントの実施

・訪問型サービ

ス、通所型

サービス等の

実施

・ケアマネジメ

ントの実施

・訪問型サービ

ス、通所型

サービス等の

実施

・ケアマネジメ

ントの実施
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⑶ サービス基盤の整備

❍ 支援や介護を必要とする高齢者が安心して暮らしていけるよう、在宅介護サービスを始めとす

る多様なサービスを提供できる基盤整備を進めます。

❍ ひとり暮らし高齢者や認知症高齢者に対するサービスの充実のため、認知症対応型通所介護、

小規模多機能型居宅介護など、地域密着型サービスの充実に努めます。

❍ 介護老人福祉施設や介護老人保健施設を運営する事業者に対する支援を進めます。

・健康管理に関する講演会の実施【保健センター】

・健康教室の実施【保健センター】【介護保険課】

計画の策定

保健・医療・福祉を始めとする高齢者施策に関する総合計画である、高齢者福祉計

画・介護保険事業計画について、介護保険事業計画等推進委員会による審議を経て、

策定します。

・高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定【介護保険課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・計画策定に係

るアンケート

の実施

・第7期高齢者

福祉計画・介

護保険事業計

画の策定

・計画策定に係

るアンケート

の実施

・第8期高齢者

福祉計画・介

護保険事業計

画の策定

情報提供・相談体

制の充実

介護保険制度関連パンフレットの配布等を通じて制度の趣旨普及を図ります。

・介護保険に関する市民への情報提供【介護保険課】

介護サービスへの

支援の充実

居宅介護サービス給付費、施設介護サービス給付費、居宅介護福祉用具給付費、高

額介護サービス給付費など、要介護者・要支援者が利用した介護（予防）サービスに

係る費用の法定負担分を給付します。

また、居宅介護サービス及び施設介護サービスの利用料を支払うことが困難な低所

得者に対しては、サービスを利用しやすくするため、利用料の一部を助成します。

さらに、高齢者が住み慣れた家庭や地域の中で安心して暮らし続けることができる

よう支援を行うとともに、介護をする家族等の身体的、精神的及び経済的負担の軽減

を図るため、日常生活に必要な様々なサービスの提供又は手当の支給を行います。

・介護給付費の給付【介護保険課】

・介護サービス利用料への助成【長寿はつらつ課】

・在宅福祉サービスの充実【長寿はつらつ課】
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⑷ 社会参加と健康づくりの推進

❍ 高齢者がその経験や知識などをいかし、地域社会に積極的に参加し、活動していけるよう、ボ

ランティア活動などの機会の提供を更に進めます。

❍ 市内大学などとも連携しながら生涯学習・スポーツ活動や多様な交流活動の機会の充実に努め

ます。

❍ シルバー人材センターの機能の充実を積極的に支援し、高齢者への就業機会の提供を強化する

とともに、女性も就業しやすい環境の整備を図ります。

❍ 世代間交流機会の拡充や高齢者の心身の健康保持を図るため、老人クラブの活動を支援します。

❍ 高齢者を対象とする医療制度の円滑な運営に努めるとともに、予防医療の充実を図ります。

施設サービスの充

実

地域密着型サービスを行う施設の整備に対し、整備費の一部を助成します。

また、居宅において適切な養護を受けることが困難な高齢者が適切な養護を受けら

れるよう、養護老人ホーム等又は老人短期入所施設等への入所の支援を行います。

・地域密着型サービス基盤整備への支援【介護保険課】

・養護老人ホーム入所への支援【長寿はつらつ課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・認知症対応型

共同生活介護

（グループ

ホーム）整備

への助成（1

事業所）

・地域密着型介

護老人福祉施

設整備への助

成（1事業所）

・地域密着型

サービス事業

者の公募

住宅への支援の充

実

要介護者等が、住宅改修の際にケアマネジャー以外の方に申請理由書の作成を依頼

した場合は、作成費用について助成を行います。

また、生活に困窮しているひとり暮らしの高齢者の生活の安定を図るため、高齢者

住宅を提供します。

さらに、居室の増改築など住宅環境の改善に係る整備費用について、助成又は貸付

けを行います。

・住宅改修申請理由書作成手数料の助成【介護保険課】

・高齢者住宅管理【長寿はつらつ課】

・住宅整備支援【長寿はつらつ課】

研修機会の充実

市内の居宅介護支援事業所及び高齢者相談センターに対し、高齢者虐待や認知症へ

の理解、在宅医療・介護連携等のテーマを決めて研修を実施することで、サービスの

質の向上を図ります。

・ケアマネジャー等研修会の実施【介護保険課】
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交流の促進と生き

がい対策

介護予防・健康づくり・世代間交流を図るため、高齢者いきいき広場の充実を図り

ます。

また、様々な文化活動や社会参加活動を通じて教養の向上や健康増進を図るため老

人クラブや高齢者の就業の場を提供することを目的とした公益社団法人新座市シル

バー人材センターに対し、助成を行います。

さらに、高齢者の各種相談への対応を行うとともに、健康の増進、教養の向上及び

レクリエーション等のサービスを総合的に提供するため、老人福祉センターの充実を

図ります。

また、高齢者の長寿を祝うとともに敬老の意を表し、併せて福祉の増進を図るため、

敬老祝金を支給します。

・高齢者いきいき広場の充実【長寿はつらつ課】

・老人クラブ活動への支援【長寿はつらつ課】

・シルバー人材センターへの支援【長寿はつらつ課】

・老人福祉センターの充実【長寿はつらつ課】

・敬老祝金の支給【長寿はつらつ課】

後期高齢者医療制

度の運営

埼玉県後期高齢者医療広域連合と連携し、後期高齢者医療制度の円滑な運営に努め

ます。

また、後期高齢者医療制度加入者の健康の保持増進を図るため、健康診査、人間

ドック検診に対する助成、保養施設利用に対する助成を行います。

・後期高齢者医療制度の運営【長寿はつらつ課】

・後期高齢者医療制度加入者への助成【長寿はつらつ課】

高齢者福祉施設の

整備

第二老人福祉センターについて、老朽化に伴う移転・建替工事を実施します。

・老人福祉センターの移転・建替え【長寿はつらつ課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・第二老人福祉

センター建設

工事設計

・第二老人福祉

センター建設

工事

・第二老人福祉

センター建設

工事
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基本方針

１ 子どもと子育て家庭の福祉の充実

⑴ 子育て支援の推進

❍ 子どもたちの健やかな成長、発達を促すため、子育てに関する学習機会の提供と情報提供機能・

相談体制の充実を図ります。

❍ 母子保健事業、子育て支援ホームヘルパーの派遣など、子育て家庭への支援を推進します。

❍ 地域子育て支援拠点事業の実施、ファミリー・サポート・センターの運営など、身近な地域社

会における子育て支援体制の充実を図ります。

❍ 市民による子育てサークル、子育てボランティア、ＮＰＯなどの活動の更なる支援に努めると

ともに、そのネットワークづくりを進めます。

❍ 児童の健康を増進し、また、情操を豊かにすることを目的として、親子で楽しく健全に遊べる

場としての児童センターの充実を図ります。

❍ 子育て女性の再就職支援に努めるとともに、関係機関と連携して、父親も母親も子育てと仕事

の両立ができる就労環境の整備について、事業者への働きかけを進めます。

１ 未来を担う子どもたちが健やかに育つよう、環境づくりを進めます。

２ 子育て家庭に対する支援や保育サービスの充実など、市民の自主的な活動との連携

を図りながら、子育てしやすい環境づくりを進めます。

計画の策定

幼児教育・保育、地域の子ども・子育て支援に関する総合的な計画である、子ども・

子育て支援事業計画について、平成32年度から平成36年度までを計画期間とする

新たな計画を策定します。

・次期子ども・子育て支援事業計画の策定【こども支援課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・ニーズ調査の

実施

・次期子ども・

子育て支援

事業計画の

策定

第３章 福祉・健康

第３節 児童福祉 ～健やかに子どもが育つまちづくり～
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学習機会の提供

家庭における教育力の向上や育児不安の解消、地域での仲間づくりを進めるため、

保護者に対する子育て講座を実施します。

また、高齢者やこれから親になる世代等を対象として、子育て理解講座を実施し、

家庭教育の大切さの啓発に努めます。

さらに、子育て中の親が必要な様々な情報（子育て支援サービス、幼稚園・保育園

情報等）を集めた「子育て情報誌」を発行するとともに、その内容をホームページに

掲載します。

・子育てに関する講座の実施【こども支援課】【保健センター】【中央公民館】

・子育て理解講座の実施【こども支援課】【中央公民館】

・子育てに関する情報の提供【こども支援課】

相談体制の充実

家庭における適切な児童の養育と、養育に関連して発生する児童の問題の解決を図

るため、相談体制の充実を図ります。

また、子どもの保護者やその家族等が自身のニーズに合わせて幼稚園・保育園等の

施設や地域の子育て支援サービスを適切に選択できるように、利用者支援員等を市役

所や地域子育て支援センターに配置し、情報提供や相談・支援を行います。

さらに、母子保健に関する専門知識を有する助産師等（母子保健コーディネーター）

が妊娠期から継続的に相談支援を行う利用者支援事業（母子保健型）と連携し、妊娠

期から子育て期までの切れ目ない子育て支援体制（子育て世代包括支援体制）の構築

を目指します。

・児童福祉相談の充実【こども支援課】

・家庭児童相談室の充実【こども支援課】

・利用者支援事業（特定型）の実施【保育課】

・利用者支援事業（基本型）の実施【こども支援課】

・利用者支援事業（母子保健型）の実施【保健センター】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・配置（1か所） ・配置（1か所）

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・配置（1か所） ・配置（1か所）

子育て支援サービ

スの充実

経済的理由により入院助産を受けられない妊産婦を対象に入所措置を行います。

また、出産直後の母親のいる家庭で、親戚等から家事援助が望めない家庭に対し、

ホームヘルパーを派遣し家事援助を行います。

さらに、保護者の養育支援が特に必要な家庭を保健師等が訪問し、養育に関する指

導助言又は育児や家事の援助を実施し、支援を図る養育支援訪問事業を実施します。

・助産施設入所委託の実施【こども支援課】

・子育て支援ホームヘルパー派遣の実施【こども支援課】

・養育支援訪問事業の実施【こども支援課】
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地域における子育

て支援体制の充実

あらかじめ登録された会員同士が、保育園への送迎や一時的な預かり等、育児に係

る相互の助け合いの活動を行うファミリー・サポート・センターについて、更なる充

実を図ります。

地域子育て支援拠点（地域子育て支援センター）では、親子の交流の場を提供し、

子育て家庭の支援活動の企画・調整、育児不安等についての相談指導、子育てに関す

る情報の提供等を実施し、地域全体で子育てを支援する基盤の形成を図ります。

授乳及びおむつ替え等の対応が可能な施設を赤ちゃんの駅として指定し、乳幼児連

れの保護者が安心して外出できる環境の整備を進めます。

乳幼児を持つ保護者が楽しく仲間づくりや情報交換、交流のできる場である子育て

サロンやなかまほいくく、子育てネットワークフェスティバルを実施するとともに、

児童センターの業務及び施設の充実を図ります。

・ファミリー・サポート・センターの充実【こども支援課】

・地域子育て支援拠点事業の実施【こども支援課】

・赤ちゃんの駅の充実【こども支援課】

・男性の育児参加の啓発【こども支援課】

・子育てサロンの実施【こども支援課】

・なかまほいく事業の実施【こども支援課】

・子育てネットワークフェスティバルの実施【こども支援課】

・児童センター業務の充実【こども支援課】

・児童センター施設の充実【こども支援課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・地域子育て支

援センター

（13か所）

・地域子育て支

援センター

（13か所）

・地域子育て支

援センター

（13か所）

・地域子育て支

援センター

（12か所）

・地域子育て支

援センター

（13か所）

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・冷暖房の改修

・福祉の里児童

センタープ

レイルーム

床改修

関係機関との連携

の推進

地域社会が一体となった子育て環境づくりを推進するため、子ども子育て会議を開

催し、学識経験者や地域活動団体等の各種関係機関が連携し、子育て支援の充実を図

ります。

また、子育て女性の再就職を支援するため、関係機関と連携して、子育てと仕事の

両立ができる就労環境の整備について、事業者への働きかけを進めます。

・関係機関との連携【こども支援課】

・事業者への啓発の実施【経済振興課】
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⑵ 保育サービスの充実

❍ 入所待機児童の解消を図るため、社会福祉法人などによる認可保育園の整備を支援するとともに、

家庭保育室に対する支援の充実に努めます。

また、市立保育所については、園舎の建替えなどによる入所定員の拡大を検討します。

❍ 一時保育、障がい児保育、休日保育や延長保育など、多様な保育サービスの充実を図るとともに、

保育士・指導員の資質向上に努めます。

❍ 放課後児童保育室について、利用者の増加によって狭あい化、大規模化した施設への対応を進めま

す。

❍ 適切な保育環境を確保するため、老朽化した保育所の建替えや改修を計画的に進めます。

児童福祉施設の整

備

待機児童の解消を図るため、民間保育所の新設及び増築等の施設整備事業に対し、

整備費の助成を行うとともに、幼稚園の認定こども園への移行を支援します。

また、放課後児童保育室の狭あい化への対応を図るため、施設の整備を行います。

・民間保育所の新設・増築への支援【保育課】

・認定こども園への移行支援【保育課】

・放課後児童保育室の整備【保育課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・認可保育園開

設（2か所）

・認可保育園増

築、改修によ

る定員増（2

か所）

・認可保育園開

設（2か所）

・認可保育園開

設（1か所）

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・新堀放課後児

童保育室の建

設

・野寺・石神放

課後児童保育

室の改修

・栄放課後児童

保育室の改修
・建設(1か所） ・建設（3か所）

家庭保育室への支

援

家庭保育室に子どもを預ける保護者の負担軽減を図るため、保育室に対し助成を行

うとともに、保育料軽減額の見直しを検討します。

また、埼玉県による家庭保育室事業が平成31年度に終了する見込みであることか

ら、各保育室の小規模保育事業への移行を推進します。

・家庭保育室への助成【保育課】

・家庭保育室の小規模保育事業への移行推進【保育課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・市内8室、市

外4室

・市内5室、市

外4室

・市内4室、市

外2室

・市内3室、市

外1室

・埼玉県家庭保

育室事業の廃

止
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⑶ 子どもの権利擁護の推進

❍ 虐待防止を始めとする子どもの権利擁護に向けて、関係機関や市民との連携を深めるとともに、虐

待を早期発見していくための体制を強化します。

❍ 里親制度について、普及啓発に努めるとともに、相談体制の充実を図ります。

保育・放課後児童

保育サービスの充

実

病後児保育、産休明け保育、一時保育、休日保育、延長保育など市民の多様なニー

ズに応じた各種保育サービスの充実を図るため、民間保育所に働きかけを行うととも

に、サービス内容に応じた助成を行います。

障がい児を受け入れている民間保育所に対して助成を行い、障がい児処遇の向上を

図ります。

自宅から保育園が離れているために通園が困難な3歳以上の児童に対し、市が通園

を支援する保育所送迎サービスを必要に応じて実施します。

就学前における子どもの学力向上を図るため、幼稚園と保育園で統一した教育カリ

キュラムを作成し、実施するとともに、公立小・中学校で指導する英会話講師（ＥＥ

Ｔ）及び英語指導助手（ＡＥＴ）を保育園に派遣し、保育園児が英語に触れ合う機会

を創出します。

長時間預り保育を行う私立幼稚園に対する助成を拡充し、保育サービスの充実を図

ります。

保護者の就労等により、放課後に常時留守家庭となっている就学児童を対象に放課

後児童保育室において保育を行い、その健全育成を図ります。

保育士・指導員の資質向上のための研修会等を実施します。

・病後児保育の充実【保育課】

・産休明け保育の充実【保育課】

・一時預かり事業（一時保育・休日保育）の充実【保育課】

・延長保育の充実【保育課】

・障がい児保育の充実【保育課】

・保育所送迎サービスの実施【保育課】

・就学前教育の統一カリキュラムの作成・実施【保育課】【教育支援課】

・英会話講師（ＥＥＴ）・英語指導助手（ＡＥＴ）と保育園児の交流【保育課】【教育

支援課】

・幼稚園長時間預り保育への助成【保育課】

・放課後児童保育室の運営【保育課】

・保育士・指導員への研修【保育課】

放射性物質測定の

実施

東京電力（株）福島第一原子力発電所事故により飛散した放射性物質への対応とし

て、保育園給食食材等の放射性物質測定を実施します。

・給食食材等の放射性物質測定（再掲）【保育課】

児童虐待の防止

要保護児童対策地域協議会を設置し、福祉・保健・医療・教育・警察など関係機関

が連携して子どもや家族への援助の方法や対策を協議し対応を図ります。

・関係機関との連携による児童虐待防止体制の充実【こども支援課】

里親制度の普及啓

発

里親家庭が児童の養育技術の向上等を図るために必要な研修や交流の場を、所沢児

童相談所と協力して提供するとともに、里親入門講座の開催等により制度の周知を図

ります。

・里親制度の普及啓発【こども支援課】
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⑷ ひとり親家庭福祉の充実

❍ ひとり親家庭の実情を的確に把握するとともに、きめ細かな助言や情報提供などを行います。

❍ 関係機関などと連携して就労を支援し、経済的な自立を促進します。

⑸ 経済的支援の充実

❍ こども医療費の無料化年齢の拡大など、子育て家庭に対する経済的支援の充実を図ります。

❍ 乳幼児医療費などの子育て家庭に対する経済的支援の充実について、国・県に働きかけます。

ひとり親家庭への

支援の充実

ひとり親家庭等に関する相談に応じ、助言指導や貸付事業などを実施している関係

機関の紹介などを行います。

また、ひとり親家庭の親の就業を促進するため、関係機関等と連携しながら、ひと

り親自立支援プログラムを策定し、求人情報、技術習得機会の提供を行うとともに、

技術習得・資格取得のための給付金事業を実施します。

さらに、自立困難等の理由により、保護が必要な母子に対し、生活支援施設への入

所措置を行います。

・ひとり親家庭等支援の実施【こども支援課】

・ひとり親家庭就業支援の実施【こども支援課】

・母子生活支援施設入所委託の実施【こども支援課】

医療費助成の充実

子どもが医療機関等にかかった際に、窓口で支払う保険診療の自己負担分を助成し

ます。

また、18歳までの児童（障がいのある児童は20歳未満）を養育しているひとり親

家庭に対し、所得が一定限度額未満である場合に医療費を助成します。

さらに、乳幼児医療費支給に関する所得制限と自己負担金制度の撤廃及び補助対象

年齢の引上げ等について国・県に要望します。

・こども医療費の助成【こども給付課】

・ひとり親家庭等医療費の助成【こども給付課】

・乳幼児医療費支給に対する国・県への要望【こども給付課】

手当支給の充実

中学校修了までの子どもを対象に児童手当を支給します。

また、ひとり親家庭や母親・父親に一定程度以上の障がいのある家庭で、18歳ま

での児童（障がいのある児童は20歳未満）を養育している母又は父及び養育者に対

し、所得が一定限度額未満である場合に児童扶養手当を支給します。

・児童手当の支給【こども給付課】

・児童扶養手当の支給【こども給付課】

多子世帯への支援

の充実

多子世帯における経済的負担の軽減を図るため、平成31年度までの間、第3子以

降の0、1、2歳児について、保育園、認定こども園、小規模保育事業、家庭保育室の

保育料の無料化を実施するとともに、市立小・中学校の給食費の無料化について検討

を行います。

・第3子以降の保育料の原則無料化の実施【保育課】

・第3子以降の小・中学校給食費の原則無料化の検討【学務課】
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基本方針

１ 障がい者福祉の充実

⑴ こころのバリアフリー化の推進

❍ 市民一人ひとりが、障がいや障がい者に対する理解と認識を深めるよう、学校や職場、地域社

会など、様々な場における啓発活動や福祉教育の充実に努めます。

❍ 障がい者のスポーツ・文化活動の機会の充実を図るとともに、障がいのある人とない人が互い

に理解を深めていけるよう、交流活動の充実に努めます。

❍ 精神障がい、発達障がいの早期発見に努め、保護者や保育士、教職員の障がいや障がい者に対

する理解や意識の向上を図ります。

１ 障がいや障がい者に対する理解と認識を深めるため、啓発・教育活動を推進します。

２ 障がい者が地域社会で安心して暮らすことができるよう、きめ細かな福祉サービス

の提供を進めるとともに、自立に向けた支援の強化に努めます。

意識啓発の実施

障がい者の自立と社会参加の更なる促進を図るとともに、広報紙、パンフレット、

障がい者福祉の手引等の発行やホームページを活用した普及活動などにより、ノーマ

ライゼーション思想の普及啓発を図ります。

また、精神障がい、発達障がいの早期発見と早期療育につなげることを目的に、保

育士及び教職員に対する情報提供や研修機会の充実を図ります。

・ノーマライゼーションの啓発【障がい者福祉課】

・保育士及び教職員に対する啓発【障がい者福祉課】

学校におけるここ

ろのバリアフリー

化の推進

募金活動、訪問・交流活動、地域環境整備活動などの体験活動を地域の町内会、

ＮＰＯ団体などとの連携により実施することで、児童生徒の福祉の心を育成します。

また、障がいのある児童生徒と障がいのない児童生徒とが活動を共にすることによ

り、互いを理解し共に支え合う「心のバリアフリー」を広め、同じ社会を構成する一

員であるという意識を育てます。

・小・中学校における福祉教育の推進【教育相談センター】

・交流及び共同学習の充実【教育相談センター】

第３章 福祉・健康

第４節 障がい者福祉 ～ノーマライゼーションのまちづくり～
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⑵ 生活環境のバリアフリー化の推進

❍ 障がい者も利用しやすい公共施設の整備や移動手段のバリアフリー化を進めます。

⑶ 保健とリハビリテーションの充実

❍ 乳幼児期における障がいの早期発見、早期治療に努めます。特に、医療的ケアと並行して、保

健・福祉・教育の連携を図り、家族の障がい受容や発達支援の方法などに関する相談などと併せ

て、障がい者一人ひとりの実態に即した支援を進めます。

❍ 中途障がい者の増加を踏まえ、リハビリテーション医療の確保に向けて、保健・福祉・教育の

ネットワークづくりを進めます。

⑷ 福祉サービスのための環境整備

❍ 障がい者のニーズに対応した適切なサービスを提供できるよう、相談機能、情報提供機能の充

実に努めます。

❍ 訪問系サービス（居宅介護など）、日中系サービス（生活介護など）、居住系サービス（施設

入所支援など）など、各サービスの整備や充実に努めます。

また、各サービス相互の利用が可能となるよう柔軟な活用を促進します。

❍ 障がい児（者）の地域における日中活動や生活の拠点となる施設の充実を図ります。

学習機会の提供

障がい者の理解の促進及び障がい者の社会参加を目的として、手話講座、点字講座

及び要約筆記講座を開催します。

また、障がいや障がい者に対する理解と認識を深めることを目的として、誰もがボ

ランティア活動に参加できる環境の整備を図るとともに、外出介助、手話通訳、要約

筆記、スポーツ指導等の専門的なボランティアの育成を図ります。

・障がい者福祉センター事業の充実【福祉の里】

・ボランティアの育成【障がい者福祉課】

バリアフリー化の

推進

住宅のバリアフリー化を進めるため、居宅改善整備費助成事業、住宅整備資金貸付

事業などの支援制度を実施します。

・住宅のバリアフリー化への支援【障がい者福祉課】

早期発見と療育の

充実

各年齢別の乳幼児健康診査において、障がいの早期発見に努めます。

また、身体障がい者手帳の交付対象とならない難聴児の発達を支援するため、補聴

器購入費用の一部について助成を行います。

・乳幼児健康診査の充実【保健センター】

・難聴児の補聴器購入への助成【障がい者福祉課】

リハビリテーショ

ンの充実

中途障がい者の増加に対応するため、リハビリテーション医療の確保に向けて、保

健・医療・福祉の関係機関によるネットワークの構築を図ります。

また、高次脳機能障がい者に対して、各種障がい福祉サービスの利用を促進します。

・保健・医療・福祉のネットワークの構築【障がい者福祉課】

・高次脳機能障がい者への支援【障がい者福祉課】
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計画の策定

障がい者施策の総合的な計画である障がい者基本計画並びに障がい者基本計画に

位置付けた施策の具体的な実施目標等を記載した障がい福祉計画及び障がい児福祉

計画を策定します。

また、策定に当たっては、各種施策への反映や見直しを図るため、障がい者、関係

事業所等の意向を把握します。

・障がい者基本計画・障がい福祉計画・障がい児福祉計画の策定【障がい者福祉課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・アンケート調

査の実施

・第5次障がい

者基本計画並

びに第5期障

がい福祉計画

及び第１期障

がい児福祉計

画の策定

・アンケート調

査の実施

・第6期障がい

福祉計画及び

第2期障がい

児福祉計画の

策定

相談体制の充実

障がい者に対する適切なサービスの実施及び家族支援のため、新座市地域自立支援

協議会の更なる充実を図るとともに、相談支援事業所の整備・充実を図ります。

・情報提供・相談体制の整備・充実【障がい者福祉課】

介護給付等による

サービスの充実

児童福祉法に基づく障がい児通所支援サービス（児童発達支援、放課後等デイサー

ビス等）及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

障がい福祉サービスの整備・充実を図ります。

・障がい児通所支援の充実【障がい者福祉課】

・介護給付費の給付【障がい者福祉課】

・訓練等給付費の給付【障がい者福祉課】

生活への支援の充

実

聴覚障がい者等の社会参加を促進するため、手話通訳者、要約筆記者の派遣を行い

ます。

障害者総合支援法に基づく移動支援サービス、日常生活用具・補装具の給付サービ

スの整備・充実を図ります。

福祉タクシー利用料金助成、自動車燃料購入費助成、鉄道・バス利用料助成などの

事業を実施し、障がい者の社会参加を促進します。

重度の身体障がい者の訪問入浴サービスの整備・充実を図ります。

障がい児（者）の一時預かり、自宅等への介護者派遣、外出援助サービス等を行う

生活サポート事業登録団体の活動の支援を通じて、居宅障がい者の生活を支援しま

す。

・手話通訳者・要約筆記者派遣の実施【障がい者福祉課】

・移動支援事業の実施【障がい者福祉課】

・日常生活用具の給付【障がい者福祉課】

・補装具の給付【障がい者福祉課】

・社会参加促進事業の推進【障がい者福祉課】

・訪問入浴サービスの充実【障がい者福祉課】

・生活サポート事業登録団体の支援【障がい者福祉課】
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⑸ 自立と社会参加の支援

❍ 障がい者自らが、その意欲と能力、適性に応じて職業生活を設計・選択できるよう、障がい者

就労支援センターを中心として、支援の充実に努めるとともに、障がい者福祉事業団の設置の検

討を進めます。

❍ 知的障がい、精神障がいなどの障がいで、判断力が不十分な障がい者の日常生活を支援するた

め、社会福祉協議会が行っている福祉サービスへの利用援助や成年後見制度の周知及び利用の促

進に努めます。

拠点施設の充実

障がい者の地域での活動拠点となる施設の充実を図るため、障がい福祉サービス事

業所の運営補助や地域活動支援センターの利用促進を図ります。

みどり学園とわかば学園を統合した、地域における重層的な障がい児支援を担う児

童発達支援センターを新たに整備します。

日常生活の支援を行うグループホームを整備する社会福祉法人等に対して支援を

行い、福祉サービスの基盤整備を図ります。

大和田二・三丁目地区の土地区画整理事業の実施に伴い、就労継続支援Ｂ型事業所

「くるみの木」を移転・整備します。

老朽化に伴い、地域活動支援センター「ふらっと」を移転・整備します。

地域の相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターを設置します。

・障がい福祉サービス事業所の充実【障がい者福祉課】

・地域活動支援センター事業の充実【障がい者福祉課】

・福祉型児童発達支援センターの整備【障がい者福祉課】

・グループホームの整備【障がい者福祉課】

・「くるみの木」の移転・整備【障がい者福祉課】

・「ふらっと」の移転・整備【障がい者福祉課】

・基幹相談支援センターの設置【障がい者福祉課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・事業内容及び

人員体制の検

討

・事業内容及び

人員体制の検

討

・工事

・事業内容及び

人員体制の検

討

・工事

・開所

・みどり学園・

わかば学園解

体工事

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・運営事業者に

対する支援

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・移転・整備

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・整備 ・移転・整備

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・開設
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⑹ 生活向上のための経済的支援

❍ 福祉手当の支給や医療費の助成などにより障がい者や家族の経済的負担の軽減を図るとともに、

制度の周知に努めます。

就労支援の充実

就労を希望する障がい者の状況に応じた就労支援を行います。

また、障がい者の雇用を考えている事業所に対し、支援の方法について助言や情報

提供を行い、障がい者の受入れが可能な事業所の拡大を図ります。

さらに、障がい者雇用の支援及び障がい者施設等の経営基盤の強化を図るため、市

が行う物品等の調達において、障がい者就労施設等からの調達を推進します。

・障がい者就労支援センターの充実【障がい者福祉課】

・障がい者就労施設等からの物品等の優先調達の推進【障がい者福祉課】

周知の促進

障がい者の権利擁護のため、成年後見制度の利用促進を図るとともに、市長申立て

による成年後見等の審判申立てを行った場合に、その一連の費用等を助成します。

また、判断能力が不十分な障がい者に対し、福祉サービスの利用援助や日常的金銭

管理等を行う福祉サービス利用援助事業の周知を図り、利用を促進します。

さらに、障がい者差別の解消及び全ての障がい者の権利・利益の保護と障がい者虐

待防止体制の構築を行います。

・成年後見制度の周知【障がい者福祉課】

・福祉サービス利用援助事業の周知【障がい者福祉課】

・障がい者差別解消体制の構築【障がい者福祉課】

・障がい者虐待防止体制の構築【障がい者福祉課】

手当等支給の充実

精神（知的障がいを含む。）又は身体の障がいにより日常生活において常時特別の

介護を要する状態にある市民に特別障がい者手当・障がい児福祉手当を、心身に重度

の障がいがある市民に重度心身障がい者福祉手当を、指定難病医療給付制度等に基づ

く埼玉県発行の受給者証の交付を受けている市民に難病患者見舞金をそれぞれ支給

します。

また、広報紙、ホームページなどにより各種制度の周知に努めます。

・特別障がい者手当・障がい児福祉手当の支給【障がい者福祉課】

・重度心身障がい者福祉手当の支給【障がい者福祉課】

・難病患者見舞金の支給【障がい者福祉課】

医療費助成の充実

障がい者が病院等で診療を受けた場合の医療費の全部又は一部を助成します。

・重度心身障がい者医療費の支給【障がい者福祉課】

・精神障がい者通院医療費の支給【障がい者福祉課】

・自立支援医療費（更生医療費）の支給【障がい者福祉課】

・自立支援医療費（育成医療費）の支給【障がい者福祉課】
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基本方針

１ 低所得者福祉の充実

⑴ 相談体制の充実

❍ 低所得世帯の生活安定と自立を支援するため、関係部署との連携を密にし、相談体制の充実を

図るとともに、ケースワーカーなどの人材の育成・確保や資質の向上に努めます。

⑵ 自立と生活の支援

❍ 生活に困窮する者に対し、最低限度の生活を保障するため、保護の適正実施を図り、生活保護

制度に基づいた支援を行います。被保護者の経済的自立に向けて、就労支援の強化を図るととも

に、日常生活における自立支援の充実に努めます。

❍ 貧困連鎖の防止の観点から、被保護世帯の子どもに対する健全育成支援の強化を図ります。

❍ 中国残留邦人等に対して、老後の生活安定など地域でいきいきとした暮らしを実現するための

生活支援を行います。

１ 低所得者の生活の安定と自立に向けて、生活保護制度の適正な運用を図るととも

に、相談・指導・支援の充実に努めます。

相談体制の充実

相談者の相談内容に応じて、速やかに関係部署との連携を図ります。

また、離職者や低所得者の生活、住宅、就労等に係る相談に対応するため、生活相

談員を配置するとともに、関係機関等との連携により、相談体制の充実を図ります。

・関係機関との連携体制の充実【生活支援課】

・相談体制の充実【生活支援課】

第３章 福祉・健康

第５節 低所得者福祉 ～生活の安定と自立を支える～
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生活保護者等への

支援の充実

生活に困窮する方が一日も早く自立できるよう、生活、住宅、教育などの必要な扶

助を行うとともに、就労支援員を配置し、生活保護の被保護者の就業促進及び社会的

自立に必要な就労支援を図ります。

被保護世帯の子どもに対する健全育成支援の強化を図るため、日常生活自立支援や

養育、教育を支援する子ども育成支援相談員による相談を実施します。

生活保護に至る前の段階における自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し

て支援を行います。

過去２年以内の離職者であって、就労能力及び就労意欲のある方のうち、住宅を喪

失している又は喪失するおそれのある方に対して住居確保の支援を行います。

・生活保護費等の支給【生活支援課】

・生活保護の被保護者の就労支援【生活支援課】

・子ども育成支援相談員の配置【生活支援課】

・生活困窮者の自立支援【生活支援課】

・住居確保給付金の支給【生活支援課】

団体への支援の充

実

犯罪や非行など、罪を犯した人たちの更生や社会復帰への支援及びこれらを未然に

防ぐ啓発活動を行う団体に対し、支援を行います。

・更生保護活動団体への支援【福祉政策課】

中国残留邦人等へ

の支援の充実

中国残留邦人等の置かれている特別な事情に鑑み、必要な支援を行います。

・中国残留邦人等への支援【生活支援課】
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基本方針

１ 健康づくりの推進

⑴ 健康づくり運動の推進

❍ 市民が健康に対する正しい認識を持ち、自ら健康づくりを実践していけるよう、新座市民健康

体操の普及、健康教室の開催や健康・食育に関する情報提供を行います。

❍ 市民の自主グループなどによる健康づくり活動の支援に努めます。

１ 市民の主体的な心身の健康づくりを支援するとともに、個人の取組を支え合い、継

続性を高めるよう地域活動の充実・活性化を図ります。

２ 関係機関との連携を図り、地域の保健・医療環境の充実を図ります。

学習機会の提供

市民の自主的な健康づくりを促進するため、新座市民健康体操の普及や生活習慣改

善等を目的とした健康教室を開催し、健康づくりに関する知識の普及啓発を図りま

す。

食育教室や講演会などを開催し、食に関する知識の普及啓発を図ります。また、食

育活動を行うにいざ食育推進リーダーの活動を支援します。

各種検診・健康診査や、医療機関の履歴等を記録することができる健康手帳を40

歳以上の市民に交付します。

健康に関する正しい知識の普及を図るため、成人、母子等を対象とした講演会を開

催します。

禁煙啓発・熱中症予防など、時事に応じた情報提供を広報、ホームページなどを用

いて行います。

・市民健康体操の普及【保健センター】

・健康教室の実施（再掲）【保健センター】【介護保険課】

・食育の推進【保健センター】

・健康手帳の普及・活用機会の拡大（再掲）【保健センター】

・健康管理に関する講演会の実施（再掲）【保健センター】

・健康に関する情報提供機会の充実【保健センター】

団体への支援の充

実

食生活改善教室を主催する食生活改善推進員協議会の活動を支援します。

また、育児学級の保育協力や母子交流の場づくり（母と子のつどい）を行うボラン

ティア組織である母子愛育会の活動を支援します。

・健康づくり活動団体への支援【保健センター】

第３章 福祉・健康

第６節 健康づくり・保健衛生 ～市民が元気なまちづくり～
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２ 保健衛生の向上

⑴ 保健予防の推進

❍ 健康診査や予防接種については、市民が受けやすい環境づくりを進めるとともに、健康相談や

保健指導の充実に努め、疾病予防の強化を図ります。

❍ 乳幼児健康診査や相談指導の充実など、母子保健サービスの充実を図ります。

❍ 市民ニーズにこたえられる保健サービスを提供するため、保健師などの専門性の高い人材の確

保に努めます。

❍ 保健センターの機能強化・サービス向上を図るとともに、（仮称）総合保健センターの建設につ

いて検討を進めます。

❍ 市民のこころの健康づくりを推進するため、健康教室、家庭訪問、相談事業などにより、精神

保健事業の充実を図るとともに、関係機関と連携し、自殺予防対策を進めます。

❍ 新たな感染症に対応するため、情報収集を進めるとともに、市民の意識を啓発し、予防に努め

ます。

検診・健康診査の

実施

特定健診対象年齢未満の30代を対象とした健康診査や、肝炎ウイルス検診、骨粗

しょう症検診、成人歯科検診・成人歯科節目検診などを行うとともに、がんの早期発

見、早期治療を目的に胃がん・大腸がん・肺がん・前立腺がん・乳がん・子宮頸がん

を対象とした集団・個別検診を実施します。

また、40歳以上の生活保護受給者及び中国残留邦人等のうち、健康保険未加入者

についても健康診査を実施します。

・30代のからだチェックの実施【保健センター】

・肝炎ウイルス検診の実施【保健センター】

・骨粗しょう症節目検診の実施【保健センター】

・成人歯科検診・成人歯科節目検診の実施【保健センター】

・がん検診の実施【保健センター】

・保険未加入者に対する健康診査の実施【保健センター】

予防事業の実施

伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防するため、乳幼児、児童、生徒及

び高齢者を対象に予防接種（ヒブ、小児用肺炎球菌、四種混合、三種混合、ポリオ、

二種混合、麻しん、風しん、水痘、日本脳炎、BCG、子宮頸がん、高齢者インフルエ

ンザ及び高齢者肺炎球菌）を実施します。

・予防接種の実施【保健センター】

・結核予防事業の充実【保健センター】

相談体制の充実

市民自らが健康状態を自覚し、健康の保持増進に努めることができるよう、18歳

以上の方及びその家族に対して、保健師や看護師、栄養士、助産師などによる健康に

関する相談を実施します。

また、来所相談が困難等、状況に応じて、保健師や栄養士、歯科衛生士などが訪問

し、健康についての指導や相談を行います。

・成人健康相談の実施【保健センター】

・訪問指導の充実【保健センター】
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妊産婦及び乳幼児

とその家族への支

援の充実

母子健康手帳を交付するとともに、希望者へ父子手帳を配布します。また、妊婦健

康診査費用の助成を行います。

各年齢別の乳幼児健康診査を行うとともに、2歳児及び5歳児を対象に、歯科健康

診査と保健指導、希望者へのフッ素塗布を行います。

幼児の健全な発達を促し保護者の育児不安の解消等を図るため、乳幼児相談、乳幼

児発達相談を行うとともに、1歳6か月児健康診査の結果において、主に発達につい

て経過観察が必要とされた幼児などを対象に、個別又は集団的な指導を行います。

保健師、助産師、歯科衛生士等が家庭訪問を行い、保護者の育児不安の解消や乳幼

児の発育・発達の確認をし、家庭環境に合った支援・相談を行います。

指定医療機関での入院療育が必要な未熟児を持つ保護者の負担の軽減を図るため、

医療費の給付を行います。

喘息やアトピー性皮膚炎等のアレルギー性疾患を持つ乳幼児の保護者に対し、適正

な対処ができるよう情報の提供や、同じ悩みを持つ保護者の会の紹介などにより、育

児の負担や不安の軽減を図ります。

・母子健康手帳の交付【保健センター】

・妊産婦健康診査の充実【保健センター】

・乳幼児健康診査の充実（再掲）【保健センター】

・乳幼児歯科健康診査の充実（2歳児歯科・親子歯科健康診査）【保健センター】

・乳幼児相談の実施【保健センター】

・ころころクラブ（1歳6か月児健康診査事後グループ）の推進【保健センター】

・乳幼児発達相談の充実【保健センター】

・乳幼児・妊産婦訪問指導の実施【保健センター】

・未熟児養育医療費の給付【保健センター】

・アレルギー性疾患の知識の普及【保健センター】

保健センターの充

実

保健センターの機能強化、サービス向上について検討を行うとともに、生活習慣病

の増加、保健所業務の事務移譲、健康問題の複雑化に対応できるよう、保健師等マン

パワーの強化を推進します。

また、現在の保健センターについては、将来的な移転・建替えに向けた検討を進め

ます。

・保健センターの整備【保健センター】

・保健センターの移転・建替えに向けた検討【政策課】【保健センター】

精神保健の充実

うつ病や自殺予防対策、また、関係機関と連携しながら、精神疾患のある方の社会

復帰及びその自立に向けた支援など精神保健の充実を図るため、精神保健相談や精神

保健講座、ソーシャルクラブなどを実施します。

また、全庁的に自殺対策を推進し、地域を含めたネットワークを構築するため、自

殺対策計画を策定します。

・精神保健相談の実施【保健センター】

・精神保健講座の実施【保健センター】

・ソーシャルクラブの実施【保健センター】

・自殺対策計画の策定【保健センター】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・策定
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⑵ 保健・医療の連携強化

❍ 関係機関などとの連携を図り、日常の医療体制のほか、救急医療体制（在宅当番医制・病院群

輪番制・休日歯科応急診療所）の確保・充実を図ります。

❍ 地域医療機関における看護師不足に対応するため、朝霞地区看護専門学校の運営について助成

を行います。

新たな感染症への

対応

新たな感染症が発生した場合又は発生するおそれがある場合は、情報収集を進める

とともに、広報、ホームページ等により市民意識を啓発し、予防に努めます。

・新たな感染症に関する啓発【保健センター】

休日、夜間の診療

への対応の充実

休日、夜間における診療体制の確保のため、朝霞地区医師会の協力の下、朝霞保健

所管内にある医療機関の当番制による診療を実施します。

また、小児救急医療・周産期医療・救命救急医療に関する研究及び医師派遣に対す

る支援を行うとともに、夜間、祝日及び年末年始における小児救急医療体制を確保し

ます。

さらに、休日における歯の応急医療体制を確保するため、朝霞地区歯科医師会等の

協力により救急医療を実施します。

・在宅当番医制の実施【保健センター】

・朝霞地区小児救急医療・周産期医療・救命救急医療寄附講座への支援【保健セン

ター】

・病院群輪番制の実施【保健センター】

・小児救急医療支援事業の実施【保健センター】

・休日歯科応急診療所の実施【保健センター】

広域連携による人

材の育成

朝霞地区における看護師不足に対処するため、地区内でのマンパワーの育成、確保

を目指し、朝霞地区看護学校に対し、事業運営費の助成を行います。

・朝霞地区看護専門学校への助成【保健センター】
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基本方針

１ 国民健康保険の充実

⑴ 保険制度の健全な運営

❍ 医療費通知の充実、レセプト点検の強化、ジェネリック医薬品の普及啓発などにより、医療費

の適正化を推進します。

❍ 国民健康保険税の適正な課税に努めるとともに、納税しやすい環境の整備を進め、収納率の向

上を図ります。

❍ 国民健康保険制度に係る補助金などの充実を国・県に働きかけます。

１ 国民健康保険制度の安定的な運営のため、医療費の適正化及び保険税収納率の向上

に努めます。また、健康診査の充実など、被保険者の健康の保持・増進のための保健

事業の充実を図ります。

２ 市民の年金受給権の確保に向けて、国民年金制度の周知を図ります。

運営の健全化の推

進

健康管理に対する意識を高めることで医療費の適正化を図るため、医療費通知を実

施するとともに、交通事故等による傷病をレセプト照合で発見し、第三者求償事務を

行います。

また、レセプトの点検の強化を図り、誤請求についての再審査請求や無資格者のレ

セプト返戻を行います。

さらに、医療費の節減を進めるため、ジェネリック医薬品の普及啓発を行います。

・医療費通知の実施【国保年金課】

・第三者求償事務の実施【国保年金課】

・レセプト点検の強化【国保年金課】

・無資格受診者レセプト返戻の強化【国保年金課】

・ジェネリック医薬品の普及啓発【国保年金課】

第３章 福祉・健康

第７節 国民健康保険・国民年金 ～安心した生活のために～



109

⑵ 健康増進活動の推進

❍ 生活習慣病の予防のため、特定健康診査の普及啓発に努めるとともに、内容の充実及び市民が

受診しやすい環境づくりを進めます。また、疾病の早期発見・早期治療に向けて、人間ドックの

受診費用に対する助成を実施します。

❍ 被保険者の健康の保持・増進のため、保養施設などの利用に対する助成を実施します。

２ 国民年金制度の推進

⑴ 制度の周知

❍ 未加入者の解消を目指し、広報などを活用して、国民年金制度の意義や仕組みなどに関する理

解を促進します。

国民健康保険制度

の運営

国民保健の向上に寄与することを目的とした国民健康保険の適切な運営を推進す

るとともに、後期高齢者医療制度への財政支援を行います。

また、国民健康保険法の改正により、平成30年度から都道府県が国民健康保険の

財政運営の責任主体となり、市町村と共に安定的な運営を担うこととなったことか

ら、保険税率及び課税限度額の改定に併せた健全な事業運営を目指します。

さらに、国民健康保険制度の健全な運営を図るため、国及び県に対し、補助金等の

更なる財政支援を働きかけます。

・国民健康保険制度の運営【国保年金課】

・国民健康保険制度に係る国・県への要望【国保年金課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・システム改修

・保険税率の検

討

・国民健康保険

法の改正に伴

う新制度の施

行

・保険税率及び

課税限度額の

見直し

・保険税率及び

課税限度額の

見直し

・保険税率及び

課税限度額の

見直し

特定健康診査等の

実施

被保険者の健康管理に対する認識を高め、疾病の早期発見及び早期治療に向け、人

間ドック検診費用への助成を行います。

また、健康の保持増進と将来的な医療費節減を図るため、40歳から74歳までの被

保険者を対象に、生活習慣病の前段階である内臓脂肪症候群（メタボリックシンド

ローム）に着目した特定健康診査及び特定保健指導を実施するとともに、受診率向上

に向けた環境づくりを進めます。

・人間ドック検診費用への助成【国保年金課】

・特定健康診査及び特定保健指導の実施【国保年金課】

保養施設の利用促

進

被保険者の健康の保持増進を図るため、健康入浴施設や宿泊施設の利用助成を行い

ます。

・保養施設（健康入浴施設）利用への助成【国保年金課】

・保養施設（宿泊施設）利用への助成【国保年金課】
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⑵ 相談業務の充実

❍ 国との連携を強化しながら、年金相談体制の充実を図ります。

理解の促進

国民年金に対する理解を促進するため、広報やパンフレット等を活用し、制度の周

知に努め、未加入者の解消を図ります。

・国民年金制度の周知【国保年金課】

相談体制の充実

国民年金についての様々な相談に対応できるよう、国との連携を強化しながら、国

民年金相談を実施します。

・国民年金相談の実施【国保年金課】
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第４章 教育・生涯学習・文化・スポーツ

第１節 就学前教育 ～幼児の健やかな成長のために～

第２節 学校教育 ～「生きる力」をはぐくむ～

第３節 青少年健全育成 ～豊かな人間性をはぐくむ～

第４節 生涯学習 ～学びあい、いつでも、どこでも、だれとでも～

第５節 文化芸術 ～豊かな地域文化をはぐくむ～

第６節 スポーツ・レクリエーション ～スポーツでいきいき～
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基本方針

１ 就学前教育の充実

⑴ 家庭教育のための学習機会の充実

❍ 小学校入学前の幼児を持つ保護者を対象として、子育て講座を継続的に実施し、家庭における

教育力の向上を図ります。

❍ 若者や高齢者など、これから親になる世代や、現在は子育てをしていないが児童を見守ること

が期待される世代に対して、子育て理解講座などを通じ、家庭教育の大切さの啓発に努めます。

⑵ 幼稚園・保育園・小学校の連携の充実

❍ 義務教育への円滑な移行という視点を持ちつつ、幼稚園・保育園・小学校との連携を図りなが

ら、子どものそれぞれの年齢層に合わせた成長を支援し、就学前教育の充実に努めます。

１ 子どもたちが心身ともに健やかに成長できるよう、家庭における教育力の向上を目

指し、家庭教育のための学習機会を充実します。

２ 子どもの年齢層に応じた教育の充実と、義務教育への円滑な移行を図るため、幼稚

園・保育園・小学校の連携を更に強化します。

学習機会の提供

家庭における教育力の向上や育児不安の解消、地域での仲間づくりを進めるため、

保護者に対する子育て講座を実施します。

また、高齢者やこれから親になる世代等を対象として、子育て理解講座を実施し、

家庭教育の大切さの啓発に努めます。

さらに、絵本を通した子どもとのふれあいを啓発し、家庭における読書を推進する

ため、ブックスタート事業「はじめてブック」を実施するとともに、乳児連れでの図

書館利用を促進するため、「あかちゃんタイム」を実施します。

・子育てに関する講座の実施（再掲）【こども支援課】【保健センター】【中央公民館】

・子育て理解講座の実施（再掲）【こども支援課】【中央公民館】

・ブックスタート事業「はじめてブック」及び「あかちゃんタイム」の実施【中央図

書館】

特に力を入れる取組
第４章 教育・生涯学習・文化・スポーツ

第１節 就学前教育 ～幼児の健やかな成長のために～
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⑶ 幼稚園就園の支援

❍ 幼稚園への就園を支援するため、幼稚園及び園児の保護者に必要な助成を行います。

交流の促進

幼児教育と児童教育の緊密な連携を図るため、幼稚園、保育園、小学校及び教育委

員会が協力し、小学校ごとに開催する幼児と児童の交流会や幼保小の連携に関する研

修会等を実施します。

また、幼児の保護者向けのリーフレットの作成・配布を通じ、就学前教育について

の周知を図ります。

・幼児・児童交流会の実施【教育支援課】

・全体研修会の実施【教育支援課】

・5歳児保護者向けリーフレットの作成・配布【教育支援課】

学習機会の提供

就学前における子どもの学力向上を図るため、幼稚園と保育園で統一した教育カリ

キュラムを作成し、実施するとともに、公立小・中学校で指導する英会話講師（ＥＥ

Ｔ）及び英語指導助手（ＡＥＴ）を保育園に派遣し、保育園児が英語に触れ合う機会

を創出します。

・就学前教育の統一カリキュラムの作成・実施（再掲）【保育課】【教育支援課】

・英会話講師（ＥＥＴ）・英語指導助手（ＡＥＴ）と保育園児の交流（再掲）【保育課】

【教育支援課】

助成制度の充実

幼稚園の園児の保護者に対し、就園に掛かる費用について助成します。

また、市内の幼稚園に対して事務費の助成を行うとともに、教職員の資質向上を図

るため、教職員研修を行っている幼稚園で組織する協議会に対し助成を行います。

・幼稚園就園費等の助成【保育課】

・幼稚園就園奨励費の助成【保育課】
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基本方針

１ 教育内容の充実

⑴ 児童生徒の学力向上

❍ 副担任や学生ボランティアの配置、少人数指導の工夫改善などにより指導体制を充実させ、児

童生徒の基礎学力の向上を図ります。

❍ グローバル化・情報化の進展に対応できる児童生徒を育成するため、国際理解教育や情報教育

などを推進します。特に、これまでに推進してきた英会話学習の更なる充実を図ります。

１ 次代を担う児童生徒が、自立して社会で生きていくための基礎となる「生きる力」

を育成します。

２ 児童生徒が社会生活を営む上で必要な人間性をはぐくみ、安心して学べる学校づく

りを推進します。

指導体制の充実

小学1年生の学級への副担任の配置や、小学校高学年への教科担任制の導入、中学

校教科加配教員の配置により、きめ細かく質の高い指導を行い、学習効果の向上を図

ります。

また、教育課程の確実な実施を図るため、第2学期の開始日を前倒します。

さらに、教育副読本について、小・中学生の地域学習に活用する教材の編集・配布

や、中学生の進路に関する教材等の配布を行います。

・小学校第1学年への副担任の配置【学務課】

・小学校高学年教科担任制教員の配置【教育支援課】

・中学校教科加配教員の配置【教育支援課】

・授業時数の確保【教育支援課】

・教育副読本の配布【教育支援課】

国際理解教育・情

報教育の推進

児童生徒の英語による実践的なコミュニケーション能力の育成を図るため、英会話

講師（ＥＥＴ）の全小学校への配置や英語指導助手（ＡＥＴ）の全中学校への配置等

により、小学校1年生から中学校3年生までの一貫した英語学習を実施します。

また、児童生徒の情報モラルの向上のため、情報教育主任研修会を実施し、指導法

の研究を行います。

・英会話の時間の実施【教育支援課】

・英会話講師（ＥＥＴ）・英語指導助手（ＡＥＴ）の配置【教育支援課】

・情報教育の推進【教育支援課】

第４章 教育・生涯学習・文化・スポーツ

第２節 学校教育 ～「生きる力」をはぐくむ～
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⑵ 心の教育の充実

❍ 自立心を持ち、人権の尊重や思いやり、社会性・倫理観・正義感などの豊かな心を身に付け実

践できる児童生徒を育成するため、職場体験や福祉体験、ボランティア活動などを推進するとと

もに、音楽活動や各種コンクールへの参加といった文化的活動を支援します。

❍ いじめ、不登校など、児童生徒の悩みや不安に対する相談や指導の充実に努めます。

⑶ 児童生徒の健康増進・体力向上

❍ 児童生徒の体力向上を図るために、指導者の意識向上、児童生徒の運動量の増加、運動の日常

化を図り、地域・家庭と連携した取組を行います。

❍ 児童生徒の生活リズムの改善など健康の保持増進を図るとともに、食育や薬物乱用防止教育

の推進に努めます。

社会性の育成

自立心を持ち、社会性、勤労観など豊かな心を身に付け実践できる生徒を育成する

ため、市内事業者等の協力の下、職場体験を実施します。

また、議会や選挙に対する理解を深め、主権者として政治に参加することへの関心

を高めるため、実践的な取組を取り入れた主権者教育を実施します。

・キャリア教育（職場体験学習）の実施【教育支援課】

・主権者教育の実施【教育支援課】

豊かな心の育成

児童生徒の表現力を高めるとともに、豊かな情操を培うため、音楽会を開催します。

また、学校、保護者、地域が一体となって子どもの健全育成を推進するため、児童

生徒・学校・保護者・地域の代表が教育に関するテーマについて発表等を行う教育シ

ンポジウムを開催します。

・小・中学校音楽会の実施【教育支援課】

・教育シンポジウムの実施【教育相談センター】

相談体制の充実

子どもと親の相談員やさわやか相談員を小・中学校に配置し、児童生徒や保護者が

抱えるいじめや不登校の問題等の解消を目指します。

また、児童生徒、保護者、教員などの心の支援のため、学校カウンセラーを配置し

ます。

さらに、適応指導教室「ふれあいルーム」を設置し、登校できない児童生徒の居場

所をつくることで学校復帰を促すとともに、学校教育相談主任研修会の設置やピアサ

ポーターの派遣など、不登校児童生徒ゼロを目指した取組を実施します。

・教育相談の実施【教育相談センター】

・不登校対策の充実【教育相談センター】

・ピアサポーターの派遣【教育相談センター】

いじめ問題対策

いじめの未然防止、早期発見、早期解消のための体制を整え、子どもたちが安心し

て学習やその他の活動に取り組むことができる環境づくりを推進します。

また、関係機関との連携を図るとともに、いじめ防止基本方針を実効的に推進する

ための附属機関（いじめ問題対策連絡協議会、いじめ問題対策審議会、いじめ問題再

調査委員会）において、いじめ問題対策を実施します。

・いじめ防止基本方針の推進【教育相談センター】

・関係機関との連携によるいじめ問題対策の実施【人権推進課】【教育相談センター】
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⑷ 特別支援教育の充実

❍ 障がいのある児童生徒一人ひとりの状況に応じたきめ細やかな教育的支援を行うため、体制の

整備や障がいの実態把握、支援策の充実を図るとともに、通常の学級と特別支援学級及び各学校

と特別支援学校との交流及び共同学習を効果的に進めます。

体力向上の推進

小学校の陸上大会、球技大会、中学校の部活動や教職員及びＰＴＡ代表で組織する

体力向上委員会における事業等を通じ、児童生徒の体力向上を図ります。

また、児童生徒の生活リズムの改善や薬物乱用防止を図るため、健康教育を実施し

ます。

・児童生徒の体力向上の推進【教育支援課】

・健康教育の推進【教育支援課】

学校給食の充実

食に関する正しい知識の習得や健全な食生活の実現、健康増進を図るため、学校給

食などによる食育を推進します。

地元の農業や食に対する児童生徒の興味関心を高めるため、学校給食に地元食材を

利用した献立を取り入れます。

食事に関する正しい理解により望ましい食習慣を身に付けるとともに、豊かな人間

性や社交性を養うため、学校給食の充実を目指し、給食設備の整備やポリエチレンナ

フタレート（ＰＥＮ）樹脂を使用した食器の導入、学校給食調理業務の委託化を進め

ます。

第3子以降の子どもについて、小・中学校給食費の無料化について検討を行います。

・学校における食育の推進【教育支援課】

・学校給食における地場産野菜の活用【学務課】

・学校給食の運営【学務課】

・第3子以降の小・中学校給食費の原則無料化の検討（再掲）【学務課】

放射性物質測定の

実施

東京電力（株）福島第一原子力発電所事故により飛散した放射性物質への対応とし

て、小・中学校給食食材等の放射性物質測定を実施します。

・給食食材等の放射性物質測定（再掲）【学務課】

特別支援教育の充

実

車椅子使用の児童生徒を支援する介助員や、特別な支援を必要とする児童生徒の支

援に当たる特別支援教育支援員を全小・中学校に配置するなど、個々の教育的ニーズ

に応じた支援を行います。

また、障がいのある児童生徒と障がいのない児童生徒とが互いを理解し、共に支え

合う「心のバリアフリー」を広めるため、交流活動や共同学習を実施します。

さらに、日本語指導員と共に日本語学習の指導に当たるボランティア（日本語学習

支援員）を学校に派遣し、外国人の児童生徒の学校生活及び学習活動を援助します。

・介助員、特別支援教育支援員の配置【教育相談センター】

・交流及び共同学習の充実（再掲）【教育相談センター】

・日本語学習支援の充実【教育相談センター】
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２ 教職員の資質の向上

⑴ 指導力の向上

❍ 一人ひとりの児童生徒に応じた指導の充実を図るため、各学校の教育課題の解決に向けた研究

の更なる支援に努めます。

❍ 豊かな人間性と実践的な指導力を培うため、グローバル化・情報化などの時代に対応した多様

な研修を体系的に整備します。

⑵ 学校・地域・関係機関との連携による資質の向上

❍ 幼稚園・保育園・小学校、小学校・中学校の連携や、地域・関係機関との連携を強化し、豊か

な見識と指導者としての資質の向上を図ります。

３ 教育環境の整備・充実

⑴ 教育施設・制度の充実

❍ 老朽化した小・中学校の校舎、屋内運動場、プールなどについて、長寿命化、エコ化及びバリ

アフリー化の視点を重視しながら、引き続き計画的な改修を進めます。

❍ 児童生徒の高度情報化社会への適応力を培い、多角的・効率的な授業による学力向上を図るた

め、設備の整備などのハード面・学習プログラムの構築などのソフト面の両面から授業・校務に

おけるＩＣＴ環境を充実させ、教育の情報化に向けた整備を推進します。

❍ 児童生徒の健やかな成長を促し豊かな人間性をはぐくむため、学校教育農園・学校教育林の設

置や学校獣医師制度の充実などにより、教育環境を整えます。

研修等の充実

学校教育の一層の充実・発展と教員の資質向上を図るため、管理職研修、教務主任

研修、専門研修など各種研修の充実を図るとともに、学校教育課題の解決に必要な研

究を学校に委嘱し、その取組の支援に努めます。

・教職員研修の実施【教育支援課】

・教育研究事業の実施【教育支援課】

関係機関との連携

の推進

幼保小連携推進事業及び小中連携推進事業における全体研修会や職員同士の交流、

子どもたちの相互交流実践等を通して、子どもの生活や発達の連続性を踏まえて指導

に当たれるよう指導力の向上を図ります。

また、大学との連携により、教職員を対象とした年次研修等を計画・実施し、教職

員の資質向上を図ります。

・幼保小連携推進事業の推進【教育支援課】

・小中連携推進事業の推進【教育相談センター】

・大学との連携による年次研修等の実施【教育支援課】
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⑵ 地域に開かれた学校の整備・充実

❍ 地域と共に歩む学校づくりのため、学校施設の開放を継続的に実施するとともに、学校評議員、

学校評価システム、学校応援団などの制度を活用しながら、教育の質の向上を図ります。

❍ 部活動ボランティア指導員や農業支援員など、地域の方々が体験学習を通じ、直接、児童生徒

とかかわり、その知識や技術を伝える制度の充実を図ります。

学校施設の整備

適正な教育環境を維持するため、老朽化が進んでいる小・中学校校舎や体育館、

プール等の体育施設について、計画的な改修を実施します。

また、給食室については、給食調理業務の民間委託化に必要な施設・設備及び教室

数増加に伴う食器保管場所の確保のための改修を行います。

・小・中学校校舎の改修【教育総務課】

・小・中学校体育館の改修【教育総務課】

・小・中学校プール施設の改修・改築【教育総務課】

・小・中学校屋外運動場の改修【教育総務課】

・小・中学校屋外トイレの改修【教育総務課】

・小・中学校給食棟の改修【教育総務課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・大和田小（増

築）
・石神小

・西堀小及び第

三中（屋上防

水改修）

・新座小（屋上

防水改修）

・東北小（屋上

防水改修）

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・石神小

・新座小及び第

四中（ろ過装

置更新）

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・大和田小、新

堀小
・池田小 ・新座小

情報環境の整備

「わかる授業」「魅力ある授業」を達成するためのインターネット通信環境の整備

を目指し、各小・中学校のネットワークの保守・維持管理を行います。

また、各学校のコンピュータ室の端末や情報機器の整備を進めるとともに、更なる

機器等の整備・充実を目指します。

さらに、児童生徒の読書活動を推進するため、小・中学校図書館の蔵書、設備等の

整備、充実を図ります。

・教育インターネットの整備【教育総務課】

・コンピュータ教育環境の整備【教育総務課】

・学校図書館の充実【教育総務課】

各種制度の充実

恵まれた新座の自然環境の中での自然体験活動や農業体験を通じ、豊かな心を育む

ために、学校教育林や学校教育農園を設置するとともに、緑のカーテンなどの学校緑

化を支援します。

また、朝霞保健所及び管内獣医師会の協力により、小動物を飼育している学校へ獣

医師の訪問指導等を行います。

・学校ふるさと構想の推進【教育支援課】

・学校獣医師制度の充実【教育支援課】
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⑶ 学区域の弾力的運用と学校の適正配置

❍ 新座駅周辺などの人口増加地域における教室不足などに対応するため、学区域の見直しや学校

の適正配置・増改築について検討します。

地域との連携の推

進

地域の学習機会の充実や施設の有効活用を図るため、教室や体育館などの学校施設

を開放します。

また、学校支援ボランティアとしての中学校における部活動指導員など、教育活動

への地域住民の協力とともに、全ての小・中学校における学校応援団制度の活用、学

校を総合的に支援するコミュニティ・スクールの指定など、地域ぐるみでの学校教育

を支援します。

さらに、教職員の創意工夫をいかし、地域の特性や学校の実態に応じた特色ある学

校の創造を実践する教育プランに対し、助成を行います。

・学校施設の開放【教育総務課】

・ボランティア指導員の拡充【教育支援課】

・学校応援団の実施【教育支援課】

・コミュニティ・スクールの指定【学務課】

・にいざの輝く学校プランの実施【教育支援課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・野火止小、陣

屋小

・新規1校（新

座中）（延べ

3校）

・新規4校（八

石小、野寺小、

栗原小、第五

中）（延べ7

校）

・新規16校（延

べ23校）

評価の充実

各学校で具体的に設定した目標やその達成状況についての自己評価と学校関係者

評価等を行い、その評価結果については、保護者、地域住民に説明するとともに、市

民に対して公表します。そして、学校の自己評価・学校関係者評価を補い、学校運営

の質を高めるために、大学関係者による専門的かつ客観的見地に基づく第三者評価を

実施します。

また、地域に開かれた学校づくりをより一層推進し、学校・家庭・地域が連携しな

がら一体となって子どもの健やかな成長を促すために、学校運営について意見し、助

言を行う学校評議員を設置します。

・学校評価の充実【教育支援課】

・学校評議員の設置【教育支援課】

適正な配置の実施

各学校における児童生徒数の地域的偏りが発生した場合は、これを是正するため、

通学区域の見直しや学校の適正配置・増改築を検討します。

・通学区域の見直し【学務課】

・学校の適正配置【学務課】

・小・中学校校舎の改修（再掲）【教育総務課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・大和田小（増

築）
・石神小

・西堀小及び第

三中（屋上防

水改修）

・新座小（屋上

防水改修）

・東北小（屋上

防水改修）
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⑷ 就学・進学援助の充実

❍ 経済的理由などにより就学・進学が困難な方に対し、就学に伴う費用の援助や入学準備金及び

奨学金の無利子貸付などの支援を実施します。

支援制度の充実

経済的理由により、就学が困難な市民に対し、入学準備金又は奨学金を無利子で貸

し付けるとともに、児童生徒を就学させることが困難と認められる場合には、保護者

に対し、学用品費や学校給食費等就学に掛かる経費について助成します。

・入学準備金・奨学金の貸付け【学務課】

・就学費の助成【学務課】
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基本方針

１ 青少年の健全育成の推進

⑴ 青少年活動の充実

❍ 地域におけるボランティア活動、交流活動など青少年の自主的な社会参加活動の機会の拡充に

努めます。

❍ 子どもたちの放課後や週末の活動を充実させるとともに、安全・安心な居場所の確保を図りま

す。

❍ 青少年の活動を支援するため、地域社会の様々な資源や、地域の小中学校施設、公民館・資料

館等の社会教育施設、文化施設等の有効活用に努めます。

❍ 公民館などの公共施設の改修・整備に当たっては、青少年の主体的な活動の活性化に配慮した

ものとします。

１ 未来を担う青少年が、豊かな人間性をはぐくみつつ健やかに成長していけるよう、

青少年一人ひとりの状況に応じた支援策を推進します。

２ 青少年の主体的な活動を支える居場所づくりや、青少年健全育成団体への支援を通

じて、青少年の社会的自立を促す環境づくりに市民総ぐるみで取り組みます。

第４章 教育・生涯学習・文化・スポーツ

第３節 青少年健全育成 ～豊かな人間性をはぐくむ～
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⑵ 青少年健全育成活動の支援

❍ 地域ぐるみで子どもたちの健やかな成長を図ることを目的とした、学校・家庭・地域の連携に

よる青少年健全育成活動の活性化を推進するため、青少年にかかわる団体などの活動を支援しま

す。

青少年への支援の

充実

青少年の自主的な社会参加活動の機会の拡充を図るため、文化芸術振興、スポーツ

振興、地域交流、青少年のボランティア活動などの青少年教育振興事業を行う個人・

団体に対し助成を行うとともに、青少年教育振興基金制度の周知を図ります。

地域の教育力の活性化促進のため、青少年健全育成団体及び地域のボランティアが

指導者となって、文化、スポーツ、学習等、様々な活動を行う新座っ子ぱわーあっぷ

くらぶを実施します。

放課後児童保育室と一体的に又は連携した子どもの放課後居場所づくりを推進す

るため、両事業を同一の小学校敷地内等で実施するとともに、児童が共通のプログラ

ムに参加できるもの（一体型）とします。このため、放課後児童保育室支援員や福祉

部局の行政関係者等を含めた事業関係者で組織する実行委員会及び教育長を委員長

とし、学校長やＰＴＡ、民生児童委員等の地域の方々で組織する運営委員会で定期的

に協議し、情報共有を図ります。

新・放課後子ども総合プランの重要性について、学校関係者の理解を促進すること

に努め、学校内の余裕教室等を使用し、子どもたちの放課後や週末における安全、安

心な居場所づくりを進めます。

・青少年教育振興事業実施団体等への助成【生涯学習スポーツ課】

・新座っ子ぱわーあっぷくらぶの実施【生涯学習スポーツ課】

・子どもの放課後居場所づくり事業の実施【生涯学習スポーツ課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・新規1校（新

開小）（延べ8

校、放課後児

童保育室と一

体型）

・新規1校（大

和田小）（延

べ9校、放課

後児童保育

室と一体型）

・新規2校（延

べ11校、放

課後児童保

育室と一体

型）

・新規2校(延

べ13校、放

課後児童保

育室と一体

型）

・新規4校(延

べ17校、放

課後児童保

育室と一体

型）

公共施設の整備

中央図書館及び福祉の里図書館に設置しているティーンズコーナー（おおむね13

歳から18歳までを対象）の利用促進を図るため、図書の充実に努めるとともに、公

民館・コミュニティセンターなどの公共施設の改修時には、青少年活動団体が施設を

有効利用できるように配慮した整備を行います。

・ティーンズコーナー図書の充実【中央図書館】

・公民館・コミュニティセンターの改修【中央公民館】

団体への支援の充

実

次代を担う青少年の健全育成を市民総ぐるみで推進するため、青少年健全育成団体

が行う心の声かけ運動やイベントなどの活動、リーダーの育成への支援を行うととも

に、助成をします。

また、地域における青少年健全育成の充実を図るため、各中学校区に設置されてい

るふれあい地域連絡協議会の活動を支援します。

・青少年健全育成事業への支援【生涯学習スポーツ課】

・青少年健全育成団体への助成【生涯学習スポーツ課】
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基本方針

１ 生涯学習の推進

⑴ 生涯学習機会の充実

❍ 市民の多様なニーズを踏まえた各種講座を実施するため、学習プログラムの研究に努めるとと

もに、各公民館・コミュニティセンターにおいて地域に根ざした特色ある事業を展開します。

❍ 青少年、現役世代、シニア世代など多様な市民が、能力開発を通じて自己実現を図る機会を提

供します。

１ 心豊かな市民生活の実現を目指し、生涯学習機会の充実を図るとともに、生涯学習

施設の整備・拡充を図ります。

２ 生涯学習への市民の参加を促進し、市民同士の交流を深め、学習の成果を地域に還

元する仕組みづくりを推進します。

学習機会の提供

公民館・コミュニティセンターなどで実施する生涯学習講座や図書館で実施する講

座について、市民ニーズや関係団体の意見を踏まえながら内容の充実を図ります。

幅広い世代が能力開発を通じて自己実現を図ることができるよう、公民館・コミュ

ニティセンター等において各種スキルアップ講座を実施します。

生涯学習センターでは、文化芸術活動に取り組む市民の発表の場として、ギャラ

リーの活用を推進するとともに、各種芸術展、講座、音楽会を行い、市民文化の振興

と文化意識の高揚を図ります。また、児童対象の事業として、人形劇、読み聞かせ、

手遊びなどを行う会を開催し、情操教育、読書推進活動の一助とします。

市職員等が講師となり、行政の仕事の説明や職員が持つ専門知識を提供する出前講

座を実施します。

・生涯学習講座の充実【生涯学習スポーツ課】

・図書館講座の充実【中央図書館】

・公民館・コミュニティセンター講座の充実【中央公民館】

・能力開発に関する講座の実施【中央公民館】

・芸術展の実施【生涯学習センター】

・生涯学習センター講座の充実【生涯学習センター】

・快適みらい都市づくり出前講座の実施【生涯学習スポーツ課】

第４章 教育・生涯学習・文化・スポーツ

第４節 生涯学習 ～学びあい、いつでも、どこでも、だれとでも～
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⑵ 生涯学習施設の整備・充実

❍ 幼児から高齢者まで、個々の年代に対応した生涯学習を支えるために、他施設との併設を図る

など、生涯学習施設の整備を進めます。

❍ 市民の身近な施設である公民館、図書館などの施設の計画的な整備・改修を推進するととも

に、設備機器の充実を図ります。

⑶ 情報提供のシステム化と学習相談体制の充実

❍ 教育委員会、公民館・コミュニティセンター、図書館、にいざほっとぷらざなどのホームペー

ジの充実に努めます。また、市民の自発的・自主的な学習活動を支援するため、情報提供のシス

テム化を図ります。

❍ 各公民館・コミュニティセンターに配置されている社会教育指導員による社会教育団体の指導

及び相談などの充実を図ります。

❍ 市民の多様化する学習を支援するため、図書館資料の整備・充実、レファレンス機能の拡充な

ど図書館サービスの推進を図ります。

生涯学習施設の整

備・充実

西東京市図書館の本市市民の利用の開始や栗原公民館及び西堀・新堀コミュニティ

センターの図書室を業務委託化して貸出日の増加を図るなど、ひばりヶ丘駅の利用者

の利便性を考慮した図書館サービスの充実を図るとともに、新座駅の利用者について

も検討を行います。

また、市民の文化活動や学習活動の拠点である市民会館、ふるさと新座館及び公民

館・コミュニティセンターなどについては、利用しやすい施設の整備・充実を図り、

施設の安全確保や利用促進に努めます。

さらに、パソコンや携帯電話から、公共施設の空き状況の照会、予約及び抽選申込

みができる公共施設予約システムの充実を図ります。

生涯学習センター・男女共同参画推進プラザ（にいざほっとぷらざ）における建物

の賃貸借契約の更新時期を見据えた今後の在り方について検討します。

・ひばりヶ丘駅周辺における図書館サービスの実施【中央図書館】

・新座駅周辺における図書館サービスの実施【中央図書館】

・公民館・コミュニティセンターの改修（再掲）【中央公民館】

・生涯学習施設の充実【生涯学習スポーツ課】【生涯学習センター】【中央公民館】【中

央図書館】

・公共施設予約システムの充実【情報システム課】【みどりと公園課】【生涯学習ス

ポーツ課】【生涯学習センター】【中央公民館】

・にいざほっとぷらざの今後の在り方の検討【政策課】【生涯学習スポーツ課】生涯

学習センター】【人権推進課】【市民課】【中央図書館】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・西東京市図書

館の市民利用

の開始

・図書館分館の

業務委託化

（栗原公民

館、西堀・新

堀コミュニ

ティセンター）

・福祉の里図書

館及び中央図

書館分館の指

定管理者制度

の導入
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⑷ 学習の成果をいかす仕組みづくり

❍ 図書館、公民館などにおける社会教育活動及び地域活動においてボランティアの活躍する機会

や場を提供するとともに、生涯学習の成果をまちづくりにいかすことのできる仕組みづくりを進

めます。

❍ 市民の多様な学習ニーズやボランティア意欲にこたえるため、生涯学習ボランティアバンクへ

の登録を推進するとともに、登録ボランティアの活動の場の提供に努めます。

❍ ボランティア情報の一元化やシステムの迅速化を図るとともに、市民に対する十分な周知に努

めます。

情報提供の充実

市民の自発的・自主的な生涯学習活動を支援するため、公民館・コミュニティセン

ター等のイベントに関する情報の収集・提供を行います。

また、生涯学習センターの図書室サービスの一環として、情報検索用インターネッ

トパソコンを設置するとともに、教育委員会や公民館・コミュニティセンター、図書

館のホームページの充実に努めます。

・「にいざの生涯学習」の充実【生涯学習スポーツ課】

・インターネット情報端末の設置【生涯学習センター】

・ホームページの充実【教育総務課】【中央公民館】【中央図書館】

相談体制の充実

公民館・コミュニティセンターに社会教育指導員を配置し、社会教育団体の指導及

び相談の充実を図ります。

・社会教育団体への相談体制の充実【中央公民館】

図書館機能の充実

市民の多様化する学習を支援するため、図書館資料の充実を図るとともに、図書館

利用者に対し、必要としている資料の紹介や提供を行うレファレンス機能の拡充に努

め、図書館サービスの充実を図ります。

・図書館資料の充実【中央図書館】

・レファレンス機能の充実【中央図書館】

ボランティア活動

への支援の充実

講座や研修会を通じて、公民館・コミュニティセンター、図書館を中心に活動する

ボランティアを育成するとともに、各種講座の企画準備委員や講師など、ボランティ

アの活躍する機会や場の提供などの支援を行います。

また、市民の学習ニーズの多様化やボランティア意欲に応えるため、新しい活動分

野の開拓や人材の発掘を図るなど、ボランティアバンクの充実に努めるとともに、制

度の利用を更に促進するため、情報紙やホームページによりボランティア情報の提供

を行います。

・ボランティアの育成と活動の場の提供【中央公民館】【中央図書館】

・生涯学習ボランティアバンクの充実【生涯学習スポーツ課】

・生涯学習ボランティア情報の提供【生涯学習スポーツ課】
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⑸ 関係機関との連携・協力

❍ 市民の生涯学習意欲の高まりに対応するため、市内小中学校・高等学校と連携し、学校施設の

地域への開放や余裕教室の活用などを推進します。

❍ 市民の学習意欲の多様化、高度化に対応した学習機会を提供するため、大学や専門学校などと

連携し、市民総合大学や公開講座などの充実に努めます。

❍ 生涯学習への市民参加を更に推進するために、関係機関との連携・協力を図るとともに、市民

や団体間の交流の促進に努めます。

❍ 子どもの読書活動を推進するため、小中学校と連携して、子どもの読書活動の機会を拡充する

とともに、市立図書館と学校図書館の一元化などネットワーク化を図ります。

関係機関との連携

の推進

地域の学習機会の充実や施設の有効活用を図るため、学校施設を開放します。

市内にある3大学や市内団体等の協力を得て、公開講座や市民総合大学、子ども大

学にいざなどを実施し、多様な学習機会の提供を図ります。

また、成人式実行委員会を設置し、新成人の企画・運営による成人式を開催します。

さらに、子どもの読書活動を推進するため、学級訪問、図書館訪問、図書の団体貸

出し等の充実を図ります。

・学校施設の開放（再掲）【教育総務課】

・市内大学公開講座等の実施【生涯学習スポーツ課】

・市民総合大学の実施【生涯学習スポーツ課】

・子ども大学にいざの実施【生涯学習スポーツ課】

・成人式の実施【生涯学習スポーツ課】

・子ども読書活動の推進【中央図書館】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・第4次子ども

読書活動推

進計画の策

定

団体への支援の充

実

社会教育関係団体が主体的かつ健全に事業活動を展開できるよう支援するととも

に、団体間の交流機会の提供に努めます。

・社会教育関係団体への支援【生涯学習スポーツ課】
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基本方針

１ 文化芸術活動の振興

⑴ 市民主体の文化芸術活動の振興

❍ 市民の主体的な文化芸術活動を推進するため、文化協会などの文化芸術団体を始め、文化芸術

にかかわるＮＰＯや自主グループ、個人の活動を支援する体制づくりを進めます。

❍ 市民のだれもが文化芸術を発表・鑑賞・創造できる機会の充実を図ります。また、子どもが文

化芸術に触れる環境づくりを進めることで、地域文化を継承し発展させるまちづくりを進めます。

❍ 市民が文化芸術に親しむ環境をつくる担い手として、文化芸術活動に積極的に取り組む市民や

専門家など文化芸術分野の人材の活用を図ります。

１ 市民一人ひとりが文化芸術を身近に感じ、文化芸術活動を通じて、人と人とのネッ

トワークを広げ、コミュニケーションを促進していくことで、自分たちの住むまちに

更に誇りと愛情を持てるよう文化芸術活動の振興を図ります。また、市民の自主的な

文化芸術活動を支援し、市民と市との連帯と協働により、地域の文化力を高めます。

２ 野火止用水を始めとする新座市の大切な歴史的資産である文化財を保護・活用する

とともに、市史の編さんを進め、「ふるさと新座」への郷土愛をはぐくみます。

団体への支援の充

実

市民主体の文化芸術活動を促進するため、文化芸術に関わる団体・個人等に対し、

情報提供、助成等による支援を行います。

・文化芸術団体等への支援【生涯学習スポーツ課】

文化芸術に触れる

機会の提供

市民の文化芸術の鑑賞、発表、交流の場である新座快適みらい都市市民まつり文化

祭の実行委員会を支援するとともに、地域に根ざした文化芸術イベントとして、睡足

軒の森文化事業など文化芸術活動の発表の場や、文化芸術に親しむ機会の提供に努め

ます。

また、子どもの豊かな心や創造性を育み、将来の地域文化の担い手となるよう、子

どもたちが文化芸術に触れられる機会の充実を図ります。

さらに、市民に広く文化芸術を伝える担い手として、講座やイベントなどの機会に、

文化芸術活動に積極的に取り組む市民など文化芸術分野の人材の活用を図ります。

・新座快適みらい都市市民まつり文化祭への支援【生涯学習スポーツ課】

・睡足軒の森文化事業の実施【生涯学習スポーツ課】

・子どもの文化芸術環境の充実【生涯学習スポーツ課】

・文化芸術分野の人材の登用【生涯学習スポーツ課】

第４章 教育・生涯学習・文化・スポーツ

第５節 文化芸術 ～豊かな地域文化をはぐくむ～
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⑵ 文化芸術活動の施設の充実

❍ 市民会館、公民館など文化芸術関連施設の整備・充実を図るとともに、市内公共施設など利用

可能なスペースを活用し、文化芸術の拠点づくりを進めます。また、市民会館の老朽化対策とし

て、耐震補強工事やバリアフリー化を含む改修を行います。

⑶ 文化芸術活動振興のためのネットワークづくり

❍ 市民の文化芸術活動への関心の高まりに対応し、県、友好（姉妹）都市、近隣自治体その他文

化芸術団体との文化交流を促進し、様々な交流事業に対する支援を行います。

❍ 文化芸術に関する情報の収集・提供の充実を図り、市民の文化芸術活動相互の連携の強化や

ネットワークの形成を支援します。

❍ 市、市民、市内大学及び事業所などが連携して、文化芸術活動推進のために協働する体制をつ

くります。

文化芸術活動施設

の整備・充実

公民館・コミュニティセンターにおける文化芸術関連設備の充実を図るとともに、

利用可能なスペースを活用し、展示スペースとするなど、文化芸術の拠点づくりを進

めます。

また、市民会館やふるさと新座館などの生涯学習施設については、文化芸術活動の

拠点として、施設の充実や利用の促進を図ります。

さらに、パソコンや携帯電話から、公共施設の空き状況の照会、予約及び抽選申込

みができる公共施設予約システムの充実を図ります。

・展示スペースの整備【中央公民館】

・生涯学習施設の充実（再掲）【生涯学習スポーツ課】【生涯学習センター】【中央公

民館】【中央図書館】

・公共施設予約システムの充実（再掲）【情報システム課】【みどりと公園課】【生涯

学習スポーツ課】【生涯学習センター】【中央公民館】

ネットワークの構

築

文化芸術活動を通じた交流を活性化させるため、県、友好（姉妹）都市、近隣自治

体、文化芸術団体との交流事業を支援します。

また、文化芸術団体相互の連携の強化及びネットワークの形成を支援するため、情

報誌、ホームページ等の活用により、文化芸術団体の活動情報を提供し、文化芸術活

動を行う団体間で情報や資源の共有を図ります。

さらに、市民会館及びふるさと新座館ホールの指定管理者制度導入に伴い、指定管

理者と連携した文化芸術活動の振興に向けた事業を推進します。

・文化交流事業への支援【生涯学習スポーツ課】

・文化芸術情報の提供【生涯学習スポーツ課】

・文化芸術活動に関するネットワークの構築【生涯学習スポーツ課】

・文化芸術推進体制の整備【生涯学習スポーツ課】

・文化芸術振興に関する指定管理者との連携【生涯学習スポーツ課】
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２ 文化財の保護・活用

⑴ 文化財保護体制の充実

❍ 文化財の永続的な保存・管理のための調査を実施するとともに、文化財の保存・管理・活用計

画などを策定し、指定文化財保存事業を推進します。

❍ 民俗、記念物、遺跡などを映像により記録するとともに、市内の伝承に関する聞き取り調査に

よる記録保存を行います。また、市史編さん事業を進めます。

❍ 野火止用水とその周辺の文化的景観について、保存計画を策定し、適切な保護を図ります。

保存及び保護の充

実

平林寺境内林を次世代へ確実に継承するため、「国指定天然記念物平林寺境内林保

存管理計画」に基づき、保存対策事業を推進します。

市内各地に所在する指定文化財について、必要な保存対策を講じることで、適切で

永続的な文化財の保存を図るとともに、無形文化財や史跡、天然記念物等を映像とし

て記録し、ホームページ等で公開するなど活用を図ります。また、指定文化財等の説

明板を設置して周知を図ります。

市内に伝わる各種伝承について、聞き取り調査を実施し、「伝承記録集」として刊

行するとともに、新座市史の追加編集や再整理を行い、ダイジェスト版を刊行します。

野火止用水について、適切な保存と確実な継承を推進するため、「野火止用水・平

林寺の文化的景観保存計画」に基づき整備を進めるとともに、国の重要文化的景観選

定の申出を行います。

・平林寺境内林保存対策事業への支援【生涯学習スポーツ課】

・指定文化財保存事業の実施【生涯学習スポーツ課】

・文化財映像記録保存事業の実施【生涯学習スポーツ課】

・地域伝承記録集の作成【生涯学習スポーツ課】

・市史編さん事業の実施【生涯学習スポーツ課】

・野火止用水文化的景観の保護【生涯学習スポーツ課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・聞き取り調査

の実施

・記録の活字化

・聞き取り調査

の実施

・記録の活字化

・聞き取り調査

の実施

・記録の活字化

・聞き取り調査

の実施

・記録の活字化

・伝承記録集の

編さん

・聞き取り調査

の実施

・記録の活字化

・伝承記録集の

刊行

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・市史資料の追

加・再整理・

デジタル化

・市史資料の追

加・再整理・

デジタル化

・市史資料の追

加・再整理・

デジタル化

・市史資料の追

加・再整理・

デジタル化

・市史ダイジェ

スト版の編

さん

・市史資料の追

加・再整理・

デジタル化

・市史ダイジェ

スト版の刊行

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・野火止用水文

化的景観保

存活用のた

めの各種事

業の推進

・野火止用水文

化的景観保

存活用のた

めの各種事

業の推進

・野火止用水文

化的景観保

存活用のた

めの各種事

業の推進

・野火止用水文

化的景観保

存活用のた

めの各種事

業の推進

・野火止用水文

化的景観保

存活用のた

めの各種事

業の推進

・国選定の答申

・補助金を活用

した修理・修

景の検討
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⑵ 文化財の活用と施設の整備

❍ 市民の地域への愛着を培うため、散策ガイド、小冊子などの刊行やホームページの活用など、

文化財に関する効果的な啓発及び広報活動を推進し、文化財愛護活動の充実を図ります。

❍ 睡足軒の森を始めとする貴重な文化資産をいかして地域密着型の事業展開を図るため、分野・

テーマなどに応じて文化資産の有効活用を図るとともに、老朽化した文化財関連施設・設備の整

備を推進します。

❍ 平林寺境内林及び野火止用水を一体化した、新座の文化的景観を醸し出す文化財の拠点づくり

を推進します。

調査の実施

埋蔵文化財の破壊・滅失防止のため、大和田二・三丁目地区土地区画整理事業のほ

か、開発行為や住宅建設などが行われる際に遺跡発掘調査を実施します。

また、遺跡所在確認調査、発掘調査等の結果を基に、遺跡地図・遺跡台帳や遺跡分

布地図を随時改訂するとともに、調査記録をホームページ等に掲載します。

さらに、保存・管理すべきと判断した文化財については、指定等に向けて必要な調

査を行います。

・遺跡発掘調査の実施【生涯学習スポーツ課】

・遺跡地図・遺跡台帳の整備【生涯学習スポーツ課】

・文化財指定化調査の実施【生涯学習スポーツ課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・遺跡地図・遺

跡台帳の整

備

・遺跡地図・遺

跡台帳の整

備

・遺跡地図・遺

跡台帳の整

備

・遺跡地図・遺

跡台帳の整

備・更新

・遺跡地図・遺

跡台帳の整

備・更新
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文化財活用の推進

市内の文化財を紹介するマップ・ガイドや、小冊子などの刊行・配布、文化財をめ

ぐる講座等の開催、各種文化財調査資料等データベースの公開などを通じて、地域の

文化財への関心を高め、郷土への愛着や地域文化の高揚を図ります。

野火止用水クリーンキャンペーンを実施し、野火止用水に関する理解と愛護の意識

を高めるとともに、野火止用水の復元に向けた検討や、野火止用水沿いと平林寺周辺

の遊歩道・散策道の整備を行います。

睡足軒の森を青少年の体験学習の場や日本の伝統文化の活動場所として活用する

とともに、利用しやすい施設となるよう維持管理を行います。

歴史民俗資料館においては、各種文化財調査資料や市の歴史、民俗、考古に関する

資料などの収集、保存、活用を行うとともに、講座、体験学習及び地域伝承事業を実

施し、市民の郷土愛と文化の向上に寄与します。

・文化財刊行物の配布【生涯学習スポーツ課】

・文化財資料のデータベース化【生涯学習スポーツ課】

・野火止用水クリーンキャンペーンの実施【生涯学習スポーツ課】

・野火止用水の復元事業の実施【道路課】

・野火止用水沿い及び平林寺周辺の遊歩道・散策道の整備【道路課】

・睡足軒の森の活用【生涯学習スポーツ課】

・歴史民俗資料館の充実【生涯学習スポーツ課（歴史民俗資料館）】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・資料のデジタ

ル化

・資料のデジタ

ル化

・文化財情報シ

ステムの構

築

・文化財情報シ

ステムの運

用

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・平林寺周辺散

策道整備の

ための樹木

伐採工事

・平林寺周辺歩

道整備工事

・平林寺周辺歩

道整備工事

・平林寺周辺歩

道整備工事

公共施設の整備

睡足軒の森について、市民が利用しやすいよう施設の整備を行うとともに、平林寺

境内林や野火止用水と一体化した、新座のふるさと景観を醸し出す施設として、（仮

称）ふるさと歴史館の整備に向けた検討を行います。

・睡足軒の森の整備【生涯学習スポーツ課】

・（仮称）ふるさと歴史館の整備に向けた検討【生涯学習スポーツ課】
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基本方針

１ スポーツ・レクリエーションの振興

⑴ スポーツ・レクリエーション施設の整備

❍ 市民が楽しみながら健康の維持･増進を図れるよう、市民ニーズに対応したスポーツ施設の設置

を検討するとともに、サイクリングやジョギング、ウォーキングなどが安全にできる環境の整備

に努めます。

❍ 既存運動施設については、計画的な整備・改修を推進します。

１ 市民のだれもが健康で充実した生活を送れるよう、日常生活の中で生涯にわたって

スポーツやレクリエーションに親しめる環境づくりを進めます。

２ 市民が参加しやすい活動の場と機会の提供に努めるほか、スポーツ振興のための人

材の育成と活用に努めます。

第４章 教育・生涯学習・文化・スポーツ

第６節 スポーツ・レクリエーション ～スポーツでいきいき～
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⑵ スポーツ・レクリエーション活動の推進

❍ 市民のだれもが手軽にスポーツに親しめるよう、各種ニュースポーツ教室や健康体操教室、各

種スポーツ大会やレクリエーション大会などを開催します。

❍ 地域に密着した活動の場づくりのため、幅広い世代が参加でき、複数種目を自主運営し地域コ

ミュニティの核となる総合型地域スポーツクラブの開設を推進します。

施設の整備・充実

市民ニーズに対応したスポーツ施設の設置について、検討を行います。

野火止用水の復元に向けた検討や、野火止用水沿いと平林寺周辺の遊歩道・散策道

の整備を行います。

ウォーキングやサイクリング等を通じ、身近な自然とふれあうことのできる場とな

るよう、柳瀬川、黒目川、野火止用水沿いの遊歩道の維持管理に努めるとともに、新

たな遊歩道及び親水空間の整備を埼玉県に要望します。

生涯スポーツ振興のため、総合体育館、運動場、庭球場、プール等のスポーツ施設

について、整備・改修を実施し、市民が楽しみながら健康の維持・増進を図れる環境

の整備に努めます。

大学が所有するスポーツ施設の市民開放について、大学と連携しながら進めます。

・スポーツ施設の設置に向けた検討【生涯学習スポーツ課】

・公園への健康器具の設置【みどりと公園課】

・野火止用水の復元事業の実施（再掲）【道路課】

・野火止用水沿い及び平林寺周辺の遊歩道・散策道の整備（再掲）【道路課】

・河川・用水沿い遊歩道の維持管理【道路課】

・遊歩道・親水空間の整備に関する県への要望【道路課】

・スポーツ施設の整備・改修【みどりと公園課】【生涯学習スポーツ課】

・公共施設予約システムの充実（再掲）【情報システム課】【みどりと公園課】【生涯

学習スポーツ課】【生涯学習センター】【中央公民館】

・大学施設の市民開放【生涯学習スポーツ課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・平林寺周辺散

策道整備の

ための樹木

伐採工事

・平林寺周辺歩

道整備工事

・平林寺周辺歩

道整備工事

・平林寺周辺歩

道整備工事

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・第三種公認の

ための総合

運動公園陸

上競技場の

改修

・大和田運動場

サッカー場

の整備

・野火止運動場

野球場の改

修

・大和田三丁目

地内の多目

的グランド

整備工事
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⑶ スポーツ振興のための人材育成・活用

❍ スポーツ・レクリエーション活動の一層の推進を図るため、地域スポーツ団体指導者及び体育

指導委員・体育協会加盟団体などを対象に、指導者の資質向上を目指した救命救急講習などの指

導者養成講習会を開催するとともに、人員の強化などのための受け皿づくりに努めます。

❍ スポーツ・レクリエーション活動を指導するボランティアに関する情報の収集と活用に努めま

す。

スポーツ・レクリ

エーション事業の

実施

初心者から参加できるスポーツ教室や各小学校を会場とする地域スポーツ教室、新

座っ子ぱわーあっぷくらぶ（スポーツ系）等を実施するとともに、公益財団法人新座

市体育協会加盟団体による市民総合体育大会を開催します。

また、幅広い世代が参加でき、地域のコミュニティの核となる総合型地域スポーツ

クラブの事業推進支援を行います。

・軽スポーツ・レクリエーション教室の実施【生涯学習スポーツ課】

・市民総合体育大会の実施【生涯学習スポーツ課】

・体育協会への支援【生涯学習スポーツ課】

・総合型地域スポーツクラブの推進【生涯学習スポーツ課】

指導者の養成と活

用

指導者の資質向上を図るため、スポーツ推進委員、公益財団法人新座市体育協会加

盟団体及び地域スポーツ指導者を対象とした講習会を開催します。

また、指導者の活躍の場を広げるとともに、市民の多様なニーズに応えるため、生

涯学習ボランティアバンク（スポーツ分野）の充実に努めます。

・指導者養成講座の充実【生涯学習スポーツ課】

・ボランティア指導者の活用【生涯学習スポーツ課】
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第５章 都市整備

第１節 都市計画 ～計画的なまちづくり～

第２節 景観 ～魅力的な景観づくり～

第３節 道路 ～安全で快適な道づくり～

第４節 公共交通網 ～便利で快適な公共交通網～

第５節 公園・緑地 ～緑豊かなまちづくり～

第６節 河川・水路 ～水と親しむまちづくり～

第７節 上水道・下水道 ～安全・安心な上水道・下水道づくり～
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基本方針

１ 計画的なまちづくりの推進

⑴ 有効な土地利用の推進

❍ 市街化調整区域については、自然環境との調和に配慮しつつ、有効な土地利用への誘導を進め

ます。

❍ 国道254号沿道の市街化調整区域では、交通利便性の高さから産業系土地利用への転換につい

て検討します。

❍ 地域の特性を踏まえた計画的なまちづくりを進めるため、土地利用の動向を把握し、適切な用

途地域の指定、変更をするなど、必要に応じた都市計画の見直しを図るとともに、土地区画整理

事業や地区計画制度を活用し、計画的な市街地形成を図ります。

１ 首都近郊にありながら、豊かな自然環境を残す、新座の特性をいかしたまちづくり

を計画的に進めるため、新たな視点による都市計画の見直しを図ります。

第５章 都市整備

第１節 都市計画 ～計画的なまちづくり ～
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市街化調整区域の

有効活用

大和田二・三丁目地区については、土地区画整理事業及び都市計画道路の整備によ

り、商工業施設を誘致するなど、産業系土地利用への転換を図ります。

また、市中央部における新たな都市拠点の形成に向けて、都市高速鉄道12号線の

延伸実現及びスマートインターチェンジの設置に向けたまちづくりについて検討す

るとともに、新座駅周辺の市街化区域に隣接する菅沢・あたご、野火止三・四丁目地

区における土地利用について検討します。

さらに、その他の市街化調整区域についても、土地区画整理事業等の都市計画に関

する様々な手法の活用を検討し、新たな視点によりそれぞれの区域の実情等を勘案し

た適切な土地利用への誘導を図ります。

・大和田二・三丁目地区土地区画整理事業の推進【大和田二・三丁目地区土地区画整

理事務所】

・大和田二・三丁目地区における橋梁の整備【（仮称）大和田・坂之下橋整備事業推

進室】

・市中央部における土地利用に向けた検討【地下鉄12号線延伸促進室】【まちづくり

計画課】

・菅沢・あたご、野火止三・四丁目地区における土地利用に向けた検討【まちづくり

計画課】

・市街化調整区域の有効活用【まちづくり計画課】

・市街化調整区域の適切な土地利用の誘導【建築開発課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・仮換地指定

・道路等設計・

工事

・物件移転補償

・換地設計変更

等

・埋蔵文化財調

査

・道路等設計・

工事

・物件移転補償

・換地設計変更

等

・道路等設計・

工事

・物件移転補償

・換地設計変更

等

・道路等設計・

工事

・物件移転補償

・換地計画等

・道路工事等

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・設計

・物件調査

・物件調査

・物件移転補償

・工事

・用地測量

・用地買収

・物件移転補償

・工事 ・工事

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・地権者説明会

の実施

・12号線の延伸

に向けた基

礎調査の調

査項目の検

討

・12号線の延伸

に向けた基

礎調査の実

施

・将来土地利用

構想の調

査・検討

・将来土地利用

構想の調

査・検討
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⑵ 都市拠点の整備

❍ 都市高速鉄道12号線の延伸実現に向け、市中央部における新たな拠点の整備を想定したまちづ

くり構想の策定を進めるとともに、次期交通政策審議会答申に応じた、具体的なまちづくりへの

取組を進めます。

❍ 新座駅周辺については、引き続き整備を推進し、快適でにぎわいのあるまちづくりを進めます。

計画的な市街地の

形成

都市計画基本図の作成や都市計画基礎調査を実施することで、土地利用の動向を把

握し、埼玉県との協議を図りながら、市内各地区の特性に合った用途地域、防火地域

等の地域地区や地区計画の変更等を進めるとともに、市街化調整区域から市街化区域

への編入が可能となった地区については、区域区分の変更を進めます。

また、国土調査法に規定する地籍調査について、着手に向けた調査・研究を行いま

す。

・都市計画基礎調査等の実施【まちづくり計画課】

・地域地区の決定・変更【まちづくり計画課】

・地区計画の変更【まちづくり計画課】

・区域区分の変更【まちづくり計画課】

・地籍調査の実施【まちづくり計画課】【道路課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・都市計画基本

図の作成

・都市計画基礎

調査の実施

土地区画整理事業

への支援

有効な土地利用の促進及び安全な市街地形成に資するため、組合等が実施する土地

区画整理事業の立上げや技術的援助、助成を行います。

また、東北土地区画整理事業の未整備地区について、埼玉県の長期未着手土地区画

整理事業区域に係る市街地整備指針に基づき、市街地整備上の問題解決に向けた検討

を行います。

・組合等土地区画整理事業への支援【まちづくり計画課】

・東北土地区画整理事業の推進【まちづくり計画課】

市中央部における

新たな都市拠点の

整備

市中央部における新たな都市拠点の形成に向けて、都市高速鉄道12号線の延伸実

現及びスマートインターチェンジの設置に向けたまちづくりについて検討します。

・市中央部における土地利用に向けた検討（再掲）【地下鉄12号線延伸促進室】【ま

ちづくり計画課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・地権者説明会

の実施

・12号線の延伸

に向けた基

礎調査の調

査項目の検

討

・12号線の延伸

に向けた基

礎調査の実

施

・将来土地利用

構想の調

査・検討

・将来土地利用

構想の調

査・検討
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⑶ 住民参画によるまちづくりの推進

❍ 住民発意によるまちづくりや都市計画における住民参加の仕組みをつくり、市民・事業者・市

の協働による地区の特性に応じたきめ細かなまちづくりを進めます。

⑷ ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進

❍ 高齢者や障がい者などが利用する施設の集積地や駅周辺地区の面的なバリアフリー化に取り組

むなど、すべての人に優しいユニバーサルデザインのまちづくりを推進します。

新座駅周辺の都市

拠点の整備

利便性の高い良好な住環境の整備を目指し、南口地区と合わせて市の中核拠点とな

る新たな市街地形成を図るため、新座駅北口土地区画整理事業を実施します。

・新座駅北口土地区画整理事業の実施【新座駅北口土地区画整理事務所】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・物件調査積算

・物件移転補償

・道路等設計・

工事

・物件調査積算

・物件移転補償

・道路等設計・

工事

・物件調査積算

・物件移転補償

・道路等設計・

工事

・物件調査積算

・物件移転補償

・道路等設計・

工事

・物件調査積算

・物件移転補償

・道路等設計・

工事

住民参画制度の確

立

市民・事業者・市の協働の下、まちづくりに関して、それぞれの責務を明らかにす

るとともに、住民参画の仕組みなどを定める地区まちづくり推進条例の周知及び適切

な運用を図ります。

・地区まちづくり推進条例の運用【まちづくり計画課】

ユニバーサルデザ

インによる施設整

備

既存の公共施設については、改修時等に合わせ、計画的にバリアフリー化を進めま

す。

また、新たな公共施設の設置に際しては、全ての人に優しいユニバーサルデザイン

を基本として整備を進めるとともに、基本方針の策定について検討を行います。

・ユニバーサルデザインのまちづくりに係る基本方針の策定【まちづくり計画課】
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基本方針

１ 景観に配慮したまちづくり

⑴ 景観形成の推進

❍ 市民団体や地域住民が主体となる景観づくり活動を支援し、その活動の拡大を図ります。

❍ 市民が身近な景観づくりに取り組む契機となるよう、景観づくりに関する情報提供などの充実

を図ります。

❍ 景観法を始めとした、関連する諸制度を活用し、景観づくりに総合的に取り組むため、市民・

事業者・市の役割を明確にし、協働による推進体制を確立します。

１ 市民や事業者との協働を基本として、新座市の特性をいかした「ふるさと新座」の

景観づくりを進めます。

２ 重要な景観構成要素である屋外広告物の適正化を図ります。

良好な景観の形成

地域の景観づくりのルールや計画づくり活動を推進・支援するとともに、市民・事

業者・市が良好な景観づくりに関する認識を深められるよう、ガイドブック及び

リーフレットの作成・配布や展示会等による情報提供の充実を図り、協働による景観

づくりに取り組みます。

また、景観条例等に基づき、一定規模以上の建築物の建築、工作物の建設等につい

ては、市への事前協議・届出を義務付けることで、良好な景観づくりを誘導します。

・地域の景観づくり活動の推進・支援【まちづくり計画課】

・景観づくりに関する情報提供の充実【まちづくり計画課】

・協働による景観づくり体制の確立【まちづくり計画課】

・新座市景観条例等に基づく規制の実施【まちづくり計画課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・景観ガイド

ブックの周

知

・景観45選リー

フレットの配

布

・景観ガイド

ブックの周

知

・景観ガイド

ブックの周

知

・景観ガイド

ブックの周

知

・景観ガイド

ブックの周

知

第５章 都市整備

第２節 景観 ～魅力的な景観づくり～
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⑵ 屋外広告物の適正化

❍ 屋外広告物が地域の特性と調和したものとなるよう規制・誘導に努めます。

屋外広告物への規

制

良好な景観の形成や風致の維持、公衆に対する危害の防止を図るため、屋外広告物

について、禁止地域・物件、設置許可に関する手続などを定めた屋外広告物条例に基

づき、地域の特性を踏まえた必要な規制を行うとともに、リーフレットなどにより制

度の周知を図ります。

・屋外広告物の規制の実施【建築開発課】
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基本方針

１ 道路交通網の整備

⑴ 生活道路の整備

❍ 歩行者の安全性、快適性に配慮し、道路の拡幅や歩道の確保を計画的に進めます。また、歩道

の整備に当たっては、自転車の利用にも配慮した整備に努めます。

⑵ 幹線道路の整備

❍ 都市計画道路保谷・朝霞線、放射7号線、東村山・足立線などの広域幹線道路の早期整備を県

に要請します。

❍ 都市計画道路東久留米・志木線、ひばりが丘駅北口線など、幹線道路の整備を推進します。

❍ 関越自動車道のスマートインターチェンジの設置について検討を進めます。

❍ 歩道の設置などを進めるとともに、道路や地域の特性などに応じて道路の緑化、電線類の地中

化など、防災や景観にも配慮しながら取り組みます。

１ 歩行者や自転車等が安全に、かつ、安心して通行できるよう、生活道路の計画的な

整備を進めます。

２ 都市間交通の骨格となる広域幹線道路の整備を促進するとともに、市内各地区を結

ぶ幹線道路の整備を進めます。

３ 道路の整備に当たってはユニバーサルデザインを基本とし、快適な歩行空間の確保

に努めます。

４ 道路舗装及び橋梁の長寿命化のため、計画的な維持管理と改修を進めます。
りょう

道路の拡幅と歩道

の整備

歩行者などの安全確保に重点を置いた計画的な道路改修を行うため、道路改良10

か年基本計画に基づき、道路の拡幅と歩道の整備を図ります。

・道路の拡幅と歩道の整備【道路課】

第５章 都市整備

第３節 道路 ～安全で快適な道づくり～
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広域幹線道路整備

に向けた関係機関

との連携

都市計画道路調布保谷線の接続路線である都市計画道路保谷・朝霞線や広域幹線道

路である都市計画道路放射7号線について、埼玉県の事業の早期着手・整備に向けて

協力します。

また、都市計画道路東村山・足立線の早期整備について、施行主体である埼玉県へ

要望します。

・都市計画道路保谷・朝霞線の整備【まちづくり計画課】

・都市計画道路放射7号線の整備【道路課】

・都市計画道路東村山・足立線の早期整備の要望【道路課】

幹線道路の整備

市域南北縦軸のネットワーク形成を目指し、都市計画道路東久留米・志木線の未整

備区間65mの整備を進めるとともに、新たに水道道路から産業道路までの区間の事

業化を検討します。

また、新座市方面からひばりヶ丘駅へのアクセス道路である都市計画道路ひばりが

丘駅北口線について、新座市域の整備費を負担するなど、施行主体である西東京市と

連携しながら早期整備を図ります。

さらに、新座市方面から保谷駅へのアクセス道路として利用する都市計画道路保谷

秋津線を、東京都と連携しながら早期に整備します。

・都市計画道路東久留米・志木線の整備【東久留米志木線推進室】

・都市計画道路ひばりが丘駅北口線の整備【道路課】

・都市計画道路保谷秋津線の整備【道路課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・事業用地取得

交渉

・土地収用法に

基づく手続

・道路築造工事

に係る負担金

・道路築造工事

に係る負担金

・歩道整備工事

に係る負担金

・事業化の検討

・事業化の検討

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・新座市域の整

備完了

・電線共同溝引

き込み工事
・電柱抜柱工事

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・路線測量 ・用地測量
・物件調査

・事業認可取得

・物件調査・補

償

・用地取得

スマートインター

チェンジの設置

スマートインターチェンジの設置に係る国の動向を見定めるとともに、メリット・

デメリットの検証を行うなど、調査研究及び設置の検討を行います。

・関越自動車道へのスマートインターチェンジの設置【まちづくり計画課】
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⑶ ユニバーサルデザインによる道路整備

❍ ユニバーサルデザインの考え方に基づく道路整備を推進します。

２ 道路管理の充実

⑴ 道路の維持・補修

❍ 道路の定期的なパトロールを実施し、舗装等の傷みの早期発見・早期手当てにより、舗装の長

寿命化などを図るとともに、街路樹や植樹帯の保全に努めます。

❍ 地域住民による清掃・草刈りなど、協働による道路の維持管理体制づくりに取り組みます。

快適な道路環境の

整備

幹線道路である都市計画道路の整備に当たっては、歩道を設置するとともに、植樹

帯を設けるなど、緑化の推進に努めます。

また、志木駅南口駅前広場の整備に当たっては、防災や景観に配慮し、電線の地中

化を進めます。

・歩道整備の実施（幹線道路）【道路課】

・道路の緑化の実施【道路課】

・電線地中化の実施（志木駅南口駅前広場整備）【道路課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・ひばりが丘駅

北口線

・都市計画道

路の整備に

併せて推進

・東久留米・志

木線

・東久留米・志

木線

・都市計画道路

の整備に併

せて推進

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・ひばりが丘駅

北口線

・東久留米・

志木線

・都市計画道路

の整備に併

せて推進

・都市計画道路

の整備に併

せて推進

バリアフリー化の

推進

自然と人に優しい道づくりを目指し、従来のバリアフリーの視点に加え、「どこで

も、誰でも、自由に、使いやすく」というユニバーサルデザインの考え方に基づき、

道路整備を推進します。

・道路のバリアフリー化の実施【道路課】

道路の維持・補修

市道の安全確保や長寿命化を図るため、定期的なパトロールや舗装の打ち換え、

ガードパイプの改修等の維持補修工事を行うとともに、草刈りや側溝等の清掃、街路

樹・植樹帯の剪定を実施し、良好な道路環境の維持に努めます。
せん

また、地域住民による道路の清掃・草刈りなど、協働による道路の維持管理体制づ

くりを推進します。

さらに、私道寄附採納基準に満たない私道であっても、公共性の高いものは市道と

して適切に管理できるよう、新たな制度の構築に向けて検討します。

・道路パトロールの実施【道路課】

・市道の維持・補修工事の実施【道路課】

・道路の草刈り、側溝等の清掃【道路課】

・地域住民による道路維持管理体制の構築【道路課】

・私道の管理に関する新たな制度の構築【道路課】
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⑵ 橋梁の維持・補修

❍ 災害に強い道路網の確保を図るため、橋梁の耐震診断及び老朽度調査を実施し、長寿命化修繕

計画を策定するとともに、計画に基づいた適切な維持管理と改修を進めます。

⑶ 私道整備への支援

❍ 砂利道の舗装や老朽化した舗装の再整備など、私道整備の支援に努めます。

橋梁の適正な維持

管理

災害に強い道路網の確保を図るため、市内にある60の橋梁の老朽度の点検調査を

実施し、結果に基づいた長寿命化修繕計画（橋長15メートル以上の28橋）の見直

しを行うとともに、計画に基づいた橋梁の修繕、耐震診断結果に基づく耐震補強工事

を進めます。

・橋梁の点検調査の実施【道路課】

・橋梁の修繕【道路課】

・橋梁の耐震補強【道路課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・8橋（2回目） ・15橋（2回目） ・32橋（2回目） ・1橋（3回目） ・6橋（3回目）

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・修繕工事3橋

・修繕工事1橋

・修繕計画の見

直し

・修繕工事2橋 ・修繕工事1橋 ・修繕工事2橋

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・耐震補強工事

3橋

・耐震補強工事

2橋

整備への支援の充

実

私道の舗装整備や舗装打換工事を行う際に、工事費用の一部を助成し、私道整備の

支援に努めます。

・私道舗装整備への助成【道路課】
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基本方針

１ 公共交通網の充実

⑴ 都市高速鉄道12号線の延伸

❍ 都市高速鉄道12号線の延伸の実現に向け、関係自治体と連携して、関係機関への働きかけや地

元の気運醸成を図る取組を進めます。

⑵ 鉄道利用環境の整備

❍ 既存鉄道のサービスの向上を鉄道事業者に働きかけます。

❍ 駅利用者の利便性向上のため、志木駅を始めとした駅周辺の自転車駐車場の設置を進めます。

１ 市中央部の交通の利便性を図るため、都市高速鉄道12号線の延伸に取り組みます。

２ 円滑な道路交通システムの推進を図るため、市民の身近な公共交通手段となるバ

ス・鉄道の利用環境の整備や、輸送サービスの充実のため、交通事業者に対する働き

かけに努めます。

延伸活動の推進

都市高速鉄道12号線の延伸実現に向け、市民への啓発活動を進めるとともに、関

係団体の代表者等で構成する新座市都市高速鉄道12号線延伸促進期成同盟会による

積極的な延伸促進活動を進めます。

また、新座市、清瀬市、所沢市及び練馬区で構成する都市高速鉄道12号線延伸促

進協議会を通じて、関係機関への要望活動や啓発品の作成、延伸計画の熟度を高める

ための調査研究等を進めます。

さらに、延伸地域の整備等に充てる財源を確保するため、新座市都市高速鉄道12

号線建設促進基金への積増しを行うとともに、延伸の具体化に向けて、国、東京都、

埼玉県等の関係機関との調整・協議を進めます。

・都市高速鉄道12号線延伸の啓発【地下鉄12号線延伸促進室】

・関係機関への要望活動の実施【地下鉄12号線延伸促進室】

・延伸に向けた調査研究の実施【地下鉄12号線延伸促進室】

・都市高速鉄道12号線建設促進基金の積増し【地下鉄12号線延伸促進室】

・関係機関との調整・協議【地下鉄12号線延伸促進室】

鉄道会社への要望

の実施

ＪＲ武蔵野線及び東武東上線の沿線自治体で構成する各協議会及び埼玉県を通じ

て、各鉄道事業者へ鉄道輸送力の増強及び鉄道施設の整備改善等について要望しま

す。

・鉄道利用環境整備に関する要望【政策課】

第５章 都市整備

第４節 公共交通網 ～便利で快適な公共交通網～
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⑶ バス輸送サービスの充実

❍ 市内公共施設や病院などをネットワーク化する市内循環バス運行の充実を進めます。

❍ 路線バスの輸送サービスの充実をバス事業者に働きかけます。

❍ バス停留所付近への自転車駐車場の設置を進めるとともに、バス停留所への屋根や接近表示機

の設置等をバス事業者に働きかけます。

⑷ バリアフリー化の推進

❍ 駅やその周辺施設のバリアフリー化を一層進めます。

❍ ノンステップバスなどの導入拡大をバス事業者に働きかけ、支援します。

自転車駐車場の整

備

駅周辺の放置自転車防止や買い物など商業施設の利用者の利便性向上のため、志木

駅南口周辺に自転車駐車場を整備します。

・自転車駐車場の充実（再掲）【交通防犯課】

バス輸送力の充

実・強化

主な公共施設や病院などをネットワーク化する市内循環バス（にいバス）について、

路線・ダイヤの改正や運行バス台数の見直しなど、利用者のニーズを踏まえた運行の

充実に努めます。

また、デマンド交通等の新たな公共交通手段の導入について研究します。

さらに、路線バスの輸送サービスの充実を目指し、バス路線の拡大、運行本数の増

加など、バス輸送力の強化をバス事業者に働きかけます。

・市内循環バス（にいバス）の充実【交通防犯課】

・新たな公共交通手段の導入【交通防犯課】

・バス輸送力強化に関する要望【交通防犯課】

利用環境の整備

バス利用者の利便性の向上を図るため、必要に応じて、バス停留所付近に設置して

いる自転車置場の充実を図ります。また、バス停留所の屋根の設置に係る助成を行う

とともに、ベンチ、接近表示機等の設置についてバス事業者に働きかけます。

・自転車置場の充実【交通防犯課】

・バス運行施設の整備に関する要望【交通防犯課】

駅周辺のバリアフ

リー化の推進

志木駅南口を利用する誰もが安心して外出できるよう、エレベーターの適切な維持

管理を実施します。

また、新座駅北口土地区画整理事業において、道路構造令等に基づき、バリアフ

リーに配慮した整備を推進します。

・駅周辺施設のバリアフリー化の推進【道路課】【新座駅北口土地区画整理事務所】

公共交通機関のバ

リアフリー化の推

進

駅やその周辺施設のバリアフリー化を一層進めるため、多機能トイレや視覚障がい

者用誘導案内設備、内方線付き点状ブロック、可動式ホーム柵などのバリアフリー設

備の整備について、鉄道事業者に要望するとともに、整備工事に対する助成を行いま

す。

また、バス利用者の利便性の向上を図るため、バス事業者が行うノンステップバス

の購入に対して助成し、導入拡大を推進します。

・鉄道施設のバリアフリー化の推進【政策課】

・ノンステップバス導入の促進【交通防犯課】
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基本方針

１ 良好な自然環境の保全、活用、創出

⑴ 緑地の保全・活用の推進

❍ 平林寺近郊緑地特別保全地区、妙音沢特別緑地保全地区を始めとした、良好な自然環境の保全

に努め、雑木林のあるまちづくりを進めます。

❍ みどりの保全協定などの諸制度を積極的に整備・活用して緑地の保全に努めるとともに、市内

に残る貴重な緑地を計画的に取得するため、みどりのまちづくり基金の拡充策を検討します。

❍ 市民・事業者に対しては、緑地協定制度などによる協力を要請し、緑地の保全に努めます。

❍ 各種イベントの開催などを通じて、市民が緑にふれあう機会の充実を図るとともに、緑に関す

る啓発活動を積極的に進めます。

❍ 新たなボランティア制度や市独自のトラスト団体の設立についても検討するなど、市民や民間

事業者との連携による緑地保全活動を推進します。

❍ 緑地の保全のため、相続税の軽減や市による緑地取得に対する助成措置などを国・県に要望し

ます。

１ 各種制度の充実・活用を図りながら、雑木林の保全と緑の創出による緑豊かなまち

づくりに努めます。

２ 大規模公園の整備とともに、地域の特性や利用形態に合わせた公園の再配置・整備

を進めます。

３ 身近な公園の維持管理や、新座市の特長をいかした雑木林のあるまちづくりについ

て、市民の積極的な参加を求め、協働によって取り組んでいきます。

第５章 都市整備

第５節 公園・緑地 ～緑豊かなまちづくり～
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保全・活用の推進

緑豊かな都市づくりを目指し、平林寺境内林の樹木保全のための助成を行うととも

に、妙音沢特別緑地保全地区について、民有地の購入、動植物に配慮した保全・整備

を実施します。

また、緑地等の所有者の協力により、市指定保存樹木等の指定や、みどりの保全協

定による憩いの森としての保全に努めるとともに、市内に残る貴重な緑地を取得して

いくため、新座グリーンスマイル基金の充実について検討します。

さらに、緑地協定制度を始めとした諸制度を活用して、市民や事業者による自主的

な地域ぐるみの緑地保全活動を促進し、緑地・樹林等の保全に努めます。

・平林寺近郊緑地特別保全地区の保全・整備【みどりと公園課】

・妙音沢特別緑地保全地区の保全・整備【みどりと公園課】

・憩いの森の保全・整備【みどりと公園課】

・新座グリーンスマイル基金の充実【みどりと公園課】

・緑地協定制度の充実【みどりと公園課】

意識啓発の実施

市民・事業者・市が一体となって、妙音沢特別緑地保全地区内の清掃を行うなど、

緑の保全への啓発活動を実施します。

・緑に関する啓発活動の推進【みどりと公園課】

ボランティア活動

への支援の充実

グリーンサポーターやみどりの保全巡視員などの市民ボランティアと連携しなが

ら、雑木林内の下草刈り、萌芽更新などの緑地保全活動や、動植物の持ち出し、植物

の盗掘、ごみの不法投棄等を防止するため、緑地内のパトロールを実施します。

また、市民と一体となって緑地を保全するため、新たなボランティア制度やトラス

ト団体の設立などについて検討します。

・ボランティア団体による緑地保全活動の実施【みどりと公園課】

・新たなボランティア制度の確立【みどりと公園課】

国・県への要望

緑地所有者の相続税の軽減策や市が緑地を取得する場合の助成措置などの新たな

制度の創設について、国・県に要望します。

・緑地保全に関する国・県への要望【みどりと公園課】
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⑵ 緑地空間の創出

❍ 公共施設や道路などについては、緑化基準に基づき、潤いのある緑地空間の創出を積極的に進

めるとともに、民間事業者による開発行為に対しても、積極的な協力を働きかけます。

❍ 新たな緑地空間を創出するため、緑化地域制度の導入・活用に努めます。

２ 憩いの場となる公園の充実

⑴ 拠点となる公園の整備

❍ 総合運動公園については、市民総合体育館も含めた周辺エリア（本多の森）の整備を進めます。

❍ （仮称）道場公園（とんぼの里公園）の整備を進めます。

⑵ 安全で安心して利用できる身近な公園・緑地の充実

❍ 小規模な公園や児童遊園の再配置を進めるとともに、老朽化した公園のリニューアルに取り組

み、安全で安心して利用できる公園づくりを進めます。

❍ 土地区画整理事業の中で、街区公園を整備します。

❍ 市民参加による公園の管理を進め、地域住民が愛着の持てる公園づくりを進めます。

緑化の推進

事業者による開発行為に対し、開発地区内における一定の規模以上の緑化の指導を

行うとともに、公共施設の整備時においても、緑化基準に基づいた緑地空間の創出を

行います。

子どもたちの郷土愛や植物を愛する心を育むことを目的として、駅前などの公共空

地を活用し、小学生による四季の草花の植栽活動を実施します。

生け垣を設置する市民や事業者に対し、設置費用の一部を助成します。

地域を定め、地域内における一定規模以上の建築等に対し、緑化を義務付ける緑化

地域制度など、緑地創出に関する新たな制度の導入を検討します。

・開発事業者への緑化指導【みどりと公園課】

・公共施設整備時の緑化の実施【みどりと公園課】

・フラワーリメイク事業の実施【みどりと公園課】

・生け垣設置費への助成【みどりと公園課】

・緑化地域制度の導入【みどりと公園課】

都市公園の整備

多くの市民が利用でき、多様なスポーツなどに対応できる総合運動公園について、

市民の利便性に配慮した適切な維持管理を行います。

また、市域南部の中核公園として、新座セントラルキッズパークを整備します。

さらに、市民の憩いの場や自然とふれあう場所を確保するため、道場二丁目地内に

設置予定の地域の中核となる（仮称）道場公園の整備を検討します。

・総合運動公園の整備【みどりと公園課】

・新座セントラルキッズパークの整備【みどりと公園課】

・（仮称）道場公園の整備に向けた検討【みどりと公園課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・第三種公認の

ための陸上競

技場改修
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公園の適正配置

小規模な公園や児童遊園の再配置及び老朽化した公園のリニューアルを進めると

ともに、土地区画整理事業地内における街区公園の整備を進めます。

また、誰もがいつでも運動を行える環境づくりを進めるため、黒目川沿いの公園等

に設置した健康器具の維持管理を行います。

・身近な公園・児童遊園の整備【みどりと公園課】

・街区公園の整備【みどりと公園課】

・公園への健康器具の設置（再掲）【みどりと公園課】

公園施設の維持管

理

安全で安心して利用できる公園を維持するため、遊具の点検・修繕等を実施します。

また、町内会による清掃やボランティアによる公園内の植栽管理、トイレ清掃、花

壇の維持管理など、市民参加による公園管理を行います。

・遊具安全点検の実施【みどりと公園課】

・ボランティア等による公園の管理【みどりと公園課】
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基本方針

１ 河川・水路環境の整備

⑴ 流域環境の整備

❍ 新座駅南口の土地区画整理事業に伴う野火止用水の一部復元など、新たな親水空間の創出に努

めます。

❍ 野火止用水平林寺堀遊歩道の計画的な整備を進めます。

❍ 整備の完了した遊歩道の適正な維持管理に努めるとともに、河川の流域環境整備に当たっては、

自然復元型の整備を県に要請します。

１ 市民が自然にふれあえる親水空間として、河川・水路の周辺環境の整備と適正な維

持管理に努めます。

２ 雨水の流出抑制など、総合的な治水対策を推進します。

野火止用水親水空

間の整備

県道新座和光線（旧川越街道）以北の暗渠化された野火止用水について、復元可能
あんきょ

な部分を調査し復元を図ります。

また、通学路の安全確保と観光都市づくりの一環として、野火止用水沿い及び平林

寺周辺の遊歩道・散策道の整備を図ります。

・野火止用水の復元事業の実施（再掲）【道路課】

・野火止用水沿い及び平林寺周辺の遊歩道・散策道の整備（再掲）【道路課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・平林寺周辺散

策道整備の

ための樹木

伐採工事

・平林寺周辺歩

道整備工事

・平林寺周辺歩

道整備工事

・平林寺周辺歩

道整備工事

河川・用水沿い遊

歩道の維持管理

ウォーキングやサイクリング等を通じ、身近な自然とふれあうことのできる場とな

るよう、柳瀬川、黒目川、野火止用水沿いの遊歩道の維持管理に努めるとともに、新

たな遊歩道の整備を埼玉県に要望します。

また、河川における親水空間の整備について埼玉県に要望します。

・河川・用水沿い遊歩道の維持管理（再掲）【道路課】

・遊歩道・親水空間の整備に関する県への要望（再掲）【道路課】

第５章 都市整備

第６節 河川・水路 ～水と親しむまちづくり～
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２ 治水対策の推進

⑴ 治水安全対策の促進

❍ 柳瀬川、黒目川について、治水安全対策のための適正な維持管理を県に要望します。

⑵ 雨水流出抑制の推進

❍ 透水性舗装や透水ますの設置など、雨水浸透施設の設置を進めます。

❍ 民間の開発事業者に対して雨水流出抑制に対する指導を行い、雨水の敷地内処理や透水性舗装

の実施を促進します。

県への要望

河川の流量を確保し、降雨時における浸水・溢水被害を防止するため、河川の水底
いっ

を掘る浚渫などの治水対策に係る河川改修を埼玉県に要望します。
しゅんせつ

・河川の改修に関する県への要望【道路課】

雨水流出抑制への

対応

河川への雨水の流出を抑制するため、歩道の舗装に当たっては、透水性舗装の整備

に努めます。

また、開発行為等を行う事業者に対し、浸透ますの設置などによる雨水の敷地内処

理や透水性舗装の整備を指導します。

・雨水浸透施設の整備【道路課】

・開発事業者への雨水流出抑制の指導【道路課】
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基本方針

１ 上水道の安定供給

⑴ 供給体制の充実

❍ 耐用年数に達した配水本管や配水管などについて、計画的に耐震管に更新します。

❍ 電気・計装設備など、老朽化した施設・設備の計画的な更新を進めるとともに、水道管理セン

ターなどの耐震化に努めます。

❍ 水質検査を継続的に実施し、安全な水の供給に努めます。

１ 安全で清浄な水を安定的に供給できるよう、水道施設の維持管理と計画的な更新を

行うとともに、水道事業の健全な経営の確保に努めます。

２ 居住環境の改善と公共用水域の水質保全のため、公共下水道（汚水処理）の計画的

な整備を進めるとともに、適正な維持管理に努めます。

３ 安全で安心できるまちづくりのため、雨水管網の計画的な整備を進めます。

第５章 都市整備

第７節 上水道・下水道 ～安全・安心な上水道・下水道づくり～
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公共施設の整備

地震災害に備え、老朽管、配水本管等を耐震管に更新するとともに、配水施設につ

いても、連絡管の耐震化を実施します。

また、野火止浄水場の旧高架水槽の解体工事を実施します。

さらに、浄水場施設について、電気・計装制御設備、揚水ポンプ、取水ポンプ等の

維持管理や老朽化した施設・設備の更新を進めるとともに、施設内への不法進入者防

止のための安全対策を実施します。

・耐震管への更新【水道施設課】

・浄水場施設の耐震化の実施【水道施設課】

・浄水場施設設備の更新【水道施設課】

・揚水ポンプの更新【水道施設課】

・取水ポンプの更新【水道施設課】

・ろ過施設等の整備【水道施設課】

・浄水場施設の安全対策の実施【水道施設課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・野火止浄水場

旧高架水槽解

体

・連絡管の耐震

化（基本設計）

・連絡管の耐震

化（実施設計）

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・老朽化施設の

更新

・老朽化施設の

更新

・老朽化施設の

更新

・老朽化施設の

更新

・中央監視装置

等更新工事

・老朽化施設の

更新

・中央監視装置

等更新工事

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・取水井工事

（野火止・西堀

7号井）

・制御盤更新

・取水井工事

（西堀5号井）

・老朽化取水井

改修

・制御盤更新

・制御盤更新
・取水井工事

（西堀3号井）

・取水井工事

（西堀3号井）

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・西堀ろ過ポン

プ盤更新

・片山ろ過ポン

プ盤更新

・野火止ろ過ポ

ンプ盤配管更

新（設計）

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・野火止浄水場

及び新座団地

給水場の監視

カメラ等の更

新

水質検査の実施
安全な水の供給を確保するため、定期的な水質検査を実施します。

・水質検査の実施【水道施設課】

放射性物質測定の

実施

東京電力（株）福島第一原子力発電所事故により飛散した放射性物質への対応とし

て、水道水の放射性物質測定を実施します。

・水道水の放射性物質測定（再掲）【水道施設課】
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⑵ 経営基盤の強化

❍ 漏水調査を継続的に実施し、必要に応じて補修工事を行い、有収率の向上を図るなど、水道事

業の経営の効率化に努めます。

❍ 節水機器の普及や節水意識の高揚を目指した取組を進めます。

２ 下水道の整備促進

⑴ 汚水排水対策の推進

❍ 地域住民の意向や費用対効果を検証し、整備方針を定め、公共下水道の計画的な整備を進めま

す。

❍ 公共下水道の未接続家屋・事業所への水洗化指導、啓発により、接続率を高め、整備された公

共下水道の有効活用に努めます。

水道事業の効率化

人口減少社会の到来に伴う料金収入の減少や水道施設の老朽化など、水道事業にお

ける課題への対策として、水道施設の計画的な更新と効率的な維持管理を目的とした

アセットマネジメント方針及び安定的な水道事業経営を目指すための経営戦略を策

定します。

漏水による無効水量の縮減を図るため、定期的に給水区域内の調査を実施し、必要

に応じて修繕工事を行います。

また、水道事業の効率的・安定的な経営を図るため、包括業務委託を導入するとと

もに、使用者の負担と事業に係る経費を考慮した適正な水道料金について検討しま

す。

・水道事業の中長期的な事業計画の策定【水道業務課】

・漏水調査の実施【水道施設課】

・漏水箇所の修繕工事の実施【水道施設課】

・包括業務委託の導入【水道業務課】

・料金の適正化【水道業務課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・策定

意識啓発の実施

節水機器の普及や節水意識の高揚を図るため、ホームページや広報、ポスター、懸

垂幕などにより、意識啓発を行います。

・節水意識の啓発【水道業務課】
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汚水排水施設の整

備

市街化区域内の汚水未整備区域について、引き続き効率的な整備を進めるととも

に、新たに認可を取得した区域内についても、順次整備を進めることにより、公共用

水域の保全及び住環境の整備を図ります。

また、新座駅北口土地区画整理事業地内及び大和田二・三丁目地区土地区画整理事

業地内については、土地区画整理事業の進捗に合わせて汚水管網の整備を進めます。

さらに、汚水管の適切な維持管理と併せて公共下水道台帳を整備するとともに、下

水道事業の役割を踏まえ、持続可能な下水道事業の実施を図るため、下水道施設の状

況を客観的に把握・評価し、中長期的な予測の下で同施設を計画的かつ効果的に管理

することを目的した管路ストックマネジメント計画を定め、将来にわたって施設に係

る更新費用の抑制・平準化を図ります。

・市街化区域汚水未整備区域の汚水整備事業【下水道課】

・新たに拡大した認可区域の汚水整備事業【下水道課】

・新座駅北口土地区画整理事業地内の汚水整備【下水道課】

・大和田二・三丁目地区土地区画整理事業地内の汚水整備【下水道課】

・下水道施設（汚水）の維持管理【下水道課】

・新座市管路ストックマネジメント計画の策定【下水道課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・枝線整備

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・設計

・幹線整備

・枝線整備

・設計

・枝線整備

・設計

・枝線整備

・設計

・枝線整備

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・点検調査計画

の策定

・点検調査計画

の策定

・点検・調査

・点検・調査

・修繕・改築計

画の策定

下水道事業の健全

な運営

下水道敷設地域における水洗化率の向上により、下水道事業の経営の健全化を図る

ため、下水道未接続者の実態を調査し、早期接続についての指導、啓発を行います。

また、事業に係る経費や使用者の受益等を考慮し、必要に応じて、下水道使用料の

適正化について検討します。

さらに、下水道事業について、自らの経営状況・資産等の的確な把握に努めるため、

公営企業会計へ移行します。

・水洗化率の向上【下水道課】

・下水道使用料の適正化【下水道課】

・公営企業会計への移行【下水道課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・基本計画策定

・固定資産台帳

整備

・システム構築

・固定資産台帳

整備

・システム構築

・固定資産台帳

整備

・システム構築

・公営企業会計

への移行

関係機関との連携

の推進

埼玉県南西部の10市3町を処理区域とする荒川右岸流域下水道事業について、構

成市と連携し、施設の維持管理や建設費の負担など健全な運営を推進します。

・近隣自治体との連携による下水処理の実施【下水道課】
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⑵ 雨水排水対策の推進

❍ 雨水整備計画に沿った雨水管網整備を進め、溢水地域の解消を図ります。
いっ

雨水排水施設の整

備

市街化区域内の雨水未整備区域について、引き続き効率的な雨水管網の整備を進め

るとともに、新座駅北口土地区画整理事業地内や大和田二・三丁目地区土地区画整理

事業地内等の雨水幹線の整備を推進します。

また、溢水地域の解消を図るため、既設管の状況に応じた効果的な改良工事を進め

るとともに、雨水管や下水道事業認可区域外における都市下水路などの下水道施設の

適切な維持管理及び補修を行い、降雨時における排水処理機能の向上を図ります。

・市街地雨水管網の整備【下水道課】

・新座駅北口土地区画整理事業地内の雨水整備【下水道課】

・大和田二・三丁目地区土地区画整理事業地内の雨水整備【下水道課】

・雨水幹線整備事業【下水道課】

・溢水地域の改善【下水道課】

・下水道施設（雨水）の維持管理【下水道課】

・都市下水路施設の維持管理【下水道課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・幹線工事(英、

平林寺第五、野

火止中央第二）

・幹線工事(平林

寺第五、野火止

中央）

・幹線工事(平林

寺第五、野火止

中央）

・幹線工事(平林

寺第五、野火止

中央）

・幹線工事(平林

寺第五）
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第６章 観光

第１節 観光都市にいざづくり ～雑木林とせせらぎのあるまちづくり～
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基本方針

１ 誇りを持っていきいきと暮らせるまちづくり

⑴ 市民参加・交流システムの構築

❍ 町内会などの地域活動を支援するとともに、まちの美化活動などへの参加機会を創出し、市民

が新座の良さを再発見し、ふるさとに誇りを持ち、いきいきと暮らせる環境づくりに努めます。

❍ 観光都市にいざづくりの担い手を確保するため、観光ボランティアガイド協会や市内の大学な

どと連携しながら、新たな観光ボランティアの育成に努めます。

❍ 市内大学などの専門的機関との連携や、生涯学習講座の実施、小中学校における郷土教育や地

場産品を利用した食育の推進などにより、新座市の自然、歴史的文化資産などに関心を持つ人々

を増やします。

１ 市民が自らのまちの良さを再発見し、誇りを持っていきいきと豊かに暮らすことの

できるまちづくりを進め、市民参加による地域の活性化を図ります。

２ 武蔵野の自然や歴史的文化資産をいかし、地域全体を「屋根のない博物館」とする

フィールドミュージアムの視点で、各見どころを遊歩道･緑道で結び、ウォーキング

が楽しめる、癒しと健康志向の観光都市づくりを進めます。

３ 新座の魅力を積極的に発信し、他地域との交流によるまちづくりを推進します。

第６章 観光

第１節 観光都市にいざづくり ～雑木林とせせらぎのあるまちづくり～
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２ フィールドミュージアムの形成

⑴ ネットワークを支える「発見の径」づくり
こみち

❍ 野火止用水を観光資源ネットワークの軸と位置付けながら、市内全域を安心して歩けるように

遊歩道整備を進めます。また、ウォーキングを楽しむ人々のために休憩所やトイレなどの整備を

進めます。

❍ スローライフを充実させるため、柳瀬川、黒目川周辺の見どころを遊歩道などで結ぶ観光資源

のネットワーク化を推進します。

ボランティア等が

活躍できる場の提

供

市民総合大学修了生等を対象に、観光ボランティアガイド養成講座を開催するとと

もに、観光ボランティアガイド事業をコミュニティビジネスとして成り立たせるよう

な仕組みづくりについて調査・研究します。

また、外国人が観光等で市内を訪問した際、市内を案内することができるよう、小・

中学校で指導する英会話講師（ＥＥＴ）及び英語指導助手（ＡＥＴ）を活用するとと

もに、市内3大学の留学生等に協力を頂き、外国語ボランティアガイドの充実を図り

ます。

さらに、団体間の交流や市民参加のシステムの構築を図るため、新座市観光都市づ

くりサポーター、新座市観光都市づくり推進市民会議等の市民ボランティア団体や市

内3大学の学生と連携する機会を拡大します。

・観光ボランティアガイドの充実【シティプロモーション課】

・外国語ボランティアガイドの充実【シティプロモーション課】【教育支援課】

・ボランティア団体の交流機会の充実【シティプロモーション課】

・大学との連携事業の拡充【政策課】【シティプロモーション課】

・観光都市づくりサポーター制度の推進【シティプロモーション課】

・観光都市づくり推進市民会議の推進【シティプロモーション課】

子どもたちに伝え

る郷土愛

地元の農業や食に対する児童生徒の興味関心を高めるため、学校給食に地元食材を

利用した献立を取り入れます。

・学校給食における地場産野菜の活用（再掲）【学務課】

「発見の径」づく

り

旧川越街道から志木駅方面の野火止用水の復元について検討を行います。

また、観光都市づくりの一環として、野火止用水沿い及び平林寺周辺の遊歩道・散

策道の整備を図るとともに、案内看板等の整備を行います。

さらに、妙音沢については、新種の桜である「ミョウオンサワハタザクラ」を活用

した見どころづくりを進めるとともに、民有地の購入や動植物に配慮した保全・整備

を実施します。

・野火止用水の復元事業の実施（再掲）【道路課】

・野火止用水沿い及び平林寺周辺の遊歩道・散策道の整備（再掲）【道路課】

・妙音沢特別緑地保全地区の保全・整備（再掲）【みどりと公園課】

・案内看板等の充実【シティプロモーション課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・平林寺周辺散

策道整備の

ための樹木

伐採工事

・平林寺周辺歩

道整備工事

・平林寺周辺歩

道整備工事

・平林寺周辺歩

道整備工事
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⑵ フィールドミュージアムの見どころづくり

❍ 野火止用水を始め、見どころとなる各拠点においてイベントなどを展開するとともに、日常的

な憩いの空間などの創出に努めます。

❍ これまで平林寺や野火止用水エリアを中心に観光都市づくりを推進してきましたが、「大和田・

中野エリア」、「野寺・片山・馬場エリア」の観光資源のＰＲや散策コースの開発、近隣自治体と

の連携による広域的な見どころづくりに努めます。

❍ 道路や農地などに四季折々の花を植栽するなど、市内をウォーキングする市民や来訪者が景色

や香りを楽しめるような花のあるまちづくりを進めます。

⑶ 「新座版グリーンツーリズム」のシステムづくり

❍ 雑木林を活用したシイタケ栽培、タケノコ掘り、カブトムシの里づくり、ホタルの里づくりな

どの体験イベントを市民ボランティア等と連携して行い、森林の良さや武蔵野の面影を色濃く残

す新座市の魅力を市内外にＰＲします。

❍ ボランティアなどの市民の活動の場として「新座版グリーンツーリズム」を位置付け、市民活

動の活性化に向けたモデル事例として充実させます。

体験型観光の推進

新たな観光の見所づくりとして、うどん打ち体験、茶道体験、坐禅体験など、年間

を通して楽しみながら本市の歴史や文化に関する理解を深めることができる体験型

事業を進めます。

・体験型事業の構築【シティプロモーション課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・検討 ・検討 ・検討 ・実施 ・実施

広域連携の推進

市内にとどまらず、他市の持つ魅力との相乗効果を図るため、歴史的背景や地域の

特色等に共通点のある自治体との連携により、それぞれの歴史や文化遺産をつないだ

広域的な観光メニューの創出等に取り組みます。

また、民間事業者等と連携し、ストーリー性を意識した効果的な観光事業の推進を

図り、新たな視点から本市の魅力をＰＲする事業について検討します。

・野火止用水サミット関連事業の推進【シティプロモーション課】

・川越市及び三芳町と連携した広域観光事業の推進【シティプロモーション課】【生

涯学習スポーツ課】

・他自治体や民間事業者等と連携した観光事業の推進【シティプロモーション課】

花のあるまちづく

り

自然を身近に体験することができる自然散策コースを設定し、ウォークラリーなど

の体験型イベントを開催するとともに、地域ごとにテーマを決め、テーマに沿った花

を沿道に植栽するフラワーロードの形成を進めます。

また、総合運動公園内、黒目川・柳瀬川周辺に桜や菜の花などを植栽して市内各地

を花畑化するとともに、ボランティアによる管理の仕組みづくりを進めるなど、花の

あるまちづくりを進めます。

・雑木林とせせらぎの散策ルートの設定【シティプロモーション課】

・地域別フラワーロードの設定【シティプロモーション課】

・桜と菜の花の里づくりの推進【シティプロモーション課】
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３ 地域イメージの浸透と新座ブランドの開発・育成

⑴ 情報発信機能の強化

❍ 観光プラザを情報発信拠点と位置付け、ホームページの充実や観光マップなどの作成により、

新座の魅力の更なるＰＲに努めます。

❍ 市民や来訪者に観光情報を分かりやすく伝える案内板を市内の要所に設置するなど、積極的な

情報発信に努めます。

推進体制の確立

首都近郊にありながらも豊富に残る自然資源等を利用して、販売も視野に入れたシ

イタケの里づくり事業を推進するとともに、わさび園の整備についても検討します。

雑木林を身近に感じる機会やカブトムシが飛び交う雑木林のあるまちにいざのイ

メージを創出するため、体験型イベントの実施やカブトムシの里づくりを進めます。

市民と市が協働してホタルの飼育を行うことで、地域コミュニティの活性化や市民

の環境保全意識の向上を図るとともに、ホタルの里づくりの観光資源化等を図りま

す。

フィールドミュージアムのまちづくりを推進するため、道場一丁目地内においてミ

カンの試験栽培を行うとともに、散策ルート上にある新座みかん園（野火止三丁目地

内）において、観光都市づくりサポーター（おれんじサポーター）の協力を得てミカ

ン栽培を実施します。

・シイタケの里づくりの推進【経済振興課】【みどりと公園課】

・わさび園の整備に向けた検討【みどりと公園課】

・カブトムシの里づくりの推進【シティプロモーション課】【みどりと公園課】

・ホタルの里づくりの推進（再掲）【地域活動推進課】

・新座みかん園の運営【シティプロモーション課】

・ユニバーサル農業の推進体制の構築【経済振興課】【シティプロモーション課】【み

どりと公園課】【障がい者福祉課】【長寿はつらつ課】

キャラクターの活

用

市の地域イメージの向上につなげるため、特別住民登録した鉄腕アトムのキャラク

ターを活用したＰＲを進めます。

また、観光都市づくりの更なる推進、地域の更なる活性化のために、市のイメージ

キャラクター「ゾウキリン」を各種のイベント等で活用するほか、関連グッズの作成・

販売により新座市のＰＲを進めます。

・鉄腕アトムキャラクターの活用【シティプロモーション課】

・イメージキャラクター「ゾウキリン」の活用【シティプロモーション課】



164

⑵ イベント・祭りなどの振興

❍ 既存の祭りなどのイベント情報を集約するとともに、祭りを複合化することによって従来より

も多くの集客ができるように取り組むなど、各種イベントの潜在的な可能性を検討しつつ、充実

させます。

情報提供の充実

観光ホームページの運用や地域ＦＭ局の積極的な活用、観光マップやガイドブック

の作成、観光親善大使によるＰＲ活動等により情報発信の充実を図ります。

外国人に対しては、埼玉県が発行する観光情報誌を通じてＰＲするほか、本市独自

の外国人向け観光情報誌の作成や外国人市民のための生活ガイドブックへの観光情

報の掲載など、外国人が楽しく観光できる体制を整備します。また、外国人観光客向

けの多言語対応のホームページの構築を行うとともに、誰でも無料で利用できる公衆

無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）の整備を進めます。

情報発信拠点及び来訪者や市民が気軽に立ち寄れる交流サロンとして、観光イン

フォメーションコーナーの充実を図ります。

・インターネット及びメディアの有効活用【シティプロモーション課】

・観光親善大使によるＰＲ活動の推進【シティプロモーション課】

・外国語併記の観光マップ・ガイドブックの作成、配布【シティプロモーション課】

・外国人向け観光情報誌の作成、配布【シティプロモーション課】

・外国人市民のための生活ガイドブックへの観光情報の掲載【地域活動推進課】

・公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備【情報システム課】【各施設所管課】

・観光インフォメーションコーナーの充実【シティプロモーション課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・観光ホーム

ページの多

言語対応に

向 け た 調

査・研究

・観光ホーム

ページの多

言語対応に

向 け た 調

査・研究

・観光ホーム

ページの多

言語対応に

向 け た 調

査・研究

・観光ホーム

ページの多

言語対応の

構築

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・外国人市民の

ための生活ガ

イドブックへ

の観光情報の

掲載

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・公衆無線ＬＡ

Ｎ整備の調

査・研究

・公衆無線ＬＡ

Ｎの整備（2

か所）

・公衆無線ＬＡ

Ｎ整備方針の

策定

・公衆無線ＬＡ

Ｎの整備（2

か所）

・公衆無線ＬＡ

Ｎの整備

・公衆無線ＬＡ

Ｎの整備

イベント・祭り等

の充実

多数の方が訪れ、本市の魅力を体験することができる新座快適みらい都市市民まつ

りや、市民が主体となり、観光振興のために広域的な視点で取り組んでいるイベント

等について支援を行います。

・新座快適みらい都市市民まつりへの支援【経済振興課】【交通防犯課】【保健セン

ター】【生涯学習スポーツ課】

・柳瀬川ふれあい祭り、大江戸新座祭り等の支援【シティプロモーション課】
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⑶ プロモーション戦略の推進

❍ 既存のイベントや祭り、四季折々の開花情報などに加え、新たな観光資源などの発掘に努め、

新座市の年間プロモーション計画となる歳時記づくりを引き続き進めます。

⑷ 新座ブランドの開発・育成

❍ 農商工の協力体制づくりや商品開発・ブランド化に向けた支援を実施するとともに、産学官の

連携による研究や情報発信などを支援することにより、新座ブランドの開発と育成を促します。

❍ 市民ボランティアの協力を得ながらシイタケ栽培、わさび園及びワイナリーの整備について

検討し、新座市の特産品化を図ります。

計画の策定

市民や来訪者に新座の魅力をＰＲするため、イベント、四季折々の開花情報、見ど

ころなどを集めた“すぐそこ新座”花めぐりマップや市内における歳時記づくりを進

めるとともに、ホームページなどを活用し積極的な情報発信に努めます。

また、定住人口の増加を目的とし、本市の魅力を効果的に発信することにより、本

市の知名度及びブランドイメージの向上を図るため、「選ばれるまち」になるための

指針と施策の方向性をまとめたシティプロモーション方針を推進します。

さらに、近隣自治体や民間事業者等と連携した、プロモーション活動について検討

を進めます。

・年間プロモーション計画の策定【シティプロモーション課】

・シティプロモーション方針の推進【シティプロモーション課】

・他自治体や民間事業者等と連携した観光事業の推進（再掲）【シティプロモーショ

ン課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・シティプロ

モーション

方針の策定

・ロケーション

サービスの推

進

・ロケーション

サービスの推

進
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４ 「ふるさと新座」イメージを支える交流拠点の整備

⑴ 中核施設の整備検討

❍ 「ふるさと新座」の魅力を伝えられる交流拠点として、（仮称）ふるさと新座館の整備を進める

とともに、（仮称）ふるさと歴史館の整備を引き続き検討します。

⑵ スローライフを実現する公園等の整備

❍ 市民が自然に親しむ場、来訪者が憩う場づくりのため、スローライフなどをテーマとした（仮

称）道場公園（とんぼの里公園）の整備を検討するとともに、総合運動公園エリア、ワイナリー、

オープンカフェなどの整備を進めます。

新座の特産品づく

り

新座ブランドの認定を進めるとともに、物産品の地産地消、スローフードの理念を

キーワードに、農・商・工が連携した地元消費型の商品開発及びＰＲ方法等について

調査研究を行います。

また、本市ならではの食文化の継承と発展を支える手打ちうどん名人認定事業を推

進するとともに、｢食」に限らない様々な観点から新座ブランドを認定し、商品の付

加価値によるイメージアップを図ります。

さらに、フィールドミュージアムのまちづくりを推進するため、ミカンなどの試験

的な栽培を行うとともに、シイタケの里について、障がい者や高齢者の就労の場とし

ての活用方法の検討も含め推進します。

・新座ブランド認定事業の推進（再掲）【シティプロモーション課】

・農商工の協力体制の構築（再掲）【経済振興課】

・手打ちうどん名人認定事業の推進【シティプロモーション課】

・新座みかん園の運営（再掲）【シティプロモーション課】

・シイタケの里づくりの推進（再掲）【経済振興課】【みどりと公園課】

・わさび園の整備に向けた検討（再掲）【みどりと公園課】

・ワイナリーの整備に向けた検討【シティプロモーション課】

・ユニバーサル農業の推進体制の構築（再掲）【経済振興課】【シティプロモーション

課】【みどりと公園課】【障がい者福祉課】【長寿はつらつ課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・認定品のＰＲ ・認定品のＰＲ ・認定品のＰＲ ・認定品のＰＲ
・認定品のＰＲ

・第2回認定

特色ある商店づく

り

産学官が連携し、フィールドワークやアンケートを通じて、市内の名店の発掘や情

報収集を行うとともに、イベントへの出店やマップ等の作成に取り組みます。

・名店づくりへの支援【シティプロモーション課】

中核施設の整備

野火止用水・平林寺境内林と一体化した、新座のふるさと景観を醸し出す施設とし

て、（仮称）ふるさと歴史館の整備に向けた検討を行います。

・（仮称）ふるさと歴史館の整備に向けた検討（再掲）【生涯学習スポーツ課】
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⑶ 魅力ある都市空間の実現

❍ 新座駅、志木駅南口の周辺は、「雑木林とせせらぎ」といった新座市のイメージを伝える玄関口

となるよう、引き続き整備に努めるとともに、今後の延伸が望まれる都市高速鉄道12号線につい

ても、まちづくり構想を策定していく中で、魅力ある都市空間の実現を検討します。

施設等の整備の推

進

市民の憩いの場や自然とふれあう場所を確保するため、道場二丁目地内に設置予定

の地域の中核となる（仮称）道場公園の整備を検討します。

また、市民や来訪者の交流拠点とするため、市役所敷地内のフリースペースを有効

活用したオープンカフェを実施します。

さらに、ブドウ農園のPRを行うとともに、ワイナリーの整備について調査・研究

します。

・（仮称）道場公園の整備に向けた検討（再掲）【みどりと公園課】

・オープンカフェの実施【シティプロモーション課】

・ワイナリーの整備に向けた検討（再掲）【シティプロモーション課】

新座駅周辺の都市

拠点の整備

新座駅北口においては、南口地区と合わせて市の中核拠点となる新たな市街地形成

を図ります。

また、大和田二・三丁目地区について、産業系土地利用への転換により商工業施設

を誘致します。

・新座駅北口土地区画整理事業の実施（再掲）【新座駅北口土地区画整理事務所】

・大和田二・三丁目地区土地区画整理事業の推進（再掲）【大和田二・三丁目地区土

地区画整理事務所】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・物件調査積算

・物件移転補償

・道路等設計・

工事

・物件調査積算

・物件移転補償

・道路等設計・

工事

・物件調査積算

・物件移転補償

・道路等設計・

工事

・物件調査積算

・物件移転補償

・道路等設計・

工事

・物件調査積算

・物件移転補償

・道路等設計・

工事

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・仮換地指定

・道路等設計・

工事

・物件移転補償

・換地設計変更

等

・埋蔵文化財調

査

・道路等設計・

工事

・物件移転補償

・換地設計変更

等

・道路等設計・

工事

・物件移転補償

・換地設計変更

等

・道路等設計・

工事

・物件移転補償

・換地計画等

・道路工事等

志木駅南口周辺の

整備

志木駅南口周辺について、利用者の利便性向上を図るため、地下自転車駐車場、大

屋根シェルターを作るなど、駅前広場の整備を進めます。

・志木駅南口周辺の整備【交通防犯課】【まちづくり計画課】【道路課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・家屋調査

・バス待機所新

設工事

・電線共同溝工

事

・工事

・バス待機所新

設工事

・工事

・工事

・新座中央通り

歩道舗装改

修工事

・冨士塚自転車

駐車場、バス

折り返し場

及び旧東北

出張所解体

工事

・自転車駐車場、

自動車駐車

場供用開始

・家屋事後調査
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魅力ある都市空間

の整備

市中央部における新たな都市拠点の形成に向けて、都市高速鉄道12号線の延伸実

現及びスマートインターチェンジの設置に向けたまちづくりについて検討します。

・市中央部における土地利用に向けた検討（再掲）【地下鉄12号線延伸促進室】

【まちづくり計画課】

平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績 平成31年度 平成32年度

・地権者説明会

の実施

・12号線の延伸

に向けた基

礎調査の調

査項目の検

討

・12号線の延伸

に向けた基

礎調査の実

施

・将来土地利用

構想の調査・

検討

・将来土地利用

構想の調査・

検討
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